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地震予知の可能性を最初に唱えた人 ?
水谷 仁

東京の虎ノ門にある文部科学省の建物の脇で外堀

通りに面 したところに,少 し古びた 2mほ どの高
さの煉瓦の塔がある.文部科学省と霞ヶ関ビルの間
の位置で,数年前までは教育会館のあった場所とい
えば,そ の場所と分かる人もいるだろう。この塔は

明治のはじめ, ここに工部大学校があったことを示

す記念碑である 工部大学校は後に東大工学部に発
展するので, この場所は東大工学部誕生の場所と

言って良いかも知れない この工部大学校の教師に
なったのは, イギリスのグラスゴー大学のウィリア

ム・ランキン, ウィリアム・ トムソン (ケ ルブィン

卿)の教えを受けた若くて優秀な人々だった。この

学校では理論と実験を両立させる教育方針がとられ

ており,世界的に見ても当時もっとも優れた教育が
行われていたと言える.

この学校の第 1期生の中には,建築科 (当時は造
家科と言った)の辰野金吾,曽根達蔵,化学科の高
峰譲吉などがいたが,電気科 (当時は電信科と言っ
た)に志田林三郎という人がいた.工部大学校を明
治 12年 に首席で卒業 した志田は, グラスゴー大学

に留学 し,ケ ルブィン卿に教えをうけた。グラス
ゴー大学では 1年後に最優秀論文に与えられる金メ

ダルを与えられるほどの優れた研究をし, ケルヴィ

ン卿は,のちに「私が出会った学生のなかで, もっ

とも優秀な学生だった」と述懐 したという.

帰国後,志田は 27歳の若さで工部大学校の教授に任命され,5年後の明
治 21年 (1888年)に電気学会を創設する.こ の時の開会の演説で志田は将
来の科学技術の発展の予測を行った.無線通信,テ レビジョン,録音機,海
外放送受信などがこの中で予見されている.さ らにその中に,次のような言
葉がある。「地電気, 地磁気, 空間電気の如きは, 相互いに密接の関係を有

するのみならず,地震,太陽の黒点,極光,及び地球上の気象等にも相関係
するものなれば,地電気,空間電気の変動などを観潰1して,或は地震を前知
し,或は穀作の豊凶を予知する方法の発明を希うも決して妄誕不稽の憶測に
あらざるべしJと 。
この時の志田の予沢1の なかで,120年以上たった現在でも実現されていな
いのが, この地電気,空間電気による地震予知,気象予報だけということに
なっている.志田の講演の中でも, これがもっとも理由が曖味だっただけ
に,将来これが実現されるかどうか,大いに気になるところである.
天才,志田は残念なことにこの演説から3年後,36歳 の若さで亡 くなっ
たこともあり,そ の名前を知る人も今では少なくなっている.し かし, この

ような偉い人がいたことを忘れないようにしたいものである



津波予報の半世紀

(1)わが国の津波予報業務

信浜

1.は じめ に

我が国で津波予報が実施されるようになってか

ら半世紀以上の歳月が経過した.筆者ら (浜田,

山本)は ,1970年代前半から最近まで,気象庁に

在職し,主に地震火山業務に携わってきた.こ の

間の津波予報の変遷や関連した話題について何か

書くようにというのが,編集部からの御依頼であ

る.そ こで津波予報の歴史を正確に記述するとい

うよりは, この間津波予報業務に携わった当事者

として, また間接的に関わる立場に居た人間とし

て,印象深い出来事や トピックをまとめることと

した.第一部ではこれらの トピックを主として浜

田がまとめ,第二部では,最近の 2004年 インド洋

大津波以降の国際的な津波対策の取り組みを中心

に山本がまとめた。すでに組織を離れた身ではあ

るが,長年身に付いた習性や物の見方は,す ぐに

は変わらない。なるべく客観的な立場で書いたつ

もりではあるが,結果として気象庁の立場を代弁
している部分も十分あると思われる.読者にはそ

の辺の事情をお汲み取りの上,一読を願うもので

ある.

2.手作業による津波予報作業

大学の地震学の講義で,地震の震源の決め方や
マグニチュードについて一通り勉強はするが,そ

こで津波予報作業が実際にどのようなものかが紹

介されたり,演習などで体験する機会はまずない

だろう.筆者 らが気象庁で働き始めた 1970年代

初頭は,地震の震源決定,津波予報作業はほとん

ど手作業で行われていたが,勿論大学でそのよう

な作業については習うこともなく,就職して初め

て体験をすることになった。

地震情報や津波警報の作業を行う観測室を,今

も昔も気象庁では現業室と呼んでいる。現業作業

の七つ道具は,S―P時間と深さ震央距離の関係を

示すモノグラム, 200万分の 1あ るいは500万分

の 1の縮尺の専用の震央決定地図,腕の長いコン
パスと鉛筆,消 しゴムが主なものである.現業室
のテレタイプに打ち出される各気象台,測候所の

電報から震度,P波の到達時間,SP時間,機械式
強震計の振幅などを地図に記入していき,地震の

記録の特徴などから深さの見当をつけ, S―P時間

に対応した円をコンパスで描いていき,震央と深

さの見当をつけて震源を求めた.当時すでに関東

地方の 4カ 所の観測点の地震計もテレメータされ

ており,東京の地震計も含め 5カ 所の地震計の記

録を読むのも現業作業の一部であった.深さが適

当でないと思われる場合には描いた円を消しゴム

で消し,何度かこのような作業を繰り返しながら

解を求めていく.地震の規模が大きいと思われる

1970年頃の地図とコンパスを用いた震源決定作業
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場合には,津波予報作業図に各観測点の距離と振

幅を記入 していき津波のグレードを推定し,津波

警報,津波注意報の発表と作業が進行 していく.

理想的にはコンパスで描 く円は一点で交わるはず

であるが,現実にはそのようなことはあり得な

い.地震の規模が大きくなるほど S相の読み取り

は困難になる.1970年代になると水晶時計が行き

渡り, 時刻の精度も向上 してきたので,SP時 間
だけでなく,等 P時刻の円を描いて検討すること

が行われるようになった。

各観測点の読み取りには必ず誤差を伴うし,職

員の熟練度もさまざまである.一般に地震活動の

活発な東日本の大平洋沿岸の気象台,漫1候所や松

代からのデータの入電が早かったし,内容の信頼

度も高かった。読み取りの信頼度は,設置されて

いる地震計の種類や感度にも影響される.さ らに

言えば津波予報作業を行う各管区の当番職員の技

量も平均で見れば北高南低であった.津波予報作

業の職人芸的な要素の大半がシステムに組み込ま

れた今 日ではそのような地域差はほとんど無 く

なった.と もかく作業を行う現業当番者はこのよ

うな地方の事情や, 日本列島の地震活動全般の特

徴などの知識を, 日頃から頭にたたき込んでおく

必要がある。まさに経験と日頃の修練がものをい

う手作業である.い ったん津波警報の発表となれ

ば,何十万あるいはそれ以上の人々の防災行動を

強制することになるし,作業のミスは即,組織の

命運を左右する責任問題にも発展する.よ く考え

れば考えるほど重大な責任を伴う作業である 行
政官庁において最終的な責任は管理職が負うにせ

よ,一般職員が短時間の作業で実質これほどの責

任を負う業務は,当時も今日も他にはほとんど例

がないのではないかと思われる。

いったん大地震が発生すると,昼間なら当番以

外の一般職員が続々応援のため現業室に集まり,

一種独特の緊張状態と興奮状態がそこに生まれ

る。この状態は外部の方が見ると,大変興味をそ

そるものであるらしい.火山噴火予知連絡会の会

長を務められた下鶴大輔先生が,気象庁に来 ら

れ,たまたま現業室でそのような作業を目撃され

ることがあった。大した地震ではなかったが,後
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で「あの作業は大変面白いねJと言われたことが

ある.職員の中にもあの臨場感,独特な興奮状態

がたまらないという人が居り,現業室には必要以

上に大勢職員が集まる傾向がある ややもすると

作業分担が不明確になったり作業に出輛を来す危

険も大きくなるので, このような場合の職員の管

理は,今も昔も注意が必要である.中には管理職

にも舞い上がる人が居て,部下の立場とはいえ,

ブレーキをかけるのに苦労したこともあった.神

経の細い職員の中には, このような極度の緊張を

伴う作業には耐えられないのではずして欲しいと

申し出る職員も居たし,後に作業に電子計算機が

導入され作業の一部をキーボー ドで行うように

なってからも,緊張のあまり,キ ーボードの上で

指がぶるぶると震えキーがなかなか打てなかった

新米職員を目にしたこともある 電子計算機や通
信技術の発達で作業が大幅に自動化された今日で

も,緊張を伴う作業の本質は変わらない.女日何に

冷静で正確な判断が出来, ミスを犯 しにくい環境

を整えられるかは今後も重要な課題である

3 訓練での大失敗

手作業の時代には,津波予報作業に経験と修練

が必要とされたため,毎月訓練の当番を害1り 当

て,訓練当番が作成した模擬資料を基に,現業当

番に入る職員を対象に,2名一組で 10組 くらいの

班を組み,実際に即 した津波予報作業の訓練を

行っていた.模擬資料は,過去の大地震が例に選

ばれることが多く,誤差,電報の入電時刻も実際

そのままで訓練を行う場合が多かったが,当然な

がら訓練に参加する職員には前もっては何も知 ら

せない.あ る時,1964年新潟地震を基にした模擬

資料による訓練が行われた 熟練度の高い太平洋
岸の観測点から先に電報が入り,仙台の震度 5が

入電するなど,当初震源は大平洋岸にあることが

予想されたが,データの精度が低くコンパスを回

してみると焦点が合わず,震源は日本海側,太平

洋側のいずれとも判断できなかった,実際,新潟

地方気象台では,木造の庁舎から危険を感じた職

員が全員避難 したため,電報の入電は他の官署よ



り大幅に遅れている.訓練ではどの班も震源を決

めかねており,時間はどんどん経過する.筆者の

班ではこのままでは警報が間に合わないと考え,

その時点ではより可育旨隆が高いと考えた福島県沖

に津波警報を出してしまった.他の班はいずれも

慎重で新たな電報の入電を待っていた。しかしな

がら,新たな電報が入電するにつれ震源が大平洋

岸にある可能性が消え,新潟県沖であることが明

確になった時点で,他の班は津波警報を出して

いった.失敗である.し かしながら失敗をしても,

その時点で次善の手段を執るのが原則である ま

ず先に新潟県沖に津波警報を追加発表した上で,

太平洋岸の津波警報を解除 した。すべての観測

データがリアルタイムで集められている今日,本

番でこのような大失敗を犯す可能性はまずない

が,訓 |1練 とはいえ「 しまったJと いうあの時の思

いは忘れようがない.「津波予報作業は一度失敗

を経験すると,誰でも懲りて失敗することは無く

なるが,当番全員にそれを当てはめると,全ての

津波予報作業は失敗ということになる。それでは

困るのだ」とある先輩が述懐されていたが, まさ

にその通りである.ま た情報の正確さを取るか発

表時間の早さを重視するかというトレー ドオフ

は,緊急地震速報など今日でも重要な問題であ

る.

4.仙台管区気象台による初めての津波予報体制

我が国の津波警報体制の構築は,1941年 9月 に

三陸沿岸を対象にした三陸沿岸津波警報組織が初

めてということになっている
1)'D.こ の体告1は森

田稔仙台管区気象台長の指揮の下で構築されたこ

とは明らかであるが,戦時中でもありどの程度の

実効ある体制が構築されたのかはよく分からな

かった.森田台長は戦後まもなく,出張中先で客

死 しており,当時の職員がどのような考えで業務

にあたったかを示す資料も残っていない.

しかし,最近になって盛岡地方気象台に宮古測

候所の津波予報関係の資料の一部が保管されてお

り,内容を見る機会があった

資料のタイトルは津波警報取扱便覧となってお

図 2 昭和16年の宮古測候所の地震津波判定図,裏に
宮古浪1候所ノ地盤ヲ考慮二入レ福田技師作製セ

ルモノとの記入有り 盛岡地方気象台保管

り, 日付は昭和 16年 10月 となっている。中味は

文献 4)に 紹介されているものとほぼ同じで,地

震津波判定図,津波警報の種類と伝達先を定めた

資料,宮古からの津波の逆伝搬図が含まれてい

る.地震津波判定図を見ると,浪1候所一点の地震

観測だけで津波予報作業が行えるようになってい

ることが分かる.地震津波判定図は,仙台の図よ

りは範囲が狭く,管区,浪1候所の守備範囲の違い

を反映 したものであろう。次に津波警報文など

も,文献 4)と 同じであるが,

(1)只今の地震は軽微な津波があるかもしれま

せんから注意を要 します .

(2)只今の地震は津波を伴う見込みですから警

戒を要します.

(3)只今の地震は大津波を伴う見込みですから

山の手に避難を要します .

の 3種類があり,解除については

最早津波の心配はありません

(以上原文はひらかなの代わりにカタカナ)

となっている 大津波では,具体的に「山の手に

津波予報の半世紀 (1)わが国の津波予報業務-3
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図 3 1978年頃の地震予報図 文献 3)に よる

避難を要 しますJと 明記 してあるのが興味深い

このように,津波警報は有感地震が発生した場合

を前提としていた

次に関係官署へ通報の項目があり,「先ず宮古

警察署に電話で通報Jと書き込みがあり,電文と

して「ツナミケイーJミ ヤコ,宛先官署として,

青森,八戸,盛岡,仙台,石巻,福島,小名浜の

大平洋岸の 4県の漫1候所の名前が並んでいる.

その他に津波警報関係の資料 として,昭和 19

年 3月 3日 に初めて実施 した津浪警報退避訓練の

報告 (沿岸の警察・派出所等からの報告書など)

/s‐ どが残されている.昭和 19年 といえば,津波警

報取扱便覧が定められて 3年経過 しており, どの

ような理由で訓練まで時間がかかったのか分から

ないが,実効ある体制をとるにはそれだけ時間が

かかったのであろう 戦争の影響で気象業務自体
の継続が困難な時期にさしかかっていたことが影

響していると考えられる しかし訓練が行われる
ようになって以降は,三陸地方に限っては,大き

な地震がもし発生すれば,沿岸の各浪1候所が独自

に警報を出す津波予報体制が機能 したであろうこ

とが分かる.

4-一地震ジャーナル 47号 (2009年 6月 )

5.チ リ津波のこと

1960年 5月 24日 日本列島全域に押 し寄せたチ

リ地震津波は,過去半世紀,1952年 の津波予報体

制発足後では,死者 142名 という我が国では 1993

年北海道南西沖地震に次ぐ津波被害をもたらし,

遠地地震で予想もしなかった津波が来襲し,社会

に大きな影響を与えたという点で,津波予報の歴

史の中でも特に重要な出来事である 筆者はまだ

中学生であったが,朝 日新聞の夕刊の一面に大見

出しのタイトルと写真が掲載されていたことを今

でも記憶している この地震に対する気象庁の対
応は,津波の来襲後で完全に後手にまわったとい

うことで,各方面から多大の批判を浴びた.和達

清夫気象庁長官も国会で気象庁の責任を追及され

た これに対し気象庁の説明は,
「太平洋のかなたの中米,南米には相当地震が

ございますが,そ れらの地震によって日本が被害

を受けるような津波を受けたことは,今までには

ございませんでした。ただしその方面に大地震が

ありますれば,弱い津波はしばしば観測いたして

おりまして,そ の津波の性質,到達時間その他は,

われわれよく存じておりました。今回警報が適切

に出せなかった理由の第一番は,私どもの勉強の

不足と知識の不十分からでございまして,過去に

経験がございませんのと, こういうような遠いと

ころの一万七千キロのかなたの大地震が, これほ

どの津波を出すということを前もってよく勉強し

ておかなかったことについては,申 しわけないと

存じております.」 というものである.

この説明は,色々な資料を見ながら考えてみた

が,役人の説明として,や はり正確で的確と言わ

ざるを得ないというのが,筆者の現在の判断であ

る。

まず,地震の規模について当時はモーメントマ

グニチュードという概念はない。広帯域地震計も

存在せず,気象庁の保有 していた長周期地震計

は,本庁と福岡にあった,マ インカというフラン

ス製の 1ト ンの重さの振り子をもった地震計と松

代にあった光学式のガリチン地震計と気象測器製



作所で設計制作された 1ト ン地震計だけであった

松代の観測により,マ グニチュー ドが 8と 3/4

(875)と 推定されているが,当時の観測体制で,

よくこのような数字が出てきたものだと感心す

る ちなみに 2004年 12月 のインド洋の津波地震
についても,松代の第一報の Mは 88で あった

しかし当時の知識ではマグニチュード8ク ラスの

地震の中でも最大級程度の認識 しか持ち得なかっ

たはずである 地震が海溝からのプレートのもぐ
り込みによって発生するという認識も勿論ない.

そもそも地震が断層運動によって起きることに対

し,熱心に反対を唱える研究者もまだいた時代で

ある.チ リ地震が,モ ーメントマグニチュード9

クラスの特別な地震であるという認識がない状況

では, この地震に対し特別な注意を払えというの

は無理ではなかろうか

もう一つの批判は,大きな遠地地震で津波が日

本に襲来することは事前に十分予想できたはずだ

というものである。.南米で発生した津波は, ハ

ワイ付近の海底地形の効果で, フォーカスされ日

本に大きな振幅となって伝わると言われれば確か

にそうであるが,チ リ地震の津波伝搬図は地震

後,初めて地図とコンパスを用いた手作業で制作

されている。もし事前に伝搬図が作られたとして

も,その精度についての評価は難 しかったと思わ

れる 一部の研究者の知識に,特別な関心と理解
を持った職員が,たまたま当事者としていたら結

果は違ったかもしれないが,一般的に期待できる

ことではない。今となってはどこに書かれていた

のか思い出せないが,津波研究の長老であった故

山口生知地震学会名誉会員が,「気象庁だけの責

任ではない,遠地地震で被害をもたらす津波があ

るということを,一般に,周知する努力を怠った

のは,研究者の倶1に も責任がある.Jと いう趣旨の

ことを言われたのを読んだ記憶がある.知識,情

報はある程度一般的にならない限り,役所の業務

には取り入れられないものであるし, この点に関

する批判も結果論ではないかと思う。

最後にハワイからせっかく津波の危険性を知ら

されたにもかかわらず,気象庁はそれを生かすこ

とが出来なかったというllヒ半1がある。これについ

て は, 気象庁技術報告ωにハ ワイか ら気象庁 に送

られた電報 の内容が記載 されている.以下 は津波

の前,最後 に送 られ た電報 の原文 その ものであ

る.

This is a sea Ⅵ″ave warning A severe earth‐

quakein Chile has generated a sea wave which

is spreading out over the Pacinc Ocean The

estilllated tilne of arrival of the nrst wave is 12

1nidnight HST for lsland of Hawaii about 30

1ninutes later for the lsland of Oahu The dan―

ger lnay last for several hours.

The intensity of the v/ave cannot be pre―

dicted  The southern part of Hawaii will be

affected nrst and lnay be the nrst indication of

the damage M/hich can be expected else where

in the Hawaiian lslands The following wave

ETAS are furnished for other Pacinc lslands

these tilllle are not exact but are based on the

best information available:

Tahiti 0630Z Christlllas 0800Z Samoa 0900Z

Fiji and Canton 1000Z Johnston l100Z NIidway

1230Z

この電報は,津波が日本に来襲する前日の 1960

年 5月 23日 の日本時間 13時 47分 に発信され,

米軍横田基地経由で 18時 57分以降に気象庁に配

信されている.こ の後ハワイでは予想外の大きさ

の津波が来襲し, ホノルル地磁気観漫1所は海岸に

隣接 した低地にあったため,職員は業務を中断し

家族とともに観測所から一時的に避難 している.

混乱 して外国に向けて津波の情報を発信できるよ

うな状況ではなくなったようである.

技術報告の行間を読み,気になったのは,「次い

で次の情報が入電した Jと いう記述である 気象
庁にいつ到着したか明示されていない。当時の職

員から話しを聞くにつれ輪郭が分かってきたので

あるが, この電報は,津波の可育旨性について検討

していた地震課の幹部職員が帰宅 した 23日 の 20

時以降の夜間に入電し,翌朝まで国際通信課に保

管されており,地震課の職員が見たのは翌朝,津

波の来襲後になってからであったらしい。つま

り, この最後の電報は, 日本に津波が来襲する可
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育旨庄を検討するための判断材料には使われなかっ

たことになる それにしても,横田基地の米軍電

報局に 16時 45分 に着信 した電報が,な ぜ 20時

過ぎまで気象庁に渡らなかったのかは,疑間が残

るところではある.昼間は比較的短時間に気象庁

に中継された電報が,夜間になって急に遅くなっ

たのは,多分に推測であるが交代制勤務の中での

事情が絡んでいたのであろう.少なくとも米軍の

通信の関係者には上記の電報の内容の重要さにつ

いての認識はなかったに違いない。また気象庁で

も当時は勤務時間外の夜間に到着 した電報は,翌

朝担当課に配 られる慣例になっていたようであ

り,運良く内容に関心を持つ通信当番が居れば,

地震の当番に通知することもあり得たと思われる

が,通常期待できることではない。当時の関係者

と話すと,あ の電報がもっと早 く到着 していれ

ば, もう少し何とかできたのではという思いを強

く感じる.

以上の状況から考えると,津波の前日に地震課

の職員が検討 し得た判断材料は, 18時 57分にハ

ヮイから到着した電報 しかなかったということに

なる 津波警報を出すかどうか分からないハヮイ
の対応が定まらないこの段階では,気象庁として

何か手を打てたとは思えない。

次にハワイが 13時 47分 に打った電報が 23日

中に,帰宅前の地震課の職員に届いていたとすれ

ば, どのようなことが考えられるであろうか。

当時のホノルル地磁気観測所の通信は,全面的

に米軍の通信回線に依存しており,気象庁に入電

した電報のいずれも,太平洋各地の複数の宛先に

同時に送られた電報であり,特に日本に宛てた電

文ではない。津波の到達予想時刻もミッドウェー

以南の観浪1点ばかりであり,宛先は南太平洋を念

頭に置いていたことが伺われる M8ク ラスの地

震が太平洋のどこかで起これば,似たような内容

の電文になると思われる.気象庁地震課で最後ま

で残っていた幹部職員がこれを読んでも,津波に

関する注意報や情報を発表する決断が出来たかど

うかは疑間である 結局ハワイに実際にどのくら
いの津波が来るか情報を待とうとなったのではな

いかと思われる。その場合でも各管区に状況を知
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らせるなどの措置はとられたであろうし,通常の

宿直に加え夜間に職員を残す特別な体制をとるこ

とは十分あり得たと思われる。その場合には,翌

朝押し寄せた津波に対する対応は,津波の到着後

であったとしても, もっと迅速にとれた可能性は

ある.

一般論ではあるが,役所の仕事に規定外,例外

はない,想定外の現象が起きたとき,お芝居のア

ドリブのようにウル トラCの ような対応をやれ

というのは,で きれば幸運,所詮無理というもの

である.30年以上気象庁に勤務 した中で,こ れは

規定外, アドリブだと思った出来事は,1989年 7

月の伊東沖の海底噴火の時の対応だけである。当

時の津村建四朗地震火山業務課長は,群発地震が

ほぼ終息 した段階で関東,中部地方から近畿地方

に広範囲に微動が観測されたあと,下鶴大輔噴火

予知連会長と緊急の記者会見を行った.誰も明確

には言わなかったが,当然噴火の危険を念頭にお

いてのことであったが,気象業務法やその他の業

務規定のどこを探してもそのような場合にどう対

応せよとは書かれていない 当時の関係者の見解
は分かれていたし,何が最善の対応であったか

は,今でも分からない.も し大きな災害が発生 し

たならば,結果論も含めて色々な批判が集中した

であろう

チリ地震津波については,当時の気象庁に対す

る批判だけでなく,最近書かれた物やインター

ネットのホームページなどにも,結果論や間違っ

た事実関係を基にした記事が見受けられる.事実

関係をはっきりさせ,後世に正確な情報を残すこ

とが重要と考え記す次第である.

6.検潮データの国際交換

1989年 の旧ソ連のノボシビルスクで開催され

た,ICG/1TSU(太 平洋津波警報組織国際調整グ

ループ,現在はICG/PTWSと改称)の定期会合
に初めて参加した時のことである.会合に先だっ

て津波のワークショップも開催され, 日本からの

研究者の参加も多くワークショップの後,上記会

合にオブザーバーとして参加 した研究者も居た。



その中で,参加したある研究者が「率直に言うと,

この会合はあまり中味がない」という感想をもら

した.会合の実態としてこの研究者の指摘はもっ

ともに思えた。1960年 のチリ津波を契機として

UNESCO傘下の政府間海洋学委員会 (IOC)の下

部組織として設けられた ICG/1TSUで あったが,

実質的な運営は,ア メリカの気象局 (NWS)の太

平洋津波警報センター (PTWC)と ,NWSの 職
員が運営に当たっていた国際津波情報センター

(ITIC)に ほとんどの活動を依存していた.2年に

一度の定期会合に代表を派遣するのは,先進国が

中心で,イ ンドネシアなどの発展途上国は, ほと

んど出席はなかった IOCの津波の担当者も組織

内で,毎年の活動費,定期会合のための予算確保

に苦労 していたのが実態であった.気象庁はほぼ

毎国会合に参加していたが,旅費の確保ができず

欠席したこともあった.ITSUに は,PTWCか ら
の津波警報伝達を定めた通信プランという資料が

ある。当時のプランを見ると発展途上国の中には

国内通信網が確立されていないため,PTWCか
らの津波警報は,ア メリカ大使館にまず伝達さ

れ,大使館から使走便 (courier)に よって加盟国

政府に伝えられるというルートが定められている

国も少なくなかった。これでは組織はあるもの

CO・N

30'N

O・

30・3

60・S

の,機能させることは困難である。

定期会合には,色々な議題が提出されたが,決

議を積み上げてもそれを実施する展望がなけれ

ば,単なる絵に描いた餅に終わってしまう。議題

の候補の一つに,イ ンド洋, カリブ海などにも津

波警報組織をという話題があった。関係者の間に

は他の地域についての津波の危険性についても,

当然ある程度の共通認識はあった。 しか しなが

ら,限 られた人的財政的資源を考えると,手を広

げれば現在かろうじて機能している警報システム

すら潰れかねないというのが,当時の率直な印象

であった。この問題が議題として持ち出されれば

時期早尚ということで反対するつもりであった

が,そ うするまでもなく,会議の議長,幹事役の

間の根回 しの段階で議題からはずされてしまっ

た。2004年 のインド洋大津波の後,1960年のチリ

津波の時とまったく同じような言い訳,弁明があ

ちらこちらで繰り返された.し かし大きな被害を

出した国のうち, スリランカはともかく,イ ンド

ネシア, タイは太平洋津波警報組織に早くから参

加 していた国である 当事者の間の認識が深まら
ない限り, どんな体制を作ってもいざという時に

役には立たない 例えインド洋に警報体制が仮に
作られたとしても,情報の伝達体制が整備されな

60・W1憲ア菫   150'E 100°   153・W 量20°W

図 4 静止気象衛星,国際気象通信回線 (GTS)に よリテレメータされている潮位観沢1点
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いままでは,結果はあまり変わらなかったのでは

なかろうか.

この会合の様子を見て,組織の活動を盛り上げ

何か国際協力の実をあげる方策はないかと考えた

時に思い当たったのが,検潮データのことであっ

た.1980年代初めには,米国は津波の監視という

ばかりではなく,GLOSS(全球潮位観測計画)を

推進するために検潮データのテレメータを進めて

いた.太平洋の多くの観潰1点に衛星テレメータ用
の DCP(Data Collection Platform)を 設置し,

米国の静止気象衛星 (GOES)を用いてデータは

集信されていたが,西太平洋の観潰1点について

は,GOESに は電波が届きにくいため, 日本の静
止気象衛星ひまわり (GMS現在はMTSAT)の

利用を希望 し,国際会議のたびに働きかけがあっ

た。これについては前例もないこともあり,気象

庁では誰も関心を示さなかった しかし考えて見
ると,遠地津波については, どのように地震が津

波を起こすかということを把握するよりも,実際
にどのような津波が発生 したかを把握する方が容

易であり,対応も現実的である 太平洋中の潮位
を監視 し津波が伝わってくる様子が分かれば,的

確な対応が可能である.せ っかくの申し入れがあ

る以上検討 しない手はないと思い,米国側と調整

を始めた

実現のための大きな問題点は 2つ あった。一つ

は,国際協力は互恵が原則であり,一方的に相手

国に施設を利用させるだけでは内部の関係者の理

解を得ることは困難であり,ひまわりの利用を認

める場合,何 らかの見返りが必要となる。もう一

点は外国の機関の設置する機器からの電波を直接

ひまわりで受信することについての,気象衛星運

用関係者の了解を得ることであった。初めの問題

点については,米国側から見返りにPTWCに テ
レメータされている観漫1点のデータの幾つかを,

国際気象通信回線 (GTS)経由で提供 してもよい

という意向が示された.こ れについては, 日本か

ら太平洋を眺めた場合,南米からの津波は,現在
の通信事情から考えるとハワイからの情報が十分

期待できる 南西太平洋については,米国側がひ
まわり経由の検潮データの収集を提案しているカ
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ロリン群島やフィリピンのデータが入るようにな

れば,有効に活用できる.残るのはカムチャッカ,

アリューシャン, アラスカの北東大平洋であり,

この方面のデータが入るようになれば,遠地津波

は, 3方向どこからでも早く状況を把握できるよ

うになる という訳でアラスカの観測点を GTS

経由で提供して貰うことにした.

次の気象庁の気象衛星運用部門の了解を得るこ

とは難航した.前例がないこと,外国の利用につ

いては潜在的な需要要求があり,い ったん利用を

認めると,そ の他についてもたとえ不適当なもの

であっても断ることが困難になる恐れがあるこ

と,外国製の衛星送信装置 (DCP)の技術的な信

頼性についての不信感などの理由からである こ
れらについては, ともかく前例とはせず実験的な

ものとして実施すること,DCPの メーカーから

詳細な資料,回路図などを提出して貰い関係者に

説明し,何とか内部の了解を取り付けた.1990年

に入ってカロリン群島のマラカル (パ ラオ島)に

最初の DCPが設置され,ひ まわり経由で気象衛

星センター (清瀬)で中継,GTS回線経由で米国
への検潮データの送信が始まった。偶然ではある

が,パ ラオ島は第 2次世界大戦までは, 日本の信

託統治が行われ, この方面では唯一地震観浜」が行

われていた場所である

設置後フィリピンやパプア方面の地震による津

波監視にデータは有効活用され,実績をもとに正

式運用が認められた.図 4は現在の検潮データの

テレメータの状況を示す.結局ひまわりによるテ

レメータは 7点にとどまっているが, これは,ひ

まわりの回線が震度の通報のバックアップに使わ

れるようになり,使えるチャンネルがあ、さがって

しまったことなどの事'情による。インド洋では,

2004年のインド洋大津波のあと,ヨ ーロッパの気

象衛星 (METEOSAT)を 使って検潮データのテ
レメータが実施されるようになった このよう
に,ひまわりを利用した外国の検潮データの交換

は,現在では全体から見ればささやかなものに過

ぎないが,実質的な国際共同で津波の監視を行う

という体制を進めた点に意義がある.ICG/1TSU

の活動 も 1990年以降は,イ ンターネットなど通



信技術の進展により,通信コストの低下により地

震波形についても国際的なデータの交換が行われ

るようになり,北西太平洋の津波警報センターの

設立など活動が上向いていった。

7 量的津波予報

気象庁に勤務 している間に,津波予報に直接関

与し責任ある立場に居た期間は,延べにしてもた

かだか数年に過ぎない。しかし地震火山関係の業

務に従事 している以上,関わりはずっと続いた.

その中で,強 く感じた問題点は 2つ あった。

一つは予報区の広さの問題である 1952年 に全

国的な津波予報業務が開始されて以来,津波予報

の対象とした予報区分は,当初は 15地域,そ の後

の一部の予報区の手直し,沖縄の返還などで 18

区体制となったが,実質的な変化は半世紀の間ほ

とんどなかった 夕1えば東北地方を例にとると,
大平洋岸が予報区の第 4区, 日本海側が第 5区 と

なっていた これでは,青森県沖で津波警報の基

準をやっと満たすような地震が発生し津波警報を

発表しても,福島県の沿岸では津波の痕跡すら観

潰1さ れるかどうか分からない。また津軽海峡を挟

んだ日本海側には, 1段階下げた津波注意報を発

図 5 1999年 まで用いられた 18津波予報区

表することが予め定められており,一連託生で,

絶対津波が来るはずもない地域に警報や,注意報

を出さざるを得ないという矛盾を抱えていた。

もう一つの問題は, どんな小さな津波が観測さ

れても,津波注意報を出す仕組みになっていたこ

とである (初期にはッナミオソレの津波警報).遠

地津波などで小規模な津波が観測された場合,後

追いで津波注意報を出し, まったく被害がないに

もかかわらず,そ のプロセスがしばしばマスコミ

の批判の対象となった。例え 10cmの津波であっ

ても注意報を出さなければマスコミにたたかれる

というのは,担当者にとってはトラウマになる。

津波予報発足当時の「ヨフイツナミ」の予報の解

説には,「被害の恐れはないが,場所によっては津

波の高さは,2,3mに 達するので一応注意 してく

ださい」とあり,当初は大ざっぱであったのが ,

時代がたつにつれ,そ れでは済まなくなってきた

ことを示している。

大勢の人々を巻き込んで無駄な騒動を繰り返す

ということのばからしさ,経済的な損失, さらに

大部分の地域について意味のない警報,予報を繰

り返していれば,誰も気象庁の情報を信用しなく

なるという問題はもっと深刻である.「気象庁が

津波警報を出すとみんな本当かな ?と海岸に様子

を見に行くJと いう冗談もある。しかしながら,半

世紀近く続いた仕組みは簡単には変えられない.

予報区一つとっても変えようとすれば,NHK,都
道府県,警察,電話局などの法定伝達機関に限ら

ない多くの伝達先, 自治体の防災計画など,影響

が及ぶ範囲は多く,い っせいに切り替えるのは生

やさしい作業ではない.予報区を細分化するだけ

でも的中率は上がるので状況は劇的に改善される

し,技術的に十分可能と思われたが,そ れなりの

大義名分が必要であり,膨大な事務量 も発生す

る.津波予報に直接関与するポス トに居た間に

は,改善の機会はなく課題は後の世代の職員に先

送りされた.

量的津波予報は,計算機の性能の向上などの技

術的な発展の上に成り立っているが,上記のよう

な問題の解決策として登場した背景があり,1990

年代の初めから準備作業が始まった.日本列島周

津波予報の半世紀 (1)わが国の津波予報業務―-9
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彗

摯

辺を細かくメッシュに区切りそれぞれの地点に断

層を置き,最も効率よく津波を励起する場合を仮

定し,数値シミュレーションにより沿岸近くまで

の津波の高さを求め, グリーンの法則を適用して

沿岸での津波の高さを推浸1し ,データベースに組
み込んでいく.実際にやってみると, ソフトの不

具合だけでなく色々な原因で不都合が見つかる.

例えばある予報区の津波の高さが両側の予報区よ

り小さいなどという不合理なことも出てきたりす

る。このような不具合を修正しながら,学識経験

者からなる委員会を設けて意見を調整しながら,

10-地震ジャーナル 47号 (2009年 6月 )

1999年 4月 から量的津波予報の正式運用が開始

された。これにより予報区は 3倍以上のほぼ都道

府県単位の 66区域に細分化され,ま た 20 cm以

下の津波については,注意報扱いを止め情報で扱

うことにしたため,長年の懸案であった 2つ の問

題は解決に向けて大きく前進した.

量的津波予報は運用を開始 して 10年近 くが経

過したが,そ の後も改良が進められ,浅海部での

海底の摩擦を考慮 したシミュレーション,津波の

高さ予潰1に用いる格子の間隔の細分化や水深の浅

い方への拡張,横ずれ断層など津波の励起が小さ
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図 7 2003年十勝沖地震による釧路から根室にかけての観浪1と ,各断層モデルによる津波シミ
レーション 末広地区で観測された高い津波がいずれのモデルでも再現できていないつ

い場合のデータベースヘの取り込みなどが行われ

ている。データベースには 10万通り近い波源に

対するシミュレーションが含まれているが, テク

トニクスを考慮すれば,思い切って波源のモデル

や数も絞り込むことも可能と思われる しかし津

波地震など,津波の波源に関する知見がまだ十分

とは言い切れない以上,慎重にならざるを得な

い。南米など津波発生から日本までの伝達時間に

余裕がある場合には,データベースによらず,実

時間で津波のシミュレーションを行うことも出来

るようになってきた.途中の検潮観浪1点のデータ

と比較することにより,正確な津波の高さの評価

が可能になりつつある 近地津波についても海底

津波計や GPS波浪計の記録とシミュレーション

を突き合わせ,津波予報のグレードを修正するこ

とが今後の課題になるが,記録の分解能の限界も

あり観測される頻度が少ないことから,現実に津

波予報に反映するにはまだまだ時間がかかりそう

である.

今後の課題として,現在 20cmと している津波

注意の下限の検討がある.現在のシミュレーショ

ン技術は,図 7の 2003年 の十勝沖地震の事例が

示すように,多少メッシュを細かくしても,局地

的な津波の高さの変化を説明できるまでには達し

ていない.岬や島など条件によっては,シ ミュ

レーションで予没1さ れる平均的な津波の高さの 2

倍, 3倍 ということがあるとすれば,例え平均で

20 cmと 予想 しても実際にはその 2,3倍 の高さ

の津波が来ることになり,それでも安全かと問わ

れると苦しヽヽ. イ国人きつには下限はもっと弓|き _Lげ

るべきと考えるが,実際の運用に取 り入れるの

は,容易ではなさそうである.
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津波予報の半世紀

(2)世界の津波警報体制の現状とその課題

責任機関として指名された.気象庁も素早い対応

策を実施 した。2005年 1月 に神戸で開催された国

連世界防災会議の中で,イ ンド洋の津波警報シス

テムが整備されるまでの間,暫定的な津波情報を

提供することをいち早く表明し,同年 3月 末から
ハワイの大平洋津波警報センター (PTWC)と 連

携を図りつつ情報の提供を開始 している。この提

案のために気象庁が成しうる施策について津波直

後の年末から年始にかけて当時の長坂長官の指揮

の下,検討が行われた。筆者は,そ の後インド洋

周辺国を訪問する機会が多かったが,いずれの国

でもこの情報提供が高く評価されている。

UNESCOは , 2005年 3月 にパ リのユネスコ本

部で第 1回の調整会議を, 4月 にはモーリシャス

で第 2回の調整会議を開催した。日本もこれらの

会議に内閣府,外務省,防災科学技術研究所,気

象庁らが積極的に参加した 合意された基本原則
は,

① 政府間調整会議 (ICG)を 設置する
② 各国は,独自の津波警報システムを整備し,
自国の責任のもと津波警報を発表する

③ インド洋全体の津波警報システムは, これ
ら各国の津波警報システムを組み合わせて

整備する (System Of National systemsを

構築する)

ことであった。

最初に実施された施策は, インド洋周辺各国の

津波警報システムの現状を調査,評価し,各国に

最も効果的な方策を提言することであった 実効
的な津波警報システムは,地震や津波の観測,警

報システムの整備に併せて,警報を迅速に,かつ

確実に避難すべき住民に伝えるシステム (い わゆ

る End to Endシ ステム)を作り上げることにあ

山本雅博

1. は じめ に

2004年 12月 26日 ,イ ンドネシアのスマトラ島

沖に発生した巨大地震は,歴史上初めてのインド

洋全域にわたる巨大津波を引き起こし被害者の総

数は 25万人以上となる未曾有の大惨事となった。

国連の関係機関は,直ちに対策について多方面か

ら検討 し,津波災害を軽減するための早期津波警

報システムを世界の全ての海域を対象に整備する

ことにした.筆者は,2005年 10月 にパ リのユネス

コ本部にある政府間海洋学委員会 (UNESCO・

IOC)に赴任 して以降,世界の数多くの国々を訪

問し,直接或いは間接的にこの整備作業に従事 し

てきている。ここでは, まずインド洋の津波警報

システムの整備の経過並びに現状について述べ

る その後,太平洋, カリブ海,地中海・大西洋
の整備状況について解説することにするととも

に, これまでの経験からいくつかの課題に触れて

みたい

2.イ ンド洋津波警報システム

2004年のインド洋津波で大きな津波災害を蒙っ

たインドネシア, マレーシア, タイ, インドのよ

うな国々には,以前からそれなりの地震観測網が

展開され,運用されていたが, この巨大地震に対

応するためにはあまりにも脆弱で,いずれの国も

津波について何の情報 も提供することが出来な

かった この未曾有の津波災害直後から,ハイレ
ベルの国際会議が, ジャカルタ,神戸,プーケッ

ト等で相次いで開催され,ユ ネスコ政府間海洋学

委員会が,津波警報システム構築に関する国連の

津波予報の半世紀 (2)世界の津波警報体制の現状とその課題-13



る.こ のため調査団は,そ れぞれの国の社会状況

や,既存のインフラについて一体的に調査し,包

括的な提言が行っている 調査団には,ユ ネスコ

が主体となって,津波警報システムの観点から気

象庁 〔筆者〕,PTWC,ITICの 担当官が,ま た,防

災施策の観点から国際防災戦略 (ISDR),国際

赤十字社新赤月社 (IFRC),ア ジア防災センター

(ADRC)や世界気象機関 (WMO)ら の専門家で

構成された。これまでに当該国から要請のあった

17国を対象に調査が行われている。

インド洋で想定される津波の発生地域は大きく

2つ ある。一つは, よく知られているジャワ島南

岸のインドネシアからミャンマーにかけた地域

二つ目は,あ まり知られていないが,パキスタン

からイラン沖のマクランと呼ばれる地域である.

マクラン地域は, アラビアプレートが,ユーラシ

アプレートの下に潜り込んでいる地域で,最近で

は, 1945年 H月 27日 に M:83の地震が発生 し

ている.津波の高さは,所によっては,15mを超

え,津波や地震による犠牲者は,少なくとも4千

人となる大惨事であった。インド洋周辺の各国

は,特にこの 2つ の震源域を対象とした各種の津

波シナリオを想定して対応策を検討している.

以下,各国の津波警報発表のための観潰1,処理

システムの現状について簡単に紹介する.2004年

津波以降,各国の反応や対応は様々である.ほ と

んどの国は,一からのスタートであったが,現在

ではその完成度に差が生じはじめている.

1)イ ンドネシア

インドネシア気象庁 (最近,気候を含めてBMKG

に改称)が津波警報発表の任務を担っている 筆

者は,1997年以降,包括的核実験禁止条約機構

(CTBTO)の 職員としてインドネシア各地のBMKG
の地震観測施設を訪問する機会が多かったが,当

時の観測システムは,ア ナログ方式の前近代的な

ものであった。 しかし,現在は,解決すべき課題

は山積 しているものの約 160箇所の広帯域地震計

と衛星通信による新 リアルタイム地震観測処理シ

ステムに生まれ変わりつつある.観測点の構築に

は,独自の観測点に加え日本の JISNET(15点 ),

ドイツ (21点),中国 (10点)及び CTBTOの 6点

が含まれている.潮位とGPSの観測運営は,地理

調査所 (BakOsurtanal)が担いBMKGに データ
の分岐が進められている。また,津波予報のため

の津波の数値シミュレーションデータベースはバ

ンドンエ科大学 (ITB)と ,ド イツのアルフレッド

ウェーゲナー海洋研究所 (AWI)が分担して作成

贔 翼』|

1923

図 1 インドネシア (ス マトラ島南部からジャワ島西部にかけて)の最近の地震観測点整備の状況と, 日本に
おける1923年関東地震当時の地震観測点の状況,イ ンドネシアは国土が広いだけに,整備されたとはい

えまだまだ観測点の密度は低い

姦wa Bttat dan S機 就ra Selatall
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を行いBMKGの システムに組み込まれることに
なっている.

また, ドイツとの共同作業,及びインドネシア

独自での整備により海底の水圧計や GPSを用い

た 23箇所のブイ方式の津波監視システムの構築

が進められている。BMKG内 に新設されたイン
ドネシア早期津波警報センターには, これらの

データが 24時間体制で常時監視されることにな

る。大統領からの強い指示もあり,最近では,M7
クラスの地震では,地震発生から5分以内に津波

警報が発表されるようになってきた.

全体システムの整備には,多 くの国の協力があ

る。 ドイツはいち早 くインドネシア政府と協力協

定を結び,ポ ツダム地球科学センター (GFZ)が

中心になり,同国の多数の研究機関が協力してイ

ンドネシアの津波警報 システムを築き上げてき

た 緊急の地震波形処理は,GFZが開発 し改良し
た SeisComp3と いうソフトを使用 している。中

国も地震観浪1,地震波形データのリアルタイム処

理に関して積極的な支援を行っている.日本も,

防災科学技術研究所が 13観浜1点, JAMSTECが
2点の観測面の支援に加え,気象庁はGFZの ソ

フト開発に対し,津波予報のより効率的な運用体

制を構築するため,気象庁で運用している処理方

法を具体的かつ詳細に解説するなど技術的支援を

行っている.ま た, 職員の Capacityを向上させ

るための研修を,現地或いは日本で繰り返し実施
している.

しかし,整備作業は突貫工事で行われてきたた

め,安定 した運用と,良質なデータをうるための

最終的な調整作業にはさらに時間がかかるものと

思われる。BMKGが 設置した広帯域地震計の多
くは,既存の観測所の庁舎内に設置され,地盤条

件が悪く, ノイズの大きい観測点が多い.海底水

圧計による津波観測システムは,技術的な課題に

加えて,運用面では海底に設置された機器の定期

的な保守作業に多 くの経費が必要となる.さ ら

に,バ ンダリズムなどによるブイの破損も発生し

ており, どのようにブイを維持,運営するかは多

くの課題を抱えている。一部には,23基の常時運

用の実現については危惧する声がある。この大シ

ステムは,い ろいろなシステムを統合して整備さ

れたもので (別の見方をすれば,寄せ集めたシス

テム)あ る。多くの国民が極めて津波に脆弱な地

域に生活している現状を鑑みると, この大システ

ムの今後とも継続的に安定した運用を実現し,適

時,適切な津波警報を発表することが不可欠であ

る。インドネシア政府にとっても,国を挙げての

一大チャレンジと言える.

2)マ レーシア
マレーシア気象局が,津波予報業務を担ってい

る。現在は, 7点の広帯域地震計と 7点の短周期

地震計からなる 14点 による地震観浪1網を運用 し

ている。このうち 7点の広帯域地震計のデータは

IRISに も提供され,公開されている 米国で開発
された Antelopeに よるリアルタイム地震波形処

理が行われ,周辺国など (CTBTOの 観測点を含

む)の リアルタイムの地震波形を用いて常時監視

が行われている 最近,ア ラスカ津波警報センター

が開発 した Early Birdや GFZの SeisComp3も

併用 し,Mwp(広帯域 P波を用いた Mw)の推定
も出来るようになった

なお,同国では過去の地震記録 (1976年以降)

も全て原記録及びマイクロフィルムが保存されて

いる.(注 :マ レーシアだけでなく,周辺国でもこ

れまで国際地震センター (ISC)に は,限定的な観

測点のデータが送られていたようである。これら

過去データを悉皆的に収集,解析すれば東南アジ

ア地域の詳細なサイスミシィティーが得られるの

ではと期待される.)

3)タ イ
タイでは大津波災害を機に,各種の災害を包括

的に担当する国家災害警報センター (NDWC)が
新たに設立された。このセンターは,関係機関の

協力で運用され,国民に対する警報は,一元的に

ここから発表される.津波警報も,気象庁の情報
を基にして NDWCが 発表する
地震観測の中心的機関は,タ イ気象庁 (TMD)

である。津波災害以降, 4年計画で地震観測網の

大幅な改善が図られ, これまでに 26箇所の広帯

津波予報の半世紀 (2)世界の津波警報体制の現状とその課題-15



域の地震計,25箇所の短周期地震計,61箇所の加

速度計からなるリアルタイム地震観沢1処理システ

ムが整備されている。周辺国を含めた IRISの観

測点のデータも監視業務に活用している.こ の整

備により,従来 20分以上要 していた処理時間が,

510分に短縮されるようになってきている.潮位

の観測は, これまで水路部が 9箇所で実施してき

たが,気象庁は新たに 9箇所を整備 し,併せた 18

箇所の潮位を監視 している.

4)オ ース トラリア
オーストラリアでは, 2008年 10月 に津波警報

センター (」ATWC)が正式に発足 した。このセン

ターは,気象庁 (BOM),地球科学庁 (GSA)及

び危機管理局が共同で運用するものである。キャ

ンベラにある地球科学庁は, リアルタイムの地震

観測を担い,津波発生の可能性がある場合は,直

ちにメルボルンにある気象庁に通知する。気象庁

では, これを基に,必要な地域に津波警報を発表

すると共に,潮位計の監視を行う.危機管理局は,

緊急体制に入ることになる 地球科学庁は,イ ン

ド洋周辺国では,最も確実で信頼性の高い情報を

提供出来る能力を持っている.ただし, このよう

に場所の異なる複数の機関が連携 して津波警報の

ような緊急作業を円滑に,かつ,確実に進めるた

めは,普段から十分な意思疎通を図るとともに,

不浪1の事態が発生 した場合に備えた訓練を実施す

る必要があると考えられる。なお,オ ーストラリ

アは,国内のみならず南西太平洋に地震計や潮位

計の整備を進め,観測網の強化を図っている.

5)イ ンド

従来は, インド気象庁が国内の地震活動の監視

を担ってきていたが,2004年 の津波を機に,津波

警報に関 しては海洋の研究所であるINCOISが

一元的な責任を持つこととなった.新たに 7箇所

の広帯域の地震観測点も加え, マレーシアと同様

に SeisComp3や Early Birdを インス トールす

るとともに, IRISや GFZが運用するGEOFON

に集まる世界中のリアルタイム地震波形データを

利用した全球的な地震活動監視を開始している.
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沿岸潮位計やブイ方式による海底水圧計による津

波の監視 も逐次進められている しかしながら
INCOISは海洋研究所であるため, 地震波形を処

理 した経験のあるスタッフは極めて少ない.そ の

ためか現在でも, システムの自動処理結果を最終

資料として取り扱っているのが気になる.ま た,

国内的な事情により, このような良質なリアルタ

イムの地震や潮位のデータを関係国に提供できな

い状況が続いている。

ドイツの津波に関するプロジェクトは,イ ンド

ネシアの津波早期警報システムの整備だけではな

くインド洋周辺各国の地震観浸1,処理システムの

整備も包括している モルディブでは, 2つ の島
に広帯域の地震計が整備され,マ レの気象台では

VSATに より地震波形をモニターできる.さ ら

に,処理装置には,SeisComp3が インストールさ

れており,独自で周辺各国のリアルタイム地震波

形データに加えてインド洋周辺の地震活動を常時

監視できる その他イエメン及びスリランカでも

同様のシステム整備作業が進められている。さら

にケニア, タンザニア等にも整備される予定であ

る.

その他の国々を概観 してみる ミャンマーは最
近まで日本企業が提供した短周期の地震計と,中

国の提供した地震計でオフラインの地震観測網を

展開 してきたが,現在はさらに観浪1網が強化さ

れ, リアルタイムの監視システムが整備されつつ

ある.バ ングラディシュでは,最近になって 4点

の観測点からなるリアルタイム地震監視システム

が整備された.筆者はCTBTO在任時,地震計を

設置する地点の選定作業のために何回か訪問して

いる。全土はほぼ沖積層に覆われているため,地

震計の設置場所の選定は極めて困難であった.こ

の 4点の地震観漫1網 は当時から計画されていた

が, ようやく実現されたものである パキスタン

では 11箇所の広帯域地震計を軸に,約 50箇所の

短周期地震計と加速度計からなる地震観浪1網を展

開し,処理ソフトとして SeisComp3を インストー

ルして IRIS等の外国の地震波形を利用したリア



ルタイム津波監視システムの運用を既に開始 して

いる.パキスタンの大きな関心は,す ぐ沖合いの

マクラン地域で発生する大津波にある。イラン,

オマーンも同様である。このためリアルタイム地

震波形を相互に交換することが大きな課題となっ

ている。イランでは,大学と国際地震工学及び地

震研究所 (IIEES)が 国内に地震観沢1網を展開し

ているが,津波警報システムの中,ら 的ヽ役割は,国

内に均等で均質な観潰1網 を運用 しているⅡEES

が担っている.オ マーンでは,大学が地震観測網
を展開しているが 24時間監視体制は無い この
ため津波監視業務を担う気象庁が,大学と協力し

てシステム作りに開始している パキスタン, イ
ラン,オ マーンの 3カ 国はデータ交換に基本的に

合意 しており,実施のための調整作業が急がれて

いる。イエメンは,従来から国内の地震観測網を

展開してきたが,今般前述のようにドイツの支援
を受け, リアルタイム処理機能が一段と更新され

る モーリシャスでは, 1点の広帯域地震計の整
備に加え,Early Birdを インストールしたのでリ

アルタイムでインド洋周辺の地震活動を監視する

機能をもっている。南アフリカは,安定的な地震

観測網を運用しているが,津波警報システムの観

点からの整備は進められていない.ア フリカ諸国

は,残念ながら立ち遅れており,今後,重点を置

くことが必要な地域である

3.太平洋の津波警報システム

インド洋津波の後,大平洋の国々或いはそれぞ

れの地域で津波警報体制の見直しが積極的に行わ

れている.例えば,津波が地震発生後 10分以内に

襲うような近地津波に対 しては,PTWCが 発表
する情報では間に合わず,各国が独自に対処すべ

きことが津波警報組織運用の当初からの原則で

あった。その原則が今,改めて再認識され,歴史
の長い太平洋地域においても各国の津波に対する

観測,評価機能の強化,充実が必要とのことが,

共通認識となってきている。

ここでは,大平洋の津波警報システムの経緯や

課題について述べてみたい.

米国は,ハ ワイで 165人の死亡者を出した 1946

年のアリューシャン地震津波を契機に津波警報体

制の整備が進められ,1949年にホノルル郊外のエ

バ ビーチのホノルル地磁気観測所で運用を開始

した さらに 1964年のアラスカ地震を契機に,ア
ラスカ津波警報センター (West Coast/Alaska

Tsunarni VVarning Center)ヽ VC/ATWCが 1967
年に運用を開始 している.現在,WC/ATWCは ,

アラスカ及びカナダを含む米国本土全域に対する

津波情報を, また PTWCは ,ハ ヮイを含む太平
洋全域を対象として津波情報を提供している。ま

た,両センターは相互に障害時に備えたバ ック
アップ体制を確保している

ロシアの津波警報 システムは,1952年のカム

チャツカ地震津波を契機に整備が進められ,1958

年からその運用を開始している ユジノサハリン
スクにある水理気象局 (ハ イドロメット)の津波

警報センターは, ロシア科学アカデミーが実施 し

ている地震観漫1シ ステムとの連携を図りつつ,近

地及び遠地津波の津波警報業務を実施 している

が,近代化が必要な状況にある.
1960年のチリ津波災害を機に,太平洋全域の津

波警報 システムのあり方が初めて検討された.

1965年 4月 には作業部会がホノルルで開催され,

詳細かつ包括的な太平洋津波警報システムの在り

方を提言している.会議には,カ ナダ,チ リ, 日

本,米国,ソ 連等 12カ 国が参加 している.日本代

表団は,広野卓三気象庁地震課長,高橋龍太郎東

京大学地震研究所名誉教授,和達清夫防災セン

ター (現 :防災科学技術研究所)所長で構成され
た この提言は,同年 11月 に開催されたユネスコ
の政府間海洋学委員会 (IOC)総会に報告され,同

総会において「国際調整会議 (ICG)や国際津波情

報センター (ITIC)の 設置も含む太平洋津波警報

システムのあり方Jの決議が採択された。国際調

整会議には,当初カナダ,チ リ, 日本,英国,米

国およびソ連の 6カ 国が参加することとなった.

太平洋津波警報システムの始まりである.

第 1回の ICG(俗称は,ITSU)は 1968年 3月
ハワイのホノルルで開催され, 日本からは気象庁

の末広重二が参加 している.会議では,ITICが米

津波予報の半世紀 (2)世界の津波警報体制の現状とその課題-17



国沿岸測地局 (USCGS)に設置され,そ の任務と

して津波警報の発表に加えて, リアルタイムでの

津波に関する情報の収集,津波の研究の推進,情

報やデータ交換,並びに人的交流の促進について

議論された。また,衛星通信等による潮位データ

の収集,地震データの相互交換の促進等が決議さ

れている。米国では,1971年末から大幅な機構改

革が行われ,USCGSの大部分は米国海洋気象庁
(NOAA)に統合された.ITICの 業務内容にも変

更があり,津波警報発表の現業的業務は,1972年

頃から順次,同 じNOAAの組織である太平洋津
波警報センター (PTWC)に 引き継がれていっ

た.

その後,ICGはほぼ 2年毎に開催されている.

加盟国も当初の 6カ 国から,現在 30カ 国となっ

ている。今年 (2009年)2月 には,南太平洋のサ

モアのアピアで第 23国会議が開催された。この

会議では,南西太平洋の津波警報のあり方が大き

なテーマの一つとなった 同地域は多くの島国か
らなり,相互の情報交換が迅速な津波情報の発表

に繋がることから,作業部会を設置し,具体的な

施策を検討することとなった。現在, フィジー,

トンガでは,」ICAの技術協カプロジェクトにより

地震観浜1網の整備が防災科学技術研究所 (NIED)

の支援を受けて実施されている.こ の新たな観測

網が,南西太平洋の地域津波警報システムの中心

的な核になるものと期待されている.

同様に,南東大平洋地域 (チ リ,ペルー, エク

アドル, コロンビア)の津波警報体制も多くの課

題を抱えている。遠地津波に対する体制は一応作

られているが,肝心の近地津波に対する対応が全

くと言ってよいほとない.唯一あるのは,大きな

地震動を感じたら直ちに避難することだけである.

その後の対応についても具体的な対策がない。チ

リのケースでは,水路海洋局 (SHOA)が津波警

報の責任機関となっている 地震計もSHOAが

位置するバルパライソの郊外に広帯域地震計を設

置し, フランスが現業的に開発 した TREMORS
と呼ぶ 1点の 3成分のデータから震源とマグニ

チュー ドを求める方法で津波警報を発表 してい

る。 しかしこのTREMORSは遠地地震に対 して
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は有効な方法であるが,近地地震に対しては制約

と課題が多い。他の 3カ 国も同様な課題を持って

いる。いずれの国も津波の観測,津波警報の実施

責任機関は水路局 (海軍)が担い,地震の観測は,

大学や国の研究機関が担っている。例えば,2007

年 9月 のペルー沖の地震津波では,各国とも共通

して,地震観漫1,潮位観沢1,津波警報発表の判断

方法,相互の情報交換等の課題が明確となった.

これを契機に,各国とも自国の観測処理システム

改善並びに両機関の連携の強化を図るとともに,

4カ 国が共同して南東大平洋の地域津波警報の地

域システムの整備に着手している.

現在の大平洋津波警報システムの最大の弱点

は,津波の発生やその規模を把握する観測施設

(潮位計,津波計)の密度の低さにある.2007年 4

月 1日 のソロモン地震津波では,現地調査による

と最大 10m近い津波の遡上が報告されている

が,遠 く離れた常設の津波観測計では,30cmの

高さが記録されたにすぎない。また,観浜1さ れた

データも太平洋地域では, 1時間毎にしかデータ

を送って来ない観測点も多い.観測点の充実,伝

送頻度の改善を併せて実施する必要がある.少 し

脱線するが, この地震が発生 した時,筆者はマ

レーシアのホテルにいた PTWCや ITICの所長
も同様である.数少ない情報 しか入ってこない状

況の中で,NHKの 海外放送 TVは積極的に現地
の」ICA職員等に取材し,津波の状況を詳細に放

送 しており,状況を把握するのに大いに役立 っ

た。」ICAや国連関係の職員は多数海外で活躍さ

れており,現地でなくては得られない彼らの貴重

な情報を迅速に交換できる情報共有システムを作

り上げることの重要性を感じた次第である.

インド洋の大津波後,世界中の人達が津波に対

して多大の関心を向けるようになった。それとと

もに地震が発生 していないのにデマの津波情報に

よる避難が起こるなど過剰な反応を示すことも少

なくない。 2006年 5月 にトンガ付近で M:80の

地震が発生し小規模の津波が発生 した 津波警報
の発表は直ちに国際的な報道機関を経由し, イン

ターネットで世界中を飛び交った.ニ ュージーラ

ンドでは,政府の機関ではなく外国報道機関の情



報により,多 くの人達が必要のない避難を行 っ

た。この件は,マ スメディアや一般住民への解説

の必要性や,理解しやす νヽ情報の提供の必要性を

認識させた

4.カ リブ海の津波警報システム

最近 500年間を見ると, カリブ海では約 100回

近くの津波が観漫1さ れており,総計 5千人近くの

犠牲者を出している.4千万人の住民の多くが海
岸沿いに住居を構え, さらに,観光客の数も極め

て多く,津波に対しては脆弱である 2005年 ,津

波及び他の沿岸災害に対処するため「津波及び沿

岸災害警報システム (ICG/CARIBE)」 が設立さ

れた。2006年 には最初の会議がバルバ ドスで開催

された ハリケーン対策を積極的に取り込んだマ
ルチハザードシステムを目指 している.以降,ベ

ネズエラ,パナマと毎年開催され,全体システム

が具体化してきている.

地震観測は各国で積極的に行われている ベネ
ズエラ地震研究所 (FUNⅥ SIS)で は,国内に 38

箇所に広帯域地震計を設置し,VSATに よる地震

波形データ伝送を行い,24時間体制で地震活動の

監視を行っている.ニカラグアの国土開発研究庁

(INETER)は ,国内の 60箇所の地震観浸1点に加

え, メキシヨ,米国南部,プエル トリコ,ベネズ

エラ,エ クア ドルの約 30箇所の観浪1データをイ

ンターネットで収集 している データは,Earth―
wormを用いて 24時間体制で処理,監視されて

いる。その他,東カリブ地域の火山や地震の活動

を監視し適時適切な火山情報を提供することを任

務としている機関として トリニダードトバゴに位

置する西インド諸島大学地震研究センター (SRU)

がある。この地域の 16火山に設置された広帯域

の地震計のデータはリアルタイムで監視されてい

る.

残された課題は, これら既存の地震観測データ

を各国の津波警報センターにどのように効率的に

取りまとめて行くかにある。システムの安全性を

考えたバ ッヽクアップ体制の在り方についても併せ

て検討されている.津波の有無を監視する潮位計

の整備にはまだ時間がかかる状況であるが,米国

は既に 4点に深海津波計 (DART)を 設置,運用

を開始し津波の早期発見に努めている.

5 北東大西洋及び地中海の津波警報
システム (lCG/NEAMTWS)

北東大西洋地域の顕著な地震としては,1755年

11月 1日 にポル トガル沖の大西洋で発生 したリ

スボン地震津波がある 津波による死者 1万人を

含む総計 6万人程の死者を出す大惨事となった。

津波の遡上高は数十メートルに達したところもあ

る。また,津波ははるか西インド諸島にも達して

いる もう一つ津波予報の技術的観点から見て厄

介なものに,海底地すべりによる大規模な津波が

ある。北海やノルウェー海では地質年代にさかの

ばる記録がある 地中海にもたくさんの歴史的津
波が記録されている 紀元 365年には, アレクサ
ンドリアが津波によって壊滅している.イ タリア

周辺では,火山活動による津波も多数発生してい

る.普段静穏な地中海を取り囲む海岸地域の開発

は目覚しいものがあり,一旦小規模な津波が発生

すれば,そ の被害は極めて大きなものとなること

が容易に想像される

ICG/NEAMTWSは ,2005年 6月 の IOC総会
で設立された.第 1回会議がローマで開催された

後,ニース, ボン, リスボン,ア テネと毎年開催

されている.ヨ ーロッパの地震観測機関の間で

は,従来から地震データの相互活用システムは実

施されてきているので,比較的システム整備は容

易なように見える.大きな課題は,地中海南岸の

アフリカJヒ部の国々とのリアルタイム地震データ

交換システムの整備にある。これらアフリカ北部

の国々は,それぞれが近代的な地震観測システム

を既に整備し,運用を開始 している.例えば, リ

ビアも最近 15点の広帯域地震計とVSATに よる

リアルタイム地震観浪1処理システムの整備をした

が,データの共有には至っていない

この地域の中心となる機関は,イ タリアの地

球物理火山研究所 (INGV),英国の地質調査所

(BGS), ドイツの GFZ,フ ランスの国立原子カエ
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ネルギー庁 (CEA/DASE), トルコのボガジッチ

大学の地震研究所 (KOERI)である さらに,ギ
リシャの国立アテネ観測所 (NOA), ポル トガル

の気象庁 (IM)も 中心的な役害Jを果たしている.

これらの機関の多くは既に 24時間,国内の被害

地震の監視体制を整備している.

地震データについては, ドイツの GFZが独自
に開発 した SeisComp3を 各国共通のソフトとし

て提供 しており,各国の地震センターは順次,地

震データの収集及び処理の試験運用を始めてい

る.同時に,地域センターの任務やその選定作業

も進められている。しかし作業が具体化するに連

れ,国策や外交的な課題が前面に出てくる。これ

はこの地域に限ったことではなく各 ICGの 課題

でもある.1個 のメインセンターと一つのバック
アップセンターとなるのか,マ ルチのセンターと

なるのか方向は依然見えない状況である.ま たこ

の会議には行政機関からの参加がほとんど無く,

研究者が主体なので,議論の中心が津波警報シス

テムの整備よりも,研究テーマに集中するのが難

点とも言える。

津波が発生したかどうか,或いは発生した津波
の規模を監視するためには津波計 (潮位計)の リ

アルタイムデータ交換システムの整備が不可欠で

ある。課題は,地震と同様アフリカ北部の観測網
の整備にある.

6 地震の規模の推定について

近地地震の津波予報をいかに迅速に,かつ適切

に出せるかは地震の規模,マ グニチュードの推定

方法にあるといっても過言ではない 日本では中
周期の地震波を利用した気象庁マグニチュードを

まず用い簡便かつ迅速に算出している.しかし,

多くの津波警報センターでは,従来からの短周期

地震計によるローカルマグニチュー ドMLや遠
地地震波を用いるmbを 依然使用 しているとこ

ろも多い。これでは津波を発生するような近地の

大地震のマグニチュー ド評価には使えない.Ms
を使っているところもあるが,近地地震の迅速で

的確なマグニチュードの推定はとても出来ない.
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ところによっては,依然として地震波の振動継続

時間 (FP)を 使っているところもある.こ れは論

外であるが現実でもある。これらの問題に対応す

るため,最近では多くの機関が広帯域の P波を用

いるMwpの 導入を始めている

7.CTBTOデ ータの津波予報のための

活用について

国際的学術的な地震観測網としては,米国の

IRIS, ドイツの GEOFON,フ ランスの Geoscope

等の地震観測網がある.1997年に発足した包括的

核実験禁止条約機構 (CTBTO)は ,こ れらの既存
の観測システムと協力しながら国連機関としては

初めての全球的地震観測網を構築 した.観浜l網

は,常時ウィーンの CTBTOの データセンターに

データを伝送する 50箇所の Primary観測点と,

震源決定精度を向上させるためデータセンターの

コマンドを受けてデータを自動伝送する 120箇所

のAuxiliary観 測点から構成される。日本では,気

象庁の松代の群列地震観沢1シ ステムが Primary

に,上川朝日など気象庁の 5箇所の STS2の観測

点が Auxiliaryに 指定されている.学術的な観潰1

点は,時として諸般の事情 (特に経費)により長期

間の観潰1停止が発生 (強いられる)す ることがま

まある しかし,条約により運用されるCTBTO
の観測点は,高い運用稼働率が要求され,津波業

務にとっては,願ってもない信頼できる地震観測

網であると言える 2004年のスマトラ地震が発生

する半年前にベルリンで日本,ド イツ,CTBTO
が共催 して CTBTOデ ータの多目的利用に関す
るワークショップが開催された。この中で筆者

は, CTBTO地震観測網のデータを津波警報機関

に提供することを提案した。この提案は, ウィー

ンで開催されるCTBTの 次回の技術作業部会で

検討されることとなったが,前途は容易ではな

かった.し かし12月 のインド洋津波は,状況を一

変させた.2005年 2月 にウィーンで開催された技

術作業部会では,気象庁 (筆者)に加え内閣府か

らも津波警報作業におけるCTBTO地震データ
の必要性,重要性を強く訴えた。技術作業部会の



議長のダールマン氏は,筆者が,30数年前にス

ウェーデンの研究所に滞在したときの所長でもあ

り,積極的に我が方の提案をサポートしていただ

いた。技術作業部会での議論では,データの津波

警報機関への提供は,CTBTの 任務の範囲を逸脱

するとの法律的観点からの異論はあったが,最終

的には,ユネスコが認知する津波警報センターに

データを提供することが合意された。このこと

は,かつて CTBTOの観測網を構築する業務に従

事し, さらに現在は各国の津波警報システムの構

築を支援している立場の筆者にとっては望外の喜

びである.す こし脱線するが,CTBTO在任時に,
インドネシアのティモール島で CTBTOの観浪1

点の選定に苦慮したことがあった.現地で色々情

報を収集 していると,現地の人から戦時中に日本

軍により掘削されたトンネルがあることが知らさ

れ山中の現地を訪れた.ノ イズ調査の作業を終え

て トンネルを出ると,見たこともないような満天
の星空であった.60年後にこのトンネルが平和目

的に利用されるとは,当時の誰もが想定しなかっ

たことであろう。インドネシアには防空壕を利用

した地震観測点は他にもある.

8.持続的運用と人材の育成確保

インド洋津波以降,多 くの地震観測システムが

整備されてきており迅速な津波警報発表に大きく

貢献することは間違いない。現在の津波予報の手

法については,技術にも多くの課題,限界がある.

このデータを有効に活用し,津波予報技術の向上

につなげることも重要な一つの課題である.しか

し,最大の課題は, このシステムを如何に継続的

に運用して行くかにある.大津波の頻度は極めて

少ない。関係機関,国民の関心を如何に確保し長

期的に維持,運用して行くことは極めて大きな課

題といえる.イ ンド洋津波の 1年後には,マ スコ

ミ関係者からたくさんの取材を受けた。同じ局の

複数の番組からの問い合わせもあった.し かし,

2年経ち,3年経つと何の記事にもならなくなる.

関係機関や国民の関心も同様なものであろう。現

状は創業の難きに多くの関心が向いているが,観

図 2 インドネシア気象庁の現業室における職員に
対するドイツシステムの研修の様子

測体制は構築するより維持 (守成)する方がよほ

ど難しい。同じような大災害を再び繰り返さない

努力が求められる。

もう一つの課題は, システムを運用する人材の

育成にある.各津波警報センターが何時でも同じ

良質の警報を同じタイミングで出せるようにする

ためには,技量を持ったスタッフの育成以外に無
い.津波警報センターの 24時間運用を実施する

ため,多 くの国では大量の職員を採用している.

インドネシアでは数百人規模での採用となってい

る。これらの新人職員を同じ能力を持ったスタッ

フに育て上げるのは容易でない.日本の気象庁で

は,マニュアルの整備や訓練の実施に加え,セ ン

ターの先輩から学ぶことが新人教育,育成の重要
なポイントになっているが,多 くの国では,先輩
となる人材がいない.津波警報センターに整備さ

れるシステムは,大幅に近代化されている.かつ

てある国では, コンピューターのスクリーンに映

し出された地震波形をハードコピーで印刷 し,物

差しで地震波形を検浪1し てから震源計算 している

ところもあった。しかし,最近の変化は,あ まり

に急激過ぎるのではと心配される.多 くの国の津

波警幸艮センターを訪問した時には,現地スタッフ

の間にシステムの自動処理結果を,過度なまでに

信頼する傾向が強く感じられる.

発展途上国の多くに共通する一つの問題は,科

学技術の分野における,長年の先進国からの援助

を受け続ける間に浸透した,受動的な姿勢,主体
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性の欠如であろう。援助する側は,高度な観測 ,
データ処理システムを供与し,その操作方法は教

えるが, システムの背景にある考え方,思想のよ

うなものの周知理解までは,多 くの場合,手がま

わらないままに終わっている.いわば高級な自動

販売機の操作方法のみが教えられているようなも

のである.援助する側は自動販売機を提供し,操

作方法を教え,援助を受ける側は自動販売機を受

け取り,操作することで出力が得られることで満

足しているという構図である。これでは津波警報

システムを生きたシステムとして運用することは

難しい.UNESCO oIOCで は,こ れまで関係する

色々な機関と協力 して研修を繰 り返 してきてい

る。しかし,実効あるものとするには,更なる工

夫と努力が必要であると感じている.

山本雅博

[やまもと まさひろ]

現職  ユネスコ政府間海洋学委員会
(UNESCO・ IOC)津波ユニットSenior

Advisor

略歴 1969年 3月 気象大学校卒,秋田

地方気象台配属,1971年 4月観測部地震課勤務.以降,

科学技術庁防災科学技術推進室,福岡管区気象台などの

勤務を経て主に地震火山部各課勤務.1997年から5年

間, ウィーンに新設された包括的核実験禁止条約機構

(CTBTO)に派遣,2002年 4月火山課長,地震津波監視

課長をへて,2005年 9月 ,UNESCO・ IOC派遣,現職
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震度で見た地震回数とMで見た地震回数

地震の回数を震度で見る場合とマグニチュー

ド(M)で見る場合とでは,大きな違いがある

図 1は,気象庁の震源カタログおよび震度

データベースに基づいて, 1926年 から2008年

までの 83年間に日本周辺で発生 した M6以上
の地震の積算回数と,最大震度 6以上 (1996年

10月 以降は震度 6弱以上)を記録 した地震の積

算回数とを比較したものである.

M6以 上の地震回数はほぼ一定の割合で増
えていて,大きな地震の発生状況にほとんど変

化は見られないのに対し,最大震度 6以上を記

録 した地震の数は 1995年頃から急激に増大 し

ており,不自然である.

この原因として考えられるのは,阪神・淡路

大震災以降にわが国の震度観潰1体制が大きく変

化したことであろう.

もともと震度は「人体感覚,身の周りの物体
の動き,構造物の揺れおよび被害程度,地変の

程度などから総合的に推定された地震動の強さ

の階級」と定義され,長い間,全国の約 180地

点に配置された気象官署の職員が,言わば主観

的に決めて中央へ報告する体制であった

しかし, このような震度の決め方には,

① 人間の主観が入る
② 震度の決定に時間がかかる
③ 震度報告の地点数が限定される
という問題があった。とくに② については,阪

神・淡路大震災時に震度 7の 発表が 3日 後で

あったことが社会問題にまで発展 した。震度 7

は全壊家屋 30%以上という定義だったため,

被害調査を経ないと認定できなかった事情があ

るにせよ,緊急時の防災対策には間に合わない

と批判されたのである。

また,③ については,基本的に測候所職員の

手によって震度報告がなされていたため,た と

えば東京の隣りは横浜,千葉,網代,熊谷,銚

００

∞

００

∞

００

００

００

∞

∞

M6以上の地震
の積算回数

兵庫県南部地震

|

1926～ 2008年 の 83年間に日本周辺で発生した M6以上の地震と
震度 6以上の地震の積算回数 (気象庁データによる)

図 1

1930    1940    1950    1960    1970    1980    1990    2000

震度で見た地震回数とMで見た地震回数―-23



子,館山といった場所でしか公式な震度は観浸1

されておらず,き わめてまばらな状況であっ

た.震度は地盤による影響が大きく,わずかな

距離を隔てても揺れ方が大きく異なることがあ

る。また, ごく浅い小地震が発生 した場合など

は,そ の直上付近でごく局所的に大きな揺れが

あっても,あ る程度離れた測候所では揺れを感

じず,無感地震とされる場合も多くあった い

ずれにせよ,沢 1候所の分布に頼っている限り,

きめの細かい震度分布を直ちに知ることは不可

能であった

このような問題を解決し,迅速性の確保と観

沢1密度の増大を図るため,気象庁はそれまで人

間が震度を決めていた方式 (体感震度)か ら,

器械が決める方式 (計浪1震度)へ と大転換 し,

1996年 4月 か らは全国の約 300地点に設置 し

た計測震度計による震度観測を開始 した。

その後,消防庁の指導により全国の地方自治

体で震度計の設置が進み,ま た防災科学技術研

究所の強震観浸1網 K―NETの一部も震度速報の

対象に加えられるようになり, 2007年 10月 現

在では,気象庁 619,自治体 2,836,防災科研 781

の合計 4,236地点における震度が気象庁から発

表される体制となっている。

このように,全国の震度観浪1点の数が 200足

らずから数千点へと爆発的に増大 したため,そ

れまで見逃されていた大きな震度が拾われるよ

うになったことが,図 1で震度 6以上の地震数

を急増させた原因である すなわち,1995年以
降の積算回数の方が真実であり,そ れ以前は大

幅な取りこばしがあったものと考えられる.

実
「
1と して,図 2に 2004年新潟県中越地震

における震度分布を示す。この地震では,1995

年兵庫県南部地震以降初めて震度 7が川□町で

記録されたほか,震度 6強が 3地点,F~度 6弱

が 12地点で観測された.た だ,こ れらの震度観

測点はいずれも 1995年以降に新設されたもの

であり, ひと昔前であれば,震度観測は最寄り
の高田と新潟の気象官署でしか行われていな

かった。従って,も し新潟県中越地震が 10年前

に発生 していたら, この地震の公式最大震度は

5ま たは 4に とどまっていたはずである.

この一伊1でわかるとおり,震度で見た地震回

数の急増を見て「最近は地震が多くなった」と

言うことは誤りであり,震度観測体制の急変こ

(岡田義光 )そがその原因である

図 2 2004年新潟県中越地震の震度分布と震度観測点 地名のあるのは気象官署
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大地震に伴う気圧変動

地震は地面や海水を揺すり地震動や津波が発

生する。と同時に,地面や海水に接している大気

も揺らしている.地動や海面変動は地震計や津波

計で計測するが,大気圧は変動するのだろうか

空気の振動は,周波数が可聴帯域であれば通

常のマイクロフォンで記録する.火山噴火時に

は 01 Hzか ら20 Hz程 度の低周波で耳に聞こ

えないが,麓の家屋の窓ガラスが割れるような

数百パスカルもの圧力変動が捕らえられること

がある。さらに低周波の圧力変化の計測には,

微気圧計とよばれる精密な大気圧測定装置が使

われる 大気圧変化は長周期地震計や地殻変動
測器に地盤変動として記録され, また測器に直

接影響をあたえる.そ の影響を検証・補正する

ため広帯域地震計と同じ横穴または近傍の観潰1

点に微気圧計を設置して同時観漫1をおこなって

いる (綿田・功刀 2000,綿 田・大湊 2006).

2003年十勝沖地震 M83発 生直後に日本各
地で大振幅の地動 (地震表面波)が到達すると

同時に,大気圧が 1～ 3パスカル程度振動 しな

がら変動 した (図 1).こ の十勝沖地震時の気圧

変動は周期 15秒で変動量は絶対大気圧の十万

分の 3程度,高度差による気圧増減に換算する

と高度差約 30セ ンチメー トルに相当し,高層
ビルのエレベータ昇降中に耳奥で感じるような

圧力変化を感じることは無い.大気圧変動は地

震波とともにおよそ日本列島を 37km/sで通

過 している この速度は地表大気中の音速より
も 1桁速い。

地震とともに聞こえる地鳴りは,可聴域の地

震波が地表で音波に変換されたもので,我々の

耳で聞こえている。 しばしば地震を感ずる前に

地鳴りが聞こえるのは, 地震の主要動であるS

波の到着前に,観浪1者付近の地表で P波から変

換された音波が耳に届いているためである

2003+勝沖地震の地面の長周期の上下の揺れ

がその直上の大気圧変動となっていることがわ

かっている (綿田 2005,Watada et a1 2006).
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図 1 地震計と微気圧計により計測された 2003+勝
沖地震発生直後に日本列島を通過した地震波

と気圧波 (上)上下動速度記録 (下)50秒の
ハイパスフィルタをかけた微気圧記録 (Watada
et a1 2006よ り引用)

振動する地面がちょうどスピーカーの振動板の

役割を果たし,そ の表面で長周期の音波を生成

されたことに相当 している.

また,2004年スマ トラ巨大地震 M93で は震
源域の地殻上下変動により大規模な津波が発生

し,周辺地域に甚大な被害を及ばした。同 じ地

殻変動により大気側に大気圧力波が発生 し,約

大地震に伴う気圧変動-25



310m/sで伝播 した結果, 周囲の日本を含む太

平洋, インド洋,ア フリカなどで周期約 700秒

の変動量 1～ 12パ スカルの微弱な大気圧変化と

して観浪1さ れた (MikumO et a1 2008).同 様の

大気圧力波は 1964年 アラスカ地震時にも観浸1

されている (Mikumo 1968).こ れら観浪1さ れ

た大気圧力波の主成分は,震源域から大気中を

大気の底の地面に沿ってほば音速で伝播 してき

た境界波の一種であるラム波であり,音波や重

力波の影響は少ない.2003年十勝沖地震では震

源域から大気中を音速で伝播した大気圧波を微

気圧計で明瞭に検出できなかったが (Watada

et a1 2006),震 源域から長周期音波が大気下層

から高層へと伝播 し, 日本全土に設置された

GPS観測網 (GEONET)に より電離層を伝わ
る波として検出された (Heki and Ping 2005).

インドネシアのスマトラ島とジャワ島の間の

スンダ海峡に位置するクラカトア火山が 1883年

に山容を激変させる大噴火を起こした (Sym_

ons 1888).そ の報告によれば,ス マトラ島には

30メ ー トルを越える津波が到達し,イ ンド洋や

太平洋周囲以外にも大西洋に面した南ジョージ

ア島,パナマやイギリスなどの世界各地で津波
が観浜1さ れた 大西洋沿岸での津波到達時刻
は, クラカトア火山から津波がインド洋から喜

望峰を回って大西洋に伝わったとする時亥」より

も 10時間程度明らかに早 く,津波が太平洋か

ら大西洋へと大陸を飛び越えたとされるなど,

長い間謎であった その後研究 (た とえば,Har_

krider and Press 1967)に よると,大気波が陸

地を越えて大平洋から大西洋へ伝播し,海洋の

津波と同じ位相速度をもつ大気波が,大西洋で

新たに津波を引き起こしたと考えられている.

大気と接する海面に津波やうねりなどの海洋

波が存在し,固体地球側に表面波や実体波など

の地震波が存在する。これらの波が大気中の音

波や重力波,境界波 (ラ ム波)と周期と波長が

一致するとき,共鳴現象により大気側の波動エ

ネルギーが海洋波や地震波に,逆に海洋波や地

震波が大気側の波動エネルギーに,効率良く変

換される (Watada 2009).互 いに孤立した枠組

みと考えられてきた地震波や海洋波や大気波動

は,相互にカップルして時には思いもよらぬと

ころで互いに影響を及ばしあっている。大気圧

や地動の精密連続観測はそのような意外な地球

の振る舞いの理解に貢献 している.
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2008年演川地震による被害と復旧のための日中技術協力

濱田政則・呉 旭

1.は じめ に

2008年 5月 12日 午後 2時 28分 (日本時間午後

3時 28分)に 中国内陸部の四川盆地とチベット高

原の境界に位置する龍門山断層帯中央部において

マグニチュード (Ms)80の地震が発生した。中

国地震局によると,震源は四川省波川県映秀鎮付

近 (北緯 31°東経 1034° ),深 さ 14kmに位置して

いる。この波川地震は,龍門山断層帯中央部に属

する 2本の断層が連続的に破壊 したことによって

引き起こされたものであり,破壊 した断層の総延

長は 300 km以 上と推定され,内陸地震としては

世界最大級の地震となった。

2009年 3月 26日現在, 記録された余震の総数

は50,469回 に達 し,そ のうちマグニチュード60

以上の余震が 8回,40以上の余震が 296回発生
している.最大余震は 5月 25日 のマグニチュー

ド64の地震である.これらの余震は, 映秀鎮の

南端から龍門山断層帯に沿って南西から北東にか

けて延長 330 kmの地域に発生 している (図 1参

照).

震源近傍域では,兵庫県南部地震による地震動

を上回る強烈な地震動が発生し,膨大な数の建築

物,土木構造物が被害を受けた。また,急峻な地形

と地表面が風化 した山岳地域であったため,大規

模な斜面崩壊や地すべりが生じ,多 くの堰止め湖

が形成された。中国当局の公式発表によれば,死者

69,227名 , 行方不明者 17,923名 , 負傷者 373,643

名,倒壊家屋 530万棟以上,直接経済損失額は

8,451億人民元 (約 12兆 6,765億円,15円 /元 とし

て)と なっている

筆者らは地震発生後, 日本の 8つ の学協会 (土

木学会, 日本建築学会,地震学会,地盤工学会 ,

日本地震工学会, 日本都市計画学会,地理情報シ

ステム学会,地域安全学会)による四川大地震復

旧技術支援連絡会議のメンバーとして 4度 にわ

たって,被災地の調査と復旧のための技術協力を

行って来た.本文では, この連絡会議が行った現

地調査および中国側より公開された資料をもと

に,波川地震の震源メカニズム,地震動,被害の

概要および 8学協会連絡会議による技術協力につ

いて報告する.

2.地震断層と地震動

(1)震源メカニズムと地質構造

図 1に龍門山断層帯中央部の断層分布および波

川地震の震央と余震分布を示す また,図 2に龍
門山断層帯中央部の構造と地質分布を示す。これ

らより,波川地震の震源メカニズムと震源域の地

質構造に関して以下のことが示される
1)～ 3).

龍門山断層帯中央部は北西から,南東に波川―

茂波断層,ゴリ|1映秀断層,灌県―江油断層の傾斜
NW,走向 SEの 3本の主要な逆断層から構成さ
れている これらの断層は,垂直断面上で瓦状
(イ ンブリケート)を呈 し,NWか らSEへ と推覆し
ながら四川盆地内ヘナッペ状に乗り上げている

断層の傾斜角度は,地表に近いほど大きい 深度
が深まるほど次第に緩やかになり,地下約 20km

の深度で, 3本 の断層が 1本の剪断帯へと収敏 し

ている.

北りll映秀断層は,こ の剪断帯から滑り出し,約

33° の傾斜角度で上向きに破壊が進行 し,75° ～

80°傾斜角度で地表面に到達 している.破壊の途

中で断層の一部分が SE方 向へ進展 し,深 さ 10

km付近で灌県―江油断層に達 して,二つ断層が

同時に破壊することになった

龍門山断層帯付近の地質は長期的な地殻運動に

より複雑な構造を有 しており,古い地質が新しい

2008年波川地震による被害と復旧のための日中技術協カーー27



― 逆断層

警■ 右横ズレ断層

一― 既往断層

0 余震

⑬  既往地震

e 震央
9  2Qkm

図 1 龍門山断層帯中央部の断層と波川地震の震央 。余震分布 (徐 ら"原図に加筆)

龍 F電 山断層帯中央部   りk腱

討価r

ぶ
「
嘔

地質区分

① ジュラ紀と更新紀
② 三畳紀
③ 古生代
④ 前カンブリア紀
⑤ 彰灌岩体

図 2 龍門山断層帯中央部の構造と地質分布 (徐 ら"原図に加筆)
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a) 鈴直方向の変位量
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図 4 虹回深渓溝に出現したJЫ II映秀地表地震
断層 (徐 ら"に よる)

図 5 波川地震の震度分布 (中国地震局より)
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地質の上に被っている逆沖推覆構造が見られる.

図 3に 示すように,震源に近い南西部分 (Aブ
ロック)の地質構造は,震源から離れた北東部分

(Bブロック)と は異なっている.ゴ UII映秀断層

の南西部分では上盤側には彰灌岩体⑤ (原生代の

花商岩と変成岩の複合岩体),下盤側には三畳紀

の地質②が分布している これに対 し,北川―映
秀断層の北東部分では上盤側,下盤側とも古生代
の地質③が分布している.さ らに,北東部分の下

盤側には古生代の地質③ が三畳紀② の上に被っ

ている。このような複雑な地質構造や地質分布

は,斜面崩壊や地すべりの要因の一つとなってい

ると考えることができる。

(2)地表地震断層

図 3に中国地震局が公表した地表地震断層の鉛

直および水平方向の変位量を示す".地表地震断

層は,現時点までに,Jり |1映秀断層に沿って 240

km,灌県―江油断層に沿って 72 kmお よびこの二

つ断層を連結する延長 6km(小魚洞地表地震断

層)で確認されている.

北り|1映秀断層に沿った地表地震断層は,二つ

の部分に分けられる.虹口から清平の間では,右

横ズレを含んだ逆断層変位が卓越しており,延長

は約 105 kmである。北川から南覇の間では,右

横ズレ断層が卓越 し,延長は約 135 kmで ある

このことは,地表地震断層変位の特徴,特に断層

面の傾斜角度からも確認されている 虹口から清
平の間では, 断層面の傾斜角度が約 80° で, 最大

の鉛直変位量は約 62m(平均 3～4m)に達 した.

水平変位量は約 2mで北東に進むほど大きくな

る傾向がある.こ れに対して,北川から南覇の間
では, 断層面の傾斜角度が約 25° と減少し, 最大

の鉛直変位量約 45mで,最大水平変位約 49m
である.

灌県―江油断層に沿って確認された地表地震断

層では逆断層変位が卓越している.漢旺から白鹿

の間では,単純な逆断層タイプの地表地震断層が

確認され,最大の鉛直変位は約 3.5mで ある

走向 NWで の延長約 6kmの 小魚洞地表地震
断層は,北川―映秀断層と灌県―江油断層を連結す

るように出現し,左横ズレによる変位と垂直変位

30-一地震ジャーナル 47号 (2009年 6月 )

の最大値はともに 35mである.

中国地震局は,地表地震断層の調査結果および

観測地震動をもとに,北川―映秀断層の 2つ 独立

した断層破壊 (南西部分では主として逆断層,北

東部分では主として右横ズレ断層)と 灌県―江油

断層の逆断層によって波川地震が引き起こされた

と推定 している.

ゴリ|1映秀断層に沿った 2つ独立な断層破壊は,

余震分布の特徴からも説明されている.図 1に示

すように,南西部分では主に北川―映秀断層の上

盤側に余震が分布 し,そ の範囲が比較的に広いの

に対 し,南覇から青川の間では狭い帯に余震が集

中している。また, この 2つ の領域の間,すなわ

ちゴリ||か ら南覇との間では余震が少ない この余
震分布の特徴も南西部分は主に逆断層,北西部分

は主に右横ズレ断層が卓越 したことと対応 してい

る.

波川地震による地表地震断層の幅は最大で 100

mに達したが, 平均的には 10m～ 30mと報告さ

れている 虹口深渓溝水湾発電所で出現 した北川―

映秀地表地震断層を図 4に示す。これが現時点で

確認された波川地震の地表地震断層による最大鉛

直変位である".

(3)震度と地震動

図 5に 2008年 8月 29日 に中国地震局によって

公表された震度分布を示す.最大震度は中国の震

度階でⅢ (日本気象庁震度階の 7に相当)であり,

中国での観測史上で最大震度となった。震度Ⅵ

(気象庁震度 5)以上の地域は,四川省のみなら

ず,北東に隣接する甘粛省と峡西省まで広がり,

44万 km2も の地域に及んでいる。

震度分布と被害との関連について,以下のこと

があげられる

① 最大震度測は,映秀から南覇の間の地表
地震断層に沿って 2つ領域で観測されて

おり, この中に震央の波川県映秀鎮と北

川県の県庁所在地が含まれている (図 6

参照).こ れら地域では図 7に示すよう

に町全体の壊滅的な被害が発生した

② 震度X(気象庁震度階 6強に相当)の領
域は, 地表地震断層に沿って長さ約 224
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図 6 震源域の震度分布と断層 (李ら5)原図に加筆)

kmの細長い区域に分布しており, 南西

の波川県と北東の青川県にわたってい

る.大規模な斜面崩壊や地すべりおよび

堰止め湖等の土砂災害はこの地域に集中

した。

③ 震度Ⅸ (気象庁震度階 6)の領域は,断層
方向の北東に伸びて甘粛省と峡西省に達

している.震度Xと震度Ⅸの境界は,濯

県―江油断層の影響を受けて綿竹市と什

坊市付近で南東方向にはらみ出してい

る。建築物,土木構造物,斜面崩壊など

被害のほとんどは震度Ⅸ以上の地域に集

中している.

震源地域において,建築物,橋梁などの設計で

はほとんど震度Ⅶに相当する地震外力を想定して

おり,波川地震による地震動が設計地震動を大幅

に上回ったことが被害拡大の原因のひとつと考え

られる.

図 8に震源域の波川県臥龍鎮および什坊市八角

鎮で観測された地震動記録を示す。波川地震に

よって観潰1さ れた地震動加速度の最大値は臥龍で

EW成分の 958 cm/s2で ぁる 臥龍での記録は上

下・水平とも明瞭な 2つ の部分に分かれており,

前述 したように北川―映秀断層が 2つ連続的に破

壊 したことが分かる.八角での地震動記録にはこ

のような明確な波形の分離は見られない.観測点

図 7 壊滅的な被害を受けた映秀鎮の町 (新華社より)

と断層の位置関係により, 2つ の断層破壊による

波動が重なったものと考えられる.

図 9に波川地震 2つ の観測点での東西方向の加

速度応答スペクトルを,1995年兵庫県南部地震に

おける神戸海洋気象台での加速度スペクトルと比

較 して示す.神戸での記録は 06～ 10秒付近に卓
越周期を有しているのに対して,臥龍での記録に

は 02～ 0.5秒付近の振動が卓越 していることが分

かる。

臥龍での地震動は 2つ の主要動部分を有 し,振

幅も大きい.こ のことは,最初の主要動部分で構

造物や斜面の破壊が始まり,次の主要動部分で被

害が拡大した可能性を示唆している このような

地震動に対しては単に弾性応答加速度スペクトル

による設計では不十分で,累積損傷度等を考慮し

た設計法の適用が必要であることを示している。

3.土木構造物,建築構造物,斜面崩壊等の被害

(1)被害の概要

現時点までに公表されている資料と報告によれ

ば,波川地震による建物と土木構造物の被害概要

は表 1の とおりである.震源域 とその近傍の 10

県 (市)(波川,北川,綿竹,什tFD,青川,茂県 ,

安県,都江堰,平武,彰州)に被害が集中した。

以下,建物,土木構造物,斜面崩壊等の代表的事

例について前述の 8学協会連絡会議による調査結

果および中国側からの公表資料
。～つをもとに紹介

2008年波川地震による被害と復旧のための日中技術協カー 31
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Tlmc(s)                                             Time(s)

臥龍鎮 (Wolong)と 八角鎮 (Baiiao)で 観浪1さ れた地震動加速度波形

0 01               01    Pcr Od(s)    1

図 9 加速度応答スペクトルの比較

する。

(a 建物の被害

8学協会による連絡会議のメンバーが, 震源域

とその近傍の都江堰市,綿竹市漢旺の RC建物の

損傷状況について調査 した結果から,建物被害の

主要因として,①柱のせん断破壊,②柱・梁接合

部の破壊,③柱間のレンガ壁の崩壊,④地盤変状

に伴う被害,を挙げている。②③ による建物の破

壊の例を図 10に示す.震源域で崩壊 した建物の

多数がこのような構造を有していた.

32-地震ジャーナル 47号 (2009年 6月 )

(3)道路構造物 (橋梁, トンネルおよび斜面)の

被害

四川省内では,高速道路 7路線,国道 5路線お

よび省道 10路線,総延長 3,391 kmの道路に被害
が発生した.被災を受けた道路のほとんどは,山

岳地域に位置し多くの橋梁,ト ンネルが建設され,

路線に沿って不安定な斜面が多数存在していた.

震源域での強烈な地震動および地表地震断層に

よる地盤変位によって,橋梁, トンネルが甚大な

被害を受け,路線に沿った広い領域で斜面崩壊が

発生 した。特に,建設中であった都波道路 (都江

堰―映秀―波川を結ぶ延長 83km)は橋梁, トンネ
ル,斜面に大きな被害を受けた。映秀～波川区間

では 43橋梁の内 22橋梁で被害が発生し,斜面崩

壊により9,000万 m3も の土砂が道路上に堆積し,

かつ数 mの寸法の巨岩が含まれていたことから,

復旧作業が困難を極めた.ト ンネルの被害とし

て,坑口部での斜面崩壊,覆エコンクリートの天

端での圧縮破壊,側壁部のせん断破壊およびイン

バート隆起破壊が多数報告されている

図 11は廟子坪大橋の落橋の状況を示 している.

この橋梁は後述する紫坪舗ダムのダム湖を横断す

Wo ong(NS,PGA=652 9ga) Ba」iao(NS,PGA=556 7gal)

Wo ong(UD,PCA=948 1gal) PGA=633 1 gal)
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図 10 接合部岐壊による建十」tD j支壊 14■市漠旺|

る橋梁で高さ 103mの高橋駐‖上に架設されてい

た 地震発生時は RCの 単純桁の架設が終了 した
時点で,桁を一体化する L床版が打設されていな
い状況にあった 隣接する橋脚のスバ ンは約 50
mで,地震後の沢1量によればこれが約 70cm拡大
したとのことである.橋 lllに塑性変形が生じたこ

とになるが, この原因については未だ明らかにさ

れていない

図 12は龍渓 トンネルの被害状況を示す 本 ト

表 1 建物と土木構造物の被害概要F

ンネルは映秀の南東より約 36kmに位置する茶
坪山を通る 2車線道路 トンネルである 地質は三
畳紀の須家河石炭層を挟んだ地層でガスを含んだ

強度の低い7PL質地山である 延長 130mの 区間で
覆エコンクリートの崩落が発生 した。 トンネルの

側壁は内空側へ押し出され,天端が圧壊し, イン
バートは隆起 した 地震後の測量によれば, トン
ネル中′亡ヽ線の水平,鉛直方向の変位はそれぞれ
20m,15mで ある.本 トンネルは北川―映秀断層
の下盤に位置しているが,付近で地表地震断層は

確認されていない

141 ダム

四川省内には総数 6,678の ダムがあり,波川地

震により約 3害 1の 1,996の ダムに何らかの被害が

発生 した。貯水容量 1億 m3以上の大型ダムで被

害があったのは 4基とされている。ali壊を含めて

大被害を受けたダムが 69基,崩壊危険性の高い

ものが 310基と報告されている。多数のダムの被

害により500万人以上の人口への水供給に支障が

生 じた。

図 13は紫坪舗ダムの地震後の状況を示 してい

る 紫坪鋪ダムは,都河1堰市麻渓郷の眠江 L流に
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図 11 廟子坪大橋の落橋

図 12 龍渓 トンネルの被害 (左 :坑口底面隆起,右 :覆工せん断破壊)

図 13 紫坪舗ダム (左 :上流側遮水版に亀裂が発生,右 :下流側堤頂フェンスが倒壊)

位置 し,高さ 156m,長 さ 664m,貯 水容量 11億

m3,発電容量 76万 kWを 有する多目的コンク
リートフェーシング・ロックフィルダムである.

34-地震ジャーナル 47号 (2009年 6月 )

2005年から貯水が始まり発電が行われていた.ダ

ムの建設地点は,北川―映秀断層の下盤側と灌県―

江油断層の上盤側の間に位置し,堤軸方向はほぼ



EWで ある。
地震による被害は主に堤体の変形,施エジョイ

ントのズレおよび遮水コンクリート版の亀裂であ

る.堤頂での最大沈下量は 100 cm,最 大水平変位

量 (下流方向)20cm,ダム軸方向の変位 22cmと

報告されている.

(5)斜面崩壊,地すべり

波川地震による斜面崩壊,地すべりなどの土砂

災害は深刻であった。公表資料によると,確認さ

れた土砂災害の箇所は 12,536に のばり,そ のう

ち,崩壊 3,619箇所,地すべり5,899箇所,土石流

1,054箇所となっている.大規模な堰止め (湖堤体

高さが 10m以上,湛水容量が 10万 m3以上,集

水面積が 20 km2以上)は , 四川省内で 34箇所が

確認された.30名以上死者を出した地すべりは

23箇所があり,土砂災害による死者は 2万人に達

し,本地震による死者数の約 30%を 占めている.

図 14は,震央から約 250 km離 れた青り|1県に発

生 した大規模な東河口での地すべりを示す.550

m高 さの山頂部から数百万 m3の石灰岩が一気に

すべり出し,数キロにわたって移動しながら四つ

の村を埋没させた.高速度の土石流は対岸を乗り

越えて二つの堰止め湖を形成 した。

東河口の地すべり地点は,北川―映秀断層の延

長線にあり,確認された地表地震断層に近接して

いる.こ の付近の地質は,古生代の石灰岩が三畳

紀の粘板岩の上に被っている逆沖推覆構造であ

り, このことが大規模な地すべりの要因の一つに

なったと考えられる.

図 14 東河□地すべり (左 :高さ550mの崩壊面,右 :移動土塊による堰き止め)

図 15 白鹿学校の校庭に出現した濯県―江油地表地震断層

2008年波川地震による被害と復旧のための日中技術協カーー35



(0 断層変位による被害

図 15は,彰州市白鹿鎮白鹿学校の校庭を横断

して出現した地表地震断層を示す。逆断層の縦ズ

レ変位は約 2mで, 断層幅は約 13mで ある。上

盤倶1にある 3階校舎は,2001年の耐震設計基準に

より建設されたもので,断層近傍に位置するにも

かかわらず,ほ とんど被害を受けていない。一方 ,

断層の通る箇所に建てられた建物は倒壊した

4.復 旧・復興のための日中技術協力

波川地震発生後,地震災害の軽減に係るわが国
の 8学協会は,四川大地震復旧技術支援連絡会議

を組織して,中国債1関係機関と共同で被害調査に

あたるとともに,被害構造物の診断と復旧および

被災地の復興に関 し,以下のような技術協力を

何つてきている.

(1)復 旧・復興技術ワークショップの開催

被災構造物の復旧および地域の復興に従事して

いる四川省,成都市等の技術者,西南交通大学 ,

四川大学等の研究者を対象として,被災構造物の

診断と復旧技術および地域の復興に関するセ ミ

ナーが, 2回にわたって成都市で開催された (図

16 第 1次 :2008年 5月 28日 ～6月 1日 ,第 2

次 :6月 20日～24日 )。 日本但1か らは,建築物 ,

橋梁,斜面, トンネル,都市計画分野の研究者と

技術者,お よび兵庫県南部地震や 2003年新潟県

中越地震の復旧に当たった専門家が参加した 本
ワークショップでは構造物毎にグループを組織

し,被害実体の把握,被害原因の解明,被災構造

物の診断と復旧方法および地域の復興の方針等に

ついて具体的な意見交換が行われた.

(9 地震学・地震工学に関する特別講座の開催

地震災害の軽減に貢献 し得る人材育成を目的と

して,前述の支援連絡会議は四川省の技術者 。若

手教員 。大学院生を対象に,地震学・地震工学特

別講座を国際協力銀行 (JBIC)の 支援により開催

した (図 17 第 1回 :2008年 9月 ,第 2回 :2008年

10月 ).講座のテーマは,① 断層・地震 。地震動 ,

②建築物の耐震設計と補強,③ 土木構造物の耐

震設計と補強,④ 鉄道構造物の耐震設計と補強,
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図 16 復旧に関する日中技術セミナー

図 17 地震学・地震工学に関する特別講座

⑤道路構造物の耐震設計と補強,⑥ 地盤・斜面

の耐震設計と補強,⑦地震災害軽減のための社会

システム,③ 地震に強いまちづくり,⑨地震災害

軽減のための地理情報の活用,の 9項目である.

この特別講座は今後年 2回定期的に開催する予

定である。また,支援連絡会議が中心となって地

震学・地震工学の講義をインターネットで配信す

る e‐learningの ためのシステム作りを進めてい

る.こ の e learningは 中国のみならず,イ ンドネ

シア,パキスタンなどアジア諸国を対象としてお

り,ア ジア地域における地震災害の軽減に貢献 し

得る人材の育成を目標としている.

(3)地震災害軽減のための共同研究の推進

地震後,四川省政府は成都の西南交通大学に

「耐震工学四川省重点実験室」を開設した 中国西

域山岳地方の地理・地形・地質を考慮した土木・

建築構造物の耐震性向上技術,震災復旧技術を研



究 し,かつ地震工学分野の人材育成と国際交流を

図ることが設立の目的である。日本の学協会によ

る支援連携会議はこの重点実験室の研究活動を継

続的に支援する計画である。当面下記のような課

題で共同研究を行うことを予定している。

・山岳地域における低耐震性建築物の診断・補

強技術

・山岳地域における道路交通施設の機能評価お

よび補強技術

・斜面および地盤災害の抑制技術

・リモートセンシングによる斜面等の観測技術 ,

マッピング技術

5.ま  と め

龍門山断層帯中央部では,波川地震が発生する

以前にはマグニチュード65以上の地震を発生さ

せておらず,静穏期に入ったと考えられていた.

また,複数の地震断層が同時に破壊し,主要動部

分を複数有する特徴のある地震動を発生させた。

さらに山岳地域において大規模な斜面災害を発生

させ,道路構造物などに深刻な被害を与えた。わ
が国においても波川地震の発生から約 lヶ 月後に

岩手 。宮城内陸地震が発生し,斜面崩壊による橋

梁等の被害が発生している.

波川地震は,地震学と地震工学分野に新たな課
題を提起した 波川地震については未だ調査中で
あり, その全容は明らかにされていない。今後日

中の研究者,技術者が協力して調査と分析を進め

る必要がある。

本文を作成するにあたって,貴重な資料を提供
し,議論をしていただいた中国地震局の関係者お
よび地震後の日中間の技術協力に尽力された西南

交通大学等の関係者に謝意を表す
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演川大地震と天然ダム

―唐家山天然ダムの形成と防災対応―

池谷 浩・ 旭・比留間雅紀旦
（

1.は じめ に

2008年 5月 12日 午後 2時 28分 (日 本時間午後

3時 28分),中国四川省アバ・チベット族チャン族

自治州波川県映秀付近を震源とするマグニチュー

ド79の地震が発生 した。この波川大地震は,四

川盆地とチベット高原との境界部に沿って南西か

ら北東方向に走る龍門山断層帯に属する複数の断

層運動によって引き起こされたものである.震源

の深さは14 km,動いた断層の総延長は約 300 km

と推定され,内陸部の直下型地震としては世界最

大級の地震となった。中国地震局が 2009年 2月

16日 に発表 した「2008年度中国被害地震状況」な

どの資料によると, この地震による死者は 69,227

名,行方不明者 17,923名 ,負傷者 373,643名 ,家

屋被害は倒壊家屋 530万棟以上にのばり,地震に

よる直接経済損失額は8,451億人民元 (約 12兆

6,765億円,15円 /元 として)と いう甚大な被害が

生じた。

波川大地震の震源地域は, これまでの地質構造

運動によって形成された脆弱な地質に加え,地形

的には幅約 50 kmの 間に標高が 500mか ら3,500

mへ と急激に変化するなど,急峻な地形となって
いる 山岳地帯では水系が発達 しており,長江
(揚子江)上流の四つの支流 (眠江,7官江,浩江 ,

嘉陵江)が今回の地震断層帯を横断して流下 して

いる

このように波川大地震は,脆弱な地質条件にあ

る山岳地域で発生 した震源の浅い巨大地震であ

り,大規模な斜面崩壊や地すべり,およびそれら

によって形成された天然ダムなど深刻な土砂災害

をもたらしたことに大きな特徴がある これまで
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の報道によると,2008年 6月 末までの時点で確認

された土砂災害の箇所は 12,536に のばり,そのう

ち,崩壊 3,619箇所,地すべり5,899箇所,土石流

1,054箇所となっている.

特に懸念されているのは,天然ダムによる二次

災害の発生である。四川省水利庁の発表による

と,地震による天然ダム (堤体高さが 10m以上 ,

湛水容量が 10万 m3以上,集水面積が 20 km2以

上)は ,6月 15日 時点で四川省内に 34箇所が確

認された (図 1参照).そ の後,新たに 70箇所が

確認され,合計で四川省内に 104箇所の天然ダム

が確認されている.

これらの危険度評価としては,極めて危険 1箇

所,危険度高 6箇所,危険度中程度 25箇所,危険

度低 72箇所となっている.8月 時点の処置状況と

しては,唐家山,肖家杯など 75箇所の危険が解除

され,石板洵,老鷹岩など 18箇所の危険も基本的

に回避されたほか, 3箇所は施工中で, 残りの 8

箇所については対策検討が行われているところで

ある.

本文では形成された 104箇所の天然ダムのう

ち,極めて危険とされ,最も注目の集まった唐家

山の天然ダムを主に,そ の形成と防災対応につい

て述べることとする.

2.唐家山天然ダムの形成と決壊の危険性

21 概説
波川大地震で四川省内に形成された 104箇所の

天然ダムのうち,最大の湛水容量をもち最も危険

度が高いとされたのが唐家山の天然ダムである

(図 2)綿 陽市・北川チャン族自治県の曲山鎮か

ら上流 32km(直線距離)に形成された唐家山の
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図 1 天然ダム分布図 (中国地質調査局 :段躍平博士の資料に断層名等を加筆)

図 2 唐家山天然ダム形成直後の状況 (中国新聞網 HP)
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天然ダムは,浩江支流 7前江を長さ約 800mに わ

たって閉塞した。天然ダム上流域の流域面積は約

3,550 km2で少量の雨でも水位上昇が生ずることに

なる.天然 ダムを形成 した崩壊土砂量は約 2,000

万 m3,堤体の高さは82～ 124mに およんでいる

(図 3参照).

河道閉塞に伴ってできたダム湖の容量は,満水

状態になると約 3億 m3に なると予想されてお

り,2008年 5月 31日 には貯水容量が 1億 m3を

超え,水没 している河川の長さは 23 kmに およん

だ その後も毎日約 500～ 720万 m3の水量が増加
した (中国科学院成都山地災害与環境研究所)と

の報告がなされた。

5月 下旬から, 決壊防止のための対策として排

水路の工事が始まるが,6月 10日 時点でダム湖の

水量は約 2億 5千万 m3(朝 日新聞 6月 11日 付)

になった。排水路が完成してからは排水が実施さ

れたため,6月 10日 の水量が今回の災害時におけ

るダム湖の水量としては最大量となった.

河道を閉塞した土砂は地震による山体崩壊によ

りもたらされたものであるが,その崩壊は地震後
の地形 (砂防学会誌 No_277の 口絵写真)か らみ

ると,明 らかに尾根部の崩壊によるものであり,

地震による応力集中が原因と考えられるものであ

る.

今回の地震で形成された天然ダムの多くが北川―

映秀断層と灌県―江油断層に沿った地域に分布 し

ていて (図 1参照),地質的には古生代シルル系の

地層に多い。とされている.しかし,唐家山の崩
壊地の地質を調べてみると,同 じ古生代ではある

が,よ り古い時代のカンブリア紀の海洋性堆積岩

(『Geological Map of East Asia』 , 地質調査所

2003)と なっている.

2.2 天然ダムの湛水位上昇

唐家山天然ダム上流域の流域面積は 3,550 km2

と広く,日本で言えば吉野川 (流域面積 3,750 km2)

クラスの流域をもつ場所だけに,上流で 2mm
の降雨があるとダム湖の湛水位は lm上昇する

(Record China,2008年 6月 5日 )と 言われてい

る。

そこで,5月 末から最高水位を記録した6月 10日

までの間の水位上昇を調べたのが図4である。天然

ダム地点では河道閉塞により水位が上昇し,上流

域では住家の水没などの被害が発生した (図 5).

唐家山の天然ダムが自然状態のままであれば,

もう何日かはダム湖の水位上昇が続いたと考えら

れるが,中国政府による応急排水路工事ではば標

611日 m     l

崩壊直後の地薫

ll:オく『各弓蝙肖嗜

通ホ路O lllま路
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図 3 天然ダム地点の横断面図
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図 4 唐家山天然ダムの湛水・排水状況の時系列的推移

図 5 唐家山上流の湛水状況 (2008年 5月 30日新京報.写真 :郭威 (新華社))

高 740mの位置に水路底が形成され, 6月 7日午

前 7時頃から越水が始まっている.

地震による崩壊と河道閉塞の開始が 5月 12日

であることから,唐家山の天然ダムの決壊 (人工

的な要素があるが)は,地震発生から29日後に生

じたことになる.

ちなみに我が国の地震災害による天然ダムの決

壊事例としては,善光寺地震 (1847年)や飛越地

震 (1858年)があげられるが,善光寺地震による

岩倉山の天然ダムの決壊は地震発生後 19日 で,

また常願寺川の大鳶崩れによる天然ダムは,地震

発生から14日 後と59日後に決壊 している.

2.3 決壊の危険度と避難

5月 22日 に綿陽市内で四川省の省長を本部長

とする「唐家山天然ダム現地対策本部」が設立さ
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れ,「武装警察水利部隊による排水路工事」と「綿

陽市による避難準備Jを同時に行う対策方針が決

まった.避難計画は,唐家山天然ダムの決壊危険

性として堤体の 1/3決壊,半分決壊および全部決

壊の三つのシナリオを想定して進められた 2,000

万 m3に のばる崩壊土塊で形成された巨大な堤体

は,砂岩や千枚岩などにより構成され,表層の 1/3

は強風化岩であるが下部の 2/3は風化の程度の低

い岩であり,特に高速で移動距離が短いことから

崩壊土塊の構造がしっかり保っており,全壊ある

いは半壊となる可能性がそれほど高 くないと考

え",1/3決壊に応 じた避難地域や保全対象など

を決めることになった.

唐家山天然ダムが決壊する場合,最も深亥」な被

害を受ける地域は綿陽市の浩城区と遊仙区の 2区

である。この地区は,唐家山天然ダムから50～ 60

kmほ ど下流に位置し, 航空や原子力など先端的

な産業が集中している地域である 1/3決壊の場

合では,清城区において決壊後約 6時間で 3mを

超える洪水が発生すると想定された.そ こで,5
月 29日 の正午から31日 の 8時までの 20時間の

間に,軍の誘導で約 21万の住民の避難が実行さ

れた (天然ダムが全壊 した場合の影響人口は綿陽

市での約 113万人を含む 123万人となっている)

避難場所は,事前に 54箇所に指定され (避難距離

<2km),テ ント,飲料水,イ ンスタント食品など

が用意された。また市内には, 1/3決壊の場合の

水没による危険状況が水位のマークで示され,そ

の危険度が住民に周知されている (図 6).

なお,重要保全施設としては,通口水力発電所

(下流 30 km),蘭州一成都―重慶石油パイプライン

(下流 60 km)お よび宝鶏一成都鉄道の浩江大橋

(下流 68km)な どが存在している

3.唐家山天然ダム決壊による下流被害の想定

3.1 概説

唐家山天然ダムの防災対応が中国政府の手に

よって本格的に開始される前に,同 じ天然ダムに

よる二次災害を未然に防止することを調査・研究

している (財 )砂防・地すべり技術センターでは,
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図 6 綿陽市内の予想洪水位表示 (新京報 )

その危険度分析を実施 した

具体的には,二次元の氾濫シミュレーションを

用いて検討を開始 したが,DEMの モデルの精度
が計算 レベルにならず,結果的には,一次元の数

値シミュレーションによる手法をとった.こ の手

法による解析結果は,下流保全対象域での危険状

況を知る一つの目安とするもので,天然ダム決壊

からどの位の時間で危険が生ずるか (避難に活用

するための資料),氾濫水位やその区域はどの位

か等を調べたものである.

3.2 計算に用いた条件と基礎式

数値シミュレーションに用いた条件は以下のよ

うである。

天然ダムの高さ :40m

ダム湖の湛水量 :4,000万 m3

(以上,2008年 5月 18日付新華社通信報道)

河道幅 :100～ 125m

河床勾配 :1/300

(以上,2007年 3月 31日撮影データより

推定)

曲山鎮周辺でのピーク流量 :24,000m3/s

(数値シミュレーションより算出)

数値シミュレーションは図 7に 示したように,唐

家山の崩壊による天然ダム形成地点から北川県曲

山鎮の集落のある場所までの河道延長約 6,200m

の区間で実施 した。そして,集落地点での氾濫の



唐家山の崩壊
天然ダムの高さ40m

'11や

苺i=主

ξ蓋き0●‐

弯;=対 難 11101

谷出.El

需
隼曇薫 北川県曲山鎮

図 7 数値シミュレーション実施範囲

状況を想定したものである なお,曲山鎮の集落
のある土地の地盤高と河床高との高低差は 2007

年 3月 31日 に撮影されたデータから約 15mと

推定している。

また計算に用いた基礎式としては,水の連続式

と水の運動方程式を用いている.

一般に天然ダムが決壊する場合には天然ダムを

構成している土砂を一緒に巻き込んだ流れとなる

ため,土石流又は土砂流の状態で流下する.こ こ

では計算を簡易にするため水のみの計算として実

施したものである.

3.3 計算結果と想定される被害

高さ40mの天然ダムが非常に短い時間に決壊

すると仮定して,ダムブレイク型の数値シミュレー

ションを実施した。この想定は最も危険側を考慮

した計算条件であり, この他に,天然ダムの決壊
パターンとしては,パイピングによる下流端から

の洗掘が進行して決壊する場合や,越水して少し

ずつ天然ダム本体を浸食して決壊する場合などが

考えられる.

すなわち本計算は最悪どのようなことが発生し

うるかという数値シミュレーションとして実施し

たものである。図 8に計算による天然ダム決壊後

の水位の変化を時系列として示した.

天然ダム直下でほぼ 20mの水深となった洪水

流は,約 400秒 (約 66分)で曲山鎮の集落附近

(谷出口)に到達する。平均流速は,155m/sと い

う流れになっている.な お,曲山鎮周辺の河床と

集落地盤の高低差は約 15mで あるから波高が 15

m以上にならないと7巳濫は生 じない。
そこで数値計算により天然ダム直下流に位置す

る曲山鎮における被害を想定してみた。

天然ダムの決壊による洪水流のシミュレーショ

ンから,曲山鎮の集落に洪水が到達して且つ集落

に氾濫するのは,天然ダム決壊から約 500秒後 (約

8.3分後)である.集落のある地盤上の最高波高は,

図 9の ように 6mに達 し家々を襲うことになる.

氾濫範囲は図 10の ように曲山鎮の集落のほぼ全

域となった.

洪水が集落を襲っている継続期間は約 1200秒

(20分)と 計算された

曲山鎮附近での最大流速は約 12m/sと 計算さ

れることから,氾濫範囲を流下する段波の流体力

は 176 kN/m2と なり, 日本における災害事例か

らすると, 日本でみられるような木造家屋であれ

ば充分破壊される力が発生することになる.

いくつかの想定を加えて,唐家山の天然ダムが

万一決壊したらどうなるかという数値シミュレー

ションを実施 した。実際には,本文に記述 したよ

うに唐家山天然ダムの防災対応が実施され,天然

ダムからの排水が人工的に実施された。現地の写

真等の情報から,越流水が天然ダム堤体を洗堀し

なが ら流下 したことにより決壊深は約 40mと

我々が実施 した数値シミュレーションの条件と同

じ高さとなったが, ピーク流量は我々の想定した

ものより小さくなっている しかし,現実に,曲
山鎮の集落は土砂流により破壊されており,そ の

流速は相当のものであったと推浸1さ れるところで

ある.

4.天然ダムの防災対策

決壊の危険が高まる天然ダムに対し,中国政府

が行った応急対策について,主に水利部発表の工

演川大地震と天然ダムーー43
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図 9 北川県曲山鎮集落における想定洪水の水深

図 10 天然ダム決壊による想定氾濫範囲

事日誌めから概観する.

まず,政府は,5月 19日 に国家洪水・千ばつ対

策総指揮部,水利部,四川省抗震救済指揮部,四

川省水利庁,綿陽市水利・水門・地質部門からな

る専門家グループを現地に派遣 し,測量・調査を

行った.20日 には,「天然ダムに排水路を掘肖1し

越流させ,越流水の浸食による段階的な河床低下

(標高=720m程度まで ;標高差 30m)と排水を

目指す」という応急対策方針を決定し,武装警察

部隊の招集と資機材の調達に入っている.ま た並

行して,成都の本部でも映像を見られるよう,現

場に衛星通信を利用したブロードバンド画像送信

システムの導入を決定した さらに唐家山が決壊
した場合の,下流の綿陽市における洪水氾濫範囲

演川大地震と天然ダムーー45



想定を行い,警戒避難準備に入っている

5月 26日 から武装警察部隊と水利部の技術者

部隊の約 600名が徒歩で現地に入ったほか,大型
ヘリコプター (Mi-26;最大積載量 20t)で ブルドー

ザーとバックホウ15台 を搬入 し,掘削を開始 した

水利部の計画は,元河床 (標高約 670m)を 80m

以上の深さで閉塞させている崩壊土塊のうち,最

も低い部分を約 10m掘 り下げ (EL=7502m→
740m),通水させようとするものである 掘削水
路の横断形状は底 i冨約 10m,河道方向の延長は

450mで, 護岸や護床工などのない逆台形の素掘

り水路である.6月 6日 の通水開始を目指し, 24

時間体制で工事が行われた

通水は6月 7日 7時 8分に始まったが,越流量

は l m3/s程 度で (図 11), ダム湛水位はさらに上

昇を続けた。この理由としては, ゴミや水没した

家屋の材料が堆積 して呑み口を塞いでしまったと

の報道があった.そ こで支障となるゴミや岩塊を

ブル ドーザーで取り除くとともに,水路底の爆破
を行って水路を拡大させた。 これらにより6月 9

日午後から,流量は数十～数百 m3/sへ と等比級

数的に増加 した。

6月 10日 7時 42分 には最大湛水位 74313m

を記録 したが,流量の増大とともに水路底が下刻

作用を受けて流量が増 し,湛水位は減少へと転じ

た.6月 10日 11時 には流量が最大の 6,680m3/s

となり,湛水位も 1時間あたり3～ 4m低下 した

(図 12)そ してわずか 9時間後の 6月 10日 20時

には当初の目標湛水位である720mを下回り,11

日以降は 713m付近で落ち着いた。

元河床 レベルが 670m前後であるので,依然と

して高さ40m強の湛水湖が残っているが,残 っ

た部分は,少なくとも多量の越流水の流下を経験

したことから容易に決壊する可能性はなくなった

と言えよう.

前述のように地質や天然ダム形成プロセスから

図 11 6月 8日 頃の越流状況 (中国中央テレビ)

図 12 6月 10日午後の越流状況 (新華社・李剛氏)
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1/3程度決壊することが最も可能性が高いと考え

ていたようであるが,筆者はこれらとは別に,越

流開始後に,越流水による下刻作用で,残った崩

壊土塊の再移動が生じるか否かということを技術

的に懸念していた.こ れは越流呑回の標高が下が

り相対的に流量が増大し始めてからは,事実上 ,

流量制御は行えないため,最悪の状況を考えると

土塊の大部分が流出し下流で大氾濫が起こること

もあり得ると考えたからである.

実際には天然ダムは 1/2程度の決壊でとどまっ

た。そして, この天然ダムの決壊による下流域で

の被害はこれまでの報道によると,北川県の 3つ

の鎮 (曲山,通口,香泉)と 江油市の 3つ の鎮 (香

水,青蓮,九嶺)での浸水及び完成 したばかりの

道路の洗掘という被害はあったが,下流域におい

て死傷者はなく,前述の重要保全施設も含めて,

大きな被害は生 じていない。

そして 6月 10日 20時過ぎには,国務院は「『安

全に,科学的に,迅速に』という方針は達成され

たJと発表している。翌 11日 には洪水警報が解除

され,安全宣言のもと,住民の避難は終了した.

5.唐家山天然ダムの最新情報

唐家山の天然ダムはその後どうなったのであろ

うか その後の情報を調べてみた.

唐家山天然ダムは,一時最高貯水位 74313m,

最大貯水量 246億 m3に達 し, 非常に危険な状態

にあったが,6月 10日 からの仮排水路による本格

的な排水と,そ の後の排水路の下刻により排水量

が増大した。そして最終的には水位 713m(貯水

量 086億 m3)で安定状態となった。しかし,2008

年 9月 24日 の大雨 (日最大降雨量 2213 mm,三

日間累積総雨量 439 mm)に より右岸山体が崩落

し土石流が発生,約 30万 m3の土砂が排水路を埋

めた。これにより水位が再び上昇 し,11月 27日

現在,水位は 718mと なっている

この上石流が発生する前に天然ダムの安定につ

いて四川在線―華西都市報 (2008年 6月 25日付)

が次のように述べていた.

「残された天然ダムが完全に破壊する可能性はな

い。ただし, ダムの右岸にクラックがあらわれて

いるので,今後の雨で崩壊が生ずることが考えら

れる.しかし,今のところ天然ダムの安定性には

問題がない.ま た,すでにできた排水路の断面で

は 6,064m3/sの水量が流れ出ることが可能であ

る。一方,流入量は 1/200確率で 6,970m3/sで ぁ

るのでほぼ天然ダムは安定と言える。ダムの構造

上の問題や上記右岸の崩壊問題およびダム湖周辺

の環境問題については,今後の調査による 」

そして,「 これらの結果を待って, 9月 30日 より

対策が実行されるだろうJと結んでいる これら
が実際のこととして起こったものと考えられる

9月 の土石流発生後, 成都水利勘浪1設計研究院

(以下では成勘院と呼ぶ)は唐家山天然ダム対策

本部の依頼を受け,天然ダム本体および上下流の

斜面安定性などの調査を行い,10月 に「調査評価

報告書Jを提出した。また,成勘院は綿陽市の依

頼を受けて調査評価報告書をもとに,「唐家山天

然ダム本体の整備案Jを取りまとめた.

その後,「唐家山天然ダム本体の整備案Jについ

て,2008年 11月 24日～26日 に成都市で,四川省

水利庁主催の会議が開催されている。会議の責任

者は水利部の劉総工程師で,水力企画総院,長江

水利委員会,水力顧問公司,水力西北院,水利科

学院,四川省水利庁,国土資源部,地質環境監察

機構,綿陽市,北川県の関係者が会議に出席 した

そしてこの会議の結果が,以下のようにとりま

とめられている.

① 天然ダム本体は基本的に安定状態にある

② ダム湖右岸では斜面安定や土石流などの危険
性があり,早急な対応が必要

③ 右岸山体には亀裂があり,変形も大きいこと
から,動態観測を強化

④ 排水路の再工事は多くの問題があり,で きれ
ば左岸で導水 トンネルの新設により全体の排

水量を増やす

⑤ 早急に,排水路の排水能力を 9月 24日以前
のレベルにする

⑥ ダム湖の土砂堆積や水質の変化などの観沢1を
実施

⑦ 安全性を確保する前提で天然ダムの現状保持

演川大地震と天然ダムー 47



について基本的に同意する

③ 天然ダムの開発利用,上下流の河道変動,斜
面安定性評価などの課題については,別途検

討する

今後はこの「整備案Jに基づいて,対策が実行さ

れるものと思われる。

6.お わ りに

今回の中国における土砂災害防止対策のうち,

唐家山天然ダムの人工的破壊については日本と少

し違う中国の事情がうかがわれた。

それは下流域の保全対象地区における家屋の事

情である 我が国では公共施設以外の家屋は,個
人所有であることから,仮に天然ダムの対応によ

り家屋被害が生ずると,状況にもよるが,対応 し

た者の責任になる可能性がある。また,家屋の被

害だけでなく,地域そのものの安全性にも風評被

害など課題が生ずる.

一方,中国では家屋の大部分は,国や省が建設
し,抽選により入居が認められる方式をとってい

るとのことで,いざという時の補償は国や省がす

るものとのことであった.加えて,天然ダムから

河道距離で約 6km下流の都市,北川県曲山鎮は,
波川大地震によりすでに建物の倒壊率が 80%以

上の状態 (中国国家減災センターの資料による)

となっていることもあって,大規模な人工的洪水
の発生が可能となったと思われる。

天然ダムに関しては約 80mの ダム高に対 し,

約 40mの土砂が流水により掘削された.しかし,

未だ高さ40mの堆積土砂が,天然ダムを形成 し

ているのである.

この理由の一つとして地質が関係 していると考

えられる。天然ダムは古生代カンブリア紀の海洋

性堆積岩という形成年代の古い岩の崩壊が堆積土

砂の下部を構成していると考えられることから,

かなりしっかりした土塊あるいは岩塊のうまいか

み合わせとなっていることが想定される.

この唐家山の天然ダムについては,2008年 8月

20日 中国中央テレビの HPに以下のような唐家

山の天然ダム活用策が発表されている。
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綿陽市水務局河川管理局長何国慶氏によると,

綿陽市の復旧計画には唐家山天然ダムの復旧計画

が含まれており,唐家山天然ダム対策本部の専門

家グループからは,次の二つの恒久復旧案が提示
された.

① 原状回復 (筆者注……震災前の河流の回復)
② 現状維持 (筆者注…… 周辺遺跡の現状維持)
③ 水力発電 (筆者注………水力発電ダムの建設)
そして① は,非現実的で,選択肢から外された

(残った堤体および大量な堆積土砂を処理するこ

とが不可能).② は, 周辺の不安定斜面を含めて

安定化させてから,観光地として利用される.③

は,下流にある三つの水力発電所を考慮して総合

的に水力発電の施設に利用するとの見解が示され

た。

2008年 11月 末の情報。によると,最終的には,

唐家山の天然ダムは現状の形で固定化され周辺も

含め地震災害の遺跡として残す可能性が高くなっ

ている.

そして,決壊の可能性 93%と も言われた唐家

山の天然ダムは,全壊されずに一部が破壊され

て,結果としてダム湖が残る対策がなされたこと

になる.こ の様な対策は我が国ではこれまでに事

例がなく,一つの天然ダム対策のあり方として,

今後の貴重な事例となることであろう

いずれにしても今後も唐家山の天然ダムとその

対策について,注目していきたいと考えている
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2008年中国演川地震による都江堰市内の

学校建築の被害

壁谷澤寿海 0李 康寧 0楠 浩一・壁谷澤寿一

1.は じめ に

2008年 5月 12日 14時 28分に発生 した波川大

地震 (M80)に よって中国四川省の主要な都市に

おいて多くの構造物が被災した 死者 69225人 ,

行方不明者 19739人 (2008_811)に 達 し,350万戸

ともいわれる建築物被害の詳細や背景はいまだに

不明の点も多い 学校関係ではおよそ教室数 6900

相当の校舎が任1壊 し,地震発生が昼間開校時間で

あったことから,校合の倒壊により数千人規模の

学生および教師が死亡したと報告されている.

著者 らは地震発生から lヵ 月後の 2008年 6月

11日 と 12日 に四川省都江堰市における学校建築

物を対象に限定して被災度の調査を行った。正式

な許可にもとづいて組織的に行われたものではな

いため調査の内容には限界があったが, 日本の研

究者として可能な範囲で学校建築の現状を把握 し

て,学術的な見地から被害状況を正確に記録する

ことを目的として行った

本報告では,2008年 6月 に著者 らが行った都江

堰市中心部の合計約 80棟の学校建築における被

害調査結果を報告するとともに,関連する中国側

から公表された代表的な調査結果も合わせて参照

して紹介している さらに, 2008年 10月 に成都
で開催された日中科学セ ミナーに出席 した際に

も,都江堰市内の学校について復旧状況の調査を

行ったので,そ れらの概要についても報告する.

2.都江堰市と耐震設計基準の概要

都江堰市は四川省北西の龍門山山岳地帯の麓 ,

眠江が平野に達する扇状地の扇頂部にある.龍門
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山断層は震源から北東の方向に伸びており,市内

は断層直上には位置してはいないが,震源からは

東倶1に約 20km程度に離れた位置にある.

都江堰市は総面積 1208(km2),総人口 60万人

の歴史の古い中規模都市で,歴史的建造物 も多

く,観光地としても有名である 今回の地震では

市街中心地の建物は大破任1壊 したものから無被害

のものまで様々な被害がみられた。都江堰市では

建築物の耐震設計用の設計震度は中国の基準で震

度Ⅶであるが,今回の地震による地表の地震動最

大加速度は概ね 500～700(gal)程度であったと

推定され,短周期成分が卓越した地震動であった

こともあり,調査報告などでは震度Ⅷから一部震

度Ⅸ程度に相当するものであったと推定されてい

る。なお,中国の基準では,耐震設計震度 7は最

大加速度レベル 220(gal),最大応答加速度が 500

(gal)であり,日 本の極稀地震 (レ ベル 2)の半分

程度に相当する。なお,波川,北川,英秀などさ

らに地震動 レベルも被害率も明らかに大きい地域

があったが,いずれも詳細な調査は事実上不可能

であった.

建築基準は 1974年,1979年 (1976年 唐山地
震 (M78)発生後),1989年,2001年 に改定され

ており,1989年以降の建物は耐震設計の規定を満

足して建設されている.た とえば,多 くの学校建

築で採用されているレンガ造構造では壁が直交す

る位置には一定の断面寸法をもつ RC柱部材を取

り付けることなどが義務づけられている 都江堰
北部では表層がやや軟弱な地盤も見られるが,都

江堰市街の地盤は軟弱層の層厚も小さく基本的に

地盤条件は良好であると推定される



3.調 査 方 法

3.1 被災度判定

著者らは6月 中旬に 2日 間にわたって都江堰市

内において以下のような現地調査を行った 市内
中心部の全ての学校建築物を対象として応急の被

災度判定を行うことを目的とした。構造物の被害

観察結果は,我が国で地震被害時に一般的に行わ

れている被災度判定区分,すなわち構造物の被災

度は無被害 (被災度 0),軽微 (被災度 I),小破

(被災度Ⅱ),中破 (被災度Ⅲ),大破 (被災度Ⅳ),

倒壊 (被災度V)に 分類した.構造物の被災度は

張間・桁行方向でそれぞれ評価している.構造物
の建設位置,方位,階数は全棟で調査し,建設年

代は現地の学校関係者から情報の得られた建築物

でのみ特定した。構造形式は被災状況や架構形式

から著者らによって可能なかぎり推定または判断

しているが,特定できない場合は不明にしている

構造物の被災度は著者らによって建物外部・内

部から全体の損傷状況を観察し,判定している.

本来は構造物の被災度判定では個々の部材の損傷

度を判定して,そ の害」合から建物の損傷割合にも

とづいて判定されるが,限 られた調査時間および

行程のため,本調査では判定基準には沿っている

が, 応急的な判定方法に留まっている.RC造 の
せん断破壊型の復元力特性をイメージして,極力

主体構造の被災レベルにより判定した。また,一

部の構造物においては構造形式,立平面,個別の

部材断面を計測して, 1次耐震診断のための詳細

調査も行った.次節以降では調査結果をこれらの

構造特性および建設年代との関連性について統計

的に分析した結果について報告する

3.2 調査対象構造物

被害調査は都江堰市内中心部に所在する全ての

学校建築物を対象として行われたが, 2棟 の建物

(新建小学校,十局小学校 :後述)については地区

一帯が封鎖されていたため調査不能であり,ま

た,調査 していない建物 もわずかに存在 してい

る.ま た,同市内郊外にある学校については調査

を行っていない.倒壊 して幸艮道等で有名になった

表 1 調査対象の学校数,棟数と用途

幼稚園 3 教室棟

小学校 10 図書館 2

中学校 2 学生食堂 3

外国語実験学校 2 寄宿舎 7

専門学校 2
渡 り廊下

(ピ ロテ ィー)
1

大学 2

学校数合計 建物棟数合計

衆源中学も調査対象地域からは離れた郊外地域に

位置するため,以下の統計には含まれていない

表 1に示すように 27ヵ 所の学校施設,78の学校

建築物を対象として調査を行った。幼稚園 3校 ,

小学校 18校 ,中学校 10校 ,外国語実験学校 2校 ,

単科大学 2校 となっている.う ち数校では立入り

調査を規制されたため,外観からのみの評価と

なっている.さ らに 2校では地区が周辺地区への

立ち入りもできず,対象外になっている.ま た,

大学に関しては全棟数が多かったため, ごく一部

の校舎群のみの評価となった。

各学校の多くは一般教室を含む校舎棟を保有し

ており,調査対象構造物の 5/6を 占めている そ
の他,敷地内に先生 。生徒用の寄宿舎や食堂など

が併設されており, これらの被災度も統計量に含

まれているが, これらの建物では平面や構造計画

などがかなり異なることに注意する必要がある.

校舎はいずれの建物も片廊下形式の長方形平面が

多く (桁行 :間柱,張間 :壁),RC枠組み十レン

ガ壁建物の構造規定から7階建て以下の中低層建

物である.

構造形式等はほとんどが外観による推定である

が,明確でない場合は特定していない。また,基礎

の情報はほとんど得られていないが,地盤が比較

的良好であるため直接基礎であると考えられる.

4.調 査 結 果

4.l RC′ 組積造 構造形式の判定法と損傷評価
各建物の構造形式は,部材や損傷状態などから

推定す ら不可能な校舎を除き,著者 らが特定 し
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た.非構造 レンガ壁が直交する部分に RC柱が

入っている形跡があるかなど,縦ひび割れなどか

ら推定した。その結果,40棟の校舎が階段室など

特定の場所などを除いた一般校舎平面内におい

て,鉛直支持部材に非構造 RC柱が使用されてい

ない組積造構造物と判断された。梁スラブは概ね

鉄筋コンクリート造であり, これらの構造物では

プレキャス トコンクリートを使用していると推定

される。その他,23棟の構造物がコンクリート枠

組み構造に無筋ブロ ンヽク壁, もしくは組積造レン

ガ壁を有 していた.残 りの 15棟 に関 しては平面

計画・被災状況などからは構造形式を推定するこ

とはできなかった これらの推定から1/2～ 2/3

程度の調査構造物が RC柱部材を有しない組積造

構造物であったと推定された.

また,非構造 RC柱部材とレンガ壁を有する建

物の損傷については構造物の自重を支えていると

思われる部材の損傷程度で判断した。すなわち,

平面内でレンガ壁の部材断面が相対的に大きい構

造物ではレンガ壁の損傷で,RC柱部材に 2次的
に取り付いている非構造 レンガ壁については RC

部材の損傷のみから構造物の被災度を判定してい

る.

4.2 全体被害率

構造物の被災度を張間・桁行における被災の大

きい方向と判定した時の調査全数の被災度統計結

果を図 1に示す.各被災度建物の割合はそれぞれ

(0)無被害 10%(1)軽 微 27%(3)小破 26%(4)中

破 18%(4)大破 13%(4)倒壊 6%で あった。 概

ね 20%の学校建造物が大きく被災 (大破・任1壊 )

し,20%が中程度 (中破),そ の他の 60%程度の

建物は軽微な被災 uヽ破・軽微・無被害)に 留

まっている。また, 調査できなかった学校施設 2

校を含めると,大破・倒壊の割合はやや大きくな

る可能性がある.

43 被害率と階数の関係
建物被災度と階数の関係を図 2に示す.1,2階
の低層構造物は比較的軽微な損傷に留まっている

ものの,建物 13棟 のうち鉄筋コンクリート造ピ

ロティー構造物 (外国語実験学校 渡り廊下 大
破)に は柱頭コンクリートに圧壊が見られた。3,
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図 1 学校校舎の全体被害率
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図 2 階数と被害率の関係

4階の中低層建物では 43棟のうち 3棟 のみが大

破または倒壊と判定された (1棟 は地盤基礎沈下

(中興成人学校),残 り2棟 は倒壊後すでに更地

(李泳中学))5～ 7階の中層建物では 22棟のうち

半分の 11棟が大破または倒壊と判定されている.

構造物被災度と階数には高い相関があり,高い建

物での被害が大きかった。これは RC枠組み十レ

ンガ壁構造物の耐震設計要求として,桁行方向の

最小壁間距離 (現場打ちコンクリート床 18(m),

プレキャスト床スラブ 15(m)),最小壁厚 (BW
240(mm),HBW 190(mm))が 規定されている

が,層数に関係していないようであり,低層の建

物では標準平面計画で比較的高い水平耐力を有 し

ていたと理解される.

4.4 被害率と建設年代の関係

各建物の建設時期に対する被害率の推移を図 3

に示す.建設年代別の建物被害率は 5年 ごとに分

害Jして表示している 1980～ 85年に建設された建

物の半分以上は大破または倒壊であったのに対 し



て,建設年代が後期になるほど被害率は小さい値

に留まっている.サ ンプル数は少ないが,本調査

では近年建設された建物被害は明らかに小さく,

建物倒壊のような大きな被害は古い建物に集中す

る結果となった

また,1989年規準改正前後に設計された建物間

には明確な被災度の差異が見られなかったが,現

行の規準,すなわち 2001年以降に建設された建

物では大破または倒壊の建物が存在せず, 2/3の

建物が軽微または無被害に留まっていた。倒壊し

封鎖された新建小学校校舎が 1992年 ,1994年建

設であったことを考慮すると,被害分布の印象は

やや異なる傾向になる

4.5 被害率と構造形式の関係

構造形式 (組積レンガ造,鉄筋コンクリート枠

組レンガ壁構造)と建物被害率の関係を図 4に比

較 して示す。図に示すように本調査では 2つ の構

造形式の違いによる建物被害率の明確な差異は見

られなかった.ほかの調査結果つなどでは一般に
レンガ造の被害率が大きい結果になっているが,

図 3 建設年代と被害率の関係

組積レンガ造       RO柱 キレンガ壁

図 4 構造形式と被害率の関係

後述するようにレンガ造の学校建築では桁行き張

間方向とも一般に比較的大きな壁断面が用いられ

ており, レンガ造でも上ヒ較的高い耐力が推定され

ること,学校は比較的低層の建物が多いこと,に

よると思われる。また, ほかの調査では組積造構

造物の被災度判定では水平力の大部分を負担 して

いるレンガ壁の損傷が大きいため,構造物の被災

度を本調査よりもやや高めに評価している可能性

がある。

5.一般建物の被害率つ

中国地震局工程力学研究所では一般の建物を含

む都江堰市内の 1005棟の被害調査を行い,そ の

結果について 2008年 10月 の第 14回世界地震工

学会議特別セッションおよび文献 5)な どで公表

している。対象の 1005棟は,市内すべての地域 ,

建設年代,構造形式,用途,階数などを対象にし

てランダムに抽出されたものであり, これらのパ

ラメータに対 して被害率が分析されている 被害
は倒壊 (崩壊),大破,中破,小破 (軽微),無被

害の 5段階に分類されているが,被災度の定義は

著者らの定義とはやや異なる可育レ睦もある 例え

ば,倒壊は完全に崩壊したものとしているようで

あるが,著者 らの定義では損傷 Vの部材が主体

で水平耐力を失ったと推定された崩壊に近い場合

も含んでいる

これらの 1005棟を建設年代により, 以下の A,

B,Cの 3グループに分類 し,耐震設計がされて

いる Cグ ループの被害についてとくに詳細に分

析している。

Group A:1970年 代以前,主に組積または木造

Group B:1980年 代,耐震設計はしないか地震

力はノ∫ヽさい

Group C:1990年 代,耐震規定にしたがつて設

計されている

以上の調査結果により,1)Group C,B,Aの 順

で,新 しい建物ほど被害率がより小さくなること,

2)1990年代以降の耐震設計された建物 (Group

C)の多くは震度Mll―Ⅸの地震動に対しても任1壊を

免れたことから,震度Ⅶの設計 レベルは最低の設
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計用地震動としては妥当であること,3)Group C

では,RC純 フレーム構造,1階 RC十組積造,組
積造の構造形式の順に被害率が小さくなること,

4)組積造または RC枠組み十組積造の被害率は

公共建築 (学校,病院)の方が住宅よりもやや高
いこと,な どを指摘 している.

1005棟全体の被害率を図 5に ,Group Cの被

害率を図 6に , さらに Group Cの 構造形式別の

被害率を図 7に示す.構造種別は組積 レンガ造 ,

図 5 都江堰市内 1005棟 の被害率

図 6 都江堰市内 1005棟 のうち,1990年代以降
の建物 (Group C)の被害率

(a)纏積造

図 7 都江堰市内
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1階 RC造 十上階組積造,RCフ レーム構造に分
類 している.

これらを図 1の学校建築の被害率と比較する

と,Group Cの RCフ レーム構造は明らかに学校
の被害率より小さいが,そ のほか全数の被害率は

大きく, Group Cの 被害率や Group Cの組積造

の被害率は,本調査結果とlPLね整合している 任1
壊率は学校が大きいがこれは定義による可育旨庄も

ある。すなわち,学校校舎の被害率がほかの一般
建物の被害率と比較 して突出して高いということ

ではないと思われる

一方, これらの図からは読みとれないが,文献
では上記結論 4)に あるように,組積造に限定 し
て比較すると学校や病院の公共建物の被害率は住

宅よりもやや大きい, としている。それを示す図

をみると定量的な解釈は微妙なところもあり, こ

の点についてはそのほかの要因も含めてさらに詳

細な分析にもとづく比較検討が必要であろう.

6.詳 細 調 査

6.1 四川省学校の標準設計

本調査ではいくつかの標準的な平面計画を有す

る校舎については被害調査時に鉛直支持部材の寸

法を記録 した.日程的制約のため 2つ の建物につ

いてのみ 1階平面の全鉛直部材を調査している。

ただし, ほとんどの調査対象建物にはこれらと類

似した平面および構造計画が見られたので,水平
耐力の推定とともに標準的な結果が推定されてい

るものと考えられる.

(b)1階 RC+上階織積造      (C)RCフ レーム構造

1005棟 のうち,1990年代以降の建物 (GrOup C)の構造別被害率

年 6月 )



6.2 柱壁量から推定した水平耐力

これら2つ の建物の重量および水平せん断耐力

を過去に実施された組積造壁の載荷実験結果に基

づいて推定した 水平せん断耐力は 1階柱および

壁部材の終局時平均せん断応力を累加することで

計算 している 組積造 レンガ壁の終局平均せん断
応力度は,枠組 RC架構を有するレンガ壁の静的

水平載荷実験 (真田ら(2006),隈澤ら(1998))お

よび欧州標準化委員会における組積構造物の設計

指針 (2005)に基づき05(N/mm2)と 仮定 した。

また耐震診断基準に基づきRC柱の終局時平均せ

ん断応力度は 10(N/mm2)と し,構造物の重量

は単位床面積あたりの重量を 12(kN/m2)と仮定

して計算を行っている.こ れらの層せん断力係数

として表した建物の水平せん断耐力は,桁行方向

で 039055,張間方向で 058066程度で比較的

呂いものであった

一方, これら2棟において観沢1さ れた被害は,

3階 RC造建物 (1992年)で は,主な建物被害とし

て RC柱部材および非構造 レンガ間柱の一部にわ

ずかなカバーコンクリートの剥落が見られた 非

構造 RC柱に関しては隅端部においてコンクリー

トが剥落しており,主筋および帯筋の存在を確認

している また,桁行方向の間柱,梁間方向の組

積造耐震壁にはせん断ひびわれが見られた.入口

付近に配置された大断面連層レンガ壁には壁頭お

よび壁脚に水平ひびわれが観察された.し かしな

がら,その他部材の残留ひびわれ幅は小さく,各

柱部材の水平最大耐力に達 していると見受けられ

なかったため小破と判定した.

4階建ての建物 (1998年)では,梁間方向の連

層耐震壁,桁行方向の間柱はかぶリコンクリート

が剥落し,概ね全ての部材でレンガおよび大きな

ひび割れが露呈している 特に桁行・梁間方向の

組積壁が交差 している部分での損傷が大きかっ

た.一方,袖壁の有する桁行き方向の RC柱には

レンガ壁端部で損傷が見られるものの,柱自体に

は目立ったひび害Jれが見られなかった。廊下側の

独立柱はレンガ積み部材にモルタルを被せただけ

であることを確認している これらの観察結果か

ら建物の被災度は中破と判断された.ま た, これ

らの学校建築物における中間階梁はRC梁上にレ

ンガを組積した壁梁となっており, レンガ部の変

形に追従できず,モルタルが剥落する被害が非常

に多く目立った.

7.復旧状況の調査

筆者らの2名 (壁谷澤寿海,壁谷澤寿一)は 2008

年 10月 10日 ,す なわち地震発生から5ヵ 月後に,

調査建物を中心として,復旧状況を再度調査 し

た.6月 の調査の時点で明らかに継続使用あるい

は取壊 しが明らかになっていた校舎については時

間の制約から調査を省略している

図 8に 10月 時点での建物状態,跡地や移設の

状況などについてまとめた。約 60%の 建物が取

り壊されて更地になっており,約 20%で は建物

があっても不使用のまま存在 していた これはほ

とんどが手つかず放置されている周りの民間建築

物と比較すると迅速な対応であるともいえるが,

軽微あるいは小破程度の被害にもかかわらず,補

強や復旧の可能性がほとんど検討されないままに

取り壊されたと推定される例も見られた まだ存

在していた建物でも使用 していない場合は,同様

に取り壊し建替えになる可育旨陛がある 補修して

継続使用されている建物はわずか 3棟で, これら

はいずれも大学関係の建物であり,小中学校の校

舎ではほとんどみられなかった。多くの学校が新

設校舎への移設を予定していると思われ,すでに

敷地を変更して建設中あるいは仮設のプレハブに

移転 している学校もいくつか見られた。

図 8 2008年 10月 の復旧状況調査結果
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道路が完全に封鎖されていたため, 6月 には立

ち入ることができず, 概観調査もできなかった 2

校 (新建小学校,十局小学校)は,10月 の調査時
には建物がすべて撤去されていた。文献調査によ

ると新建小学校は 4階建てと3階建ての校舎が

1992年 ,1994年に建設され,い ずれも部分的に倒

壊し,現地警察によって封鎖された。また,十局
小学校は 4階建て校舎であり,概観からは損傷が

見られなかったが,内部に重大な損傷を受けてい

たとのことであった

8 調査結果のまとめ

四川大地震後に都江堰市内の学校建物について

全数被害調査を行い,以下の結論が得られた。
1)20%の 学校建築物は大破もしくは倒壊 し,
20%が中破であり,60%が軽微または無被
害に留まっていた.

2)1/2か ら2/3の建物の構造形式は鉄筋コンク

リート柱を含まない組積造レンガ壁構造物で

あった.

3)高い建物では明らかに被災度が大きかった。
4)近年建設された建物は無被害または軽微に留
まり,古い建物で大破または倒壊などが多く

見られた.

5)組積造レンガ壁構造物の被害率はブロック・
レンガ壁内蔵鉄筋コンクリート枠組構造と比

較して大きくはなかった.

6)学校や病院の被害率はほかの組積造建物に比
較してやや大きいとする別の調査結果もある

が,同地域の一般建物の被害率より突出して

大きいわけではない.

7)5ヵ 月後の時点で無被害軽微以外の建物では
60%の建物で取壊し工事は終了しており,ま

た,20%が放置された状態であり,地震直後
に継続使用されていた建物 (約 20%)以外
で,補修補強が行われた建物や使用を再開し
ている例はほとんどなかった.

9.お わ り に

本調査は文科省と中国地震局との共同研究に関

する交渉が進行中の段階で,筆者らのグループに
より独自に行われた.現地調査では四川省建築科
学研究院副所長 Luo Linglong博士に多大なご

支援をいただいた.本稿では中国側の調査や追加

調査などを加筆 したが,一部の調査結果のみ要約
紹介したものであり,写真やさらに詳細な結果に
ついては既報

2)～ 0な どを参照 していただきたい.

蛇足ながら,日本では 1945年 2008年 までに全

国各地の学校で約 20回の大きな地震を受けてい

るが,生徒が在校中に発生した地震がほとんどな
い。これは極めて幸運な偶然であって, これまで

の地震被害で学校関係で死者がなかったのは, 日

本の学校建築の耐震性能が十分に高いものであっ

たことによるわけではないことに注意する必要が

ある。いうまでもなく,現状でも地震被害軽減に
は,先端の研究や開発だけでなく,耐震改修など
の地道な作業が必須である。日本の学校校合の耐

震診断,耐震改修,耐震補強は, ほかの建物に比
べれば,ま た,外国に比べれば,兵庫県南部地震
以降の国の施策 (耐震改修促進法,文科省の施設

助成金の誘導等)に よって,比較的計画的に進め

られつつある.しかし,本来耐震補強が必要であ
るレベルであるにもかかわらず未了である学校校

舎,体育館は全国にいまだに多数残されている.
とくに建替待ちという理由で,最も耐震性のない

古い校舎が放置されているケースがみられる.さ

らに公共建物以外は所有者任せであって,診断も

改修も遅々として進んでいない。そのほか,電柱 ,

水道・ガス管,密集地の狭い道路など明らかに耐
震性に問題があるインフラ施設が多く残されてい

る その意味で日本はまだ多くの建設投資を必要
としており,不況のいまこそ,災害に強い町づく

りを目指 した大規模な公共投資がなされるべきで

あるとも考えられる.

56-地震ジャーナル 47号 (2009年 6月 )



参 考 文 献

1)日 本建築防災協会 (2001):震 災建築物の被災度

区分判定基準および復旧技術指針, 日本建築防災協

`ミ

, 360pp

2)Kabeyasawa,Toshilni,et al(2008):An outline

of damages to school buildingsin Duiiangyan by

theヽVenchuan Earthquake on h/1ay 12,2008 Pa―

per submitted to Proceedings of the 14th World

Conference on Earthqauke Engineering,Beijing,

China,October 2008,No S31-002,10pp

3)壁谷澤寿海ほか (2008):中 国四川大地震による
都江堰市における学校建築の被害の調査, 日本地震

工学会年次大会論文集, 日本地震工学会

4)壁谷澤寿海ほか (2008):都 江堰市における学校
建築の被害,建築防災,特集 :中国四川大地震, 日

本建築防災協会,pp 28 45

5) Zhang N/1inzheng,Jin Yingjie(2008):Building

damage in Dujiangyan duringヽ Venchuan Earth―

quake,Earthquake Engineering and Engineering

Vibration,Vo1 7,No 3,pp 263-269

壁谷澤寿海

[かべやさわ としみ]

現職 東京大学地震研究所地震火山災
害部門教授

工学博士

略歴 東京大学工学部卒,同工学系研究
科建築学専門課程修士課程修了,大成建設株式会社,東

京大学工学部助手,横浜国立大学工学部助手,同助教授

を経て現職

研究分野 耐震工学,建築構造,鉄筋コンクリート構造
著書 「Design of Modern Highrise Reinforced Con―

crete Structures(Editor:Hiroyuki Aoyama), Chap―

ter 7 Earthqauke Response Anaysis」 (分担執筆,Im_

perial College Press),「 建築と工学 (4耐震工学)J(分

担執筆,彰国社)ほか

李 康寧
[LI Kangning]

現職 北京工業大学客員教授
博士 (工学)

略歴 中国清華大学土木工学科卒,東京
大学工学部大学院博士課程修了,横浜大

学工学部研究助手,シ ンガポール国立大学リーサーチサ

イエンティスト,独立行政法人防災研究所地震防災フロ

ンティア研究センター研究員を経て,現職

研究分野 建築耐震免震構造,構造非線形解析

楠 浩一
[く すのき こういち]

現職 横浜国立大学大学院准教授
博士 (工学)

略歴 東京大学工学部卒,同大学院博士
課程修了,東京大学生産技術研究所助

手,独立行政法人建築研究所主任研究員を経て,現職

研究分野 建築耐震構造学,鉄筋コンクリート構造
著書 「防災の辞典J(朝倉書店)

壁谷澤寿一

[かべやさわ としかず]
現職 東京大学工学系研究科都市持続
再生研究センター特任助教,東京大学地

震研究所外来研究員

工学博士

略歴 東京大学工学部卒,同大学院修士課程修了,同大
学院博士課程修了,東京工業大学 PD研究員を経て現職

研究分野 構造工学・耐震工学

2008年 中国波川地震による都江堰市内の学校建築の被害―-57



阪訪湖の 確口神渡り」成因論再考

浜日博之

は じめ に

長野県の諏訪湖では冬期に全面結氷 し氷厚が

10cmを 超えるようになると寒冷な夜間に突然氷

板に大規模な割れ目 (鞍状隆起)が発生する.こ

れが「御神渡りJと呼ばれる現象である (図 1)

其の昔の湖畔住人にとって大音響を伴い発生する

この突発現象は人知を遥かに越えた超自然的な出

来事であったに違いない。氷板上の割れ目を神が

渡った形象として捉え「御神渡り」という名称で

呼んだのもうなずける。この特異な自然現象の発

現に関しては 5世紀にわたってほぼ連続して史料

が残されている (荒川,1954).

「御神渡りJ現象には湖沼学,気象学,地震学 ,

雪氷学の研究者がそれぞれの分野から関心を寄せ

た.最初に科学的なメスを入れたのは湖沼学者の

田中阿歌麿 (1917,大正 7年)である。彼はその

革猫避難轟鑢
11111:「 111111妻華1破職彗
|:|■■||||lill'■ 11'|111,|● |||■ |:||||111111111:キ■,1:|||:|||

図 1 1975年の「御神渡りJの写真.1月 14口 に出現し約 lヶ 月後に,一方の水板が
他方に約 2m乗 り上げている様子を示す。(2月 15日 筆者撮影)

大著「湖沼学上より見たる諏訪湖の研究J(上巻)

の中で「御神渡りJを湖沼に起きる諸現象の中で,

否, 自然界に於ける最も奇異な現象の 1つ である

と捉え,現地調査や海外の文献をもとに初めて

「御神渡り」の成因に関して言及した。この著書が

出版された直後に,藤原 (1920)は 500年以上にわ

たる「御神渡りJの記録が古気候の研究史料とし

ての第一級の価値を有することを認め,気候学的

見地から詳しい分析を行った。その後,岸上 (1943)

やOmote et al(1955)ら の地震学者は「御神渡りJ

を地震波や地震発生のモデル実験という視点で捉

え,氷板の変動や震動の観測研究を行った。やや

時間を置いて,筆者等 (Hamaguchi et al,1977,
Hamaguchi and Goto, 1978, Goto et al, 1980,

浜口 。後藤,1982)や杉本 。他 (1981)は 地震・地

殻変動の諸観測技術を応用して「御神渡り」を多

面的に調査した.雪氷学者の東海林 (1980,1995)

は北海道の屈斜路湖でも諏訪湖と同様に大規模な
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「御神渡りJ現象がみられたことを報告 しその成

因を論 じた。

以上に見られるように「御神渡りJは湖沼学 ,

地震学,雪氷学など多方面の分野の研究者が関心

を示してきたが,「御神渡り」の成因については田

中 (1917)が大正時代に提出した説が今日も通説

として踏襲されている (例えば,東海林,1995,
2005).こ のため「御神渡りJの出現記事が新聞や

テレビで報道されるたびに上記の成因論に基づき

解説されているのが現状である.

科学は自然現象の「観察Jと「観測」を基礎に,

理論的考察を加味 して発展 してきた歴史を有す

る.こ の視点からこれまでの文献を読みかえして

見ると「御神渡りJ成因論は主に氷上「観察Jを

もとに構築され,「観測Jに基づくものが少ないこ

とが明らかになった,「観察Jか らは物理現象とし

ての「御神渡りJはそれほど正確に理解されてい

ないのではないかとの思いから「観測」データに

基づいて通説として流布 している成因論の再検討

を試みた。

従来の「御神渡り」成因論

フォン・コルノフスキー説 (Cholnosky,1909)

をもとに田中 (1917)が提案した「御神渡りJ成

因論を要約すると :

(1)湖が全面結氷した状態で,氷が増厚 している

期間の夜間に厳 しい冷却に伴う氷板の収縮に

よって割れ目が生ずる.そ の割れ目に浸入し

た湖水が結氷し新しい氷脈を生じる。

(2)日 中の温度上昇に伴い氷板は膨張する。その

結果,新 しく作られた氷脈に妨げられ氷板中
には側圧 (圧縮力)が発生し,氷板に鞍状隆

起 (Ice_rampart),す なわち「御神渡りJが

発現する.

これは平たく言うと「氷は冷やされれば収縮し,

暖められると膨張するJと い物理法則を適用した

成因論ということができる この解釈は,そ の後の

吉村 (1942),Omote et al(1955),中 沢 (1968),

杉本・他 (1981),東 海林 (1995,2005)の 論文や

解説文でも基本的に踏襲され今日に至り通説と

なっている.少年・少女向けの科学本の中で「御

神渡り」を取り上げた東海林 (1995)は ,そ の成

因は気温による氷の収縮と膨張であるとする立場

をイラストで分かり易く紹介 している (図 2).

しかし,気温の氷板に及ぼす影響はこれほど単

調ではない。温度と膨張係数に比例する項のほか

に氷板中の温度勾配の積分項の寄与もあり, これ

らの寄与の大小によって氷板中の応力状態は変化

する (詳 しくはGoto et al 1980を 参照).従 って

気温の変化から氷板に作用する応力を単純にイ

メージするのは危険である
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図 2 通説となっている成因論に基づき「御神渡りJが発生するまでの過程を描いたイラスト (東海林,1995)
夜間と昼間の気温変化による氷板の収縮と膨張が「御神渡りJの主因であることを示している
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1950～ 60年代に地震発生の場を熱力学的に考察

した Matuzawa(1964)は 著書「 Study of Earth

quakesJの 中 (P201)で氷の膨張によるとする

成因論に疑問を投げかけている.少 し長 くなるが

その部分を引用 しよう。「If magma is intruded

in cracks in the crust,increase of volume,es―

pecially in the horizontal direction,ofthe crus―

tal part and exertion of lateral pressure are

probably expected  We can see good rllinia―

ture lnodels of sirnilar phenomena in faulting

of lake ice such in Balaton lake in Hungary,

Dalai nor near lvlanchuri,Suwa lake in」 apan,

etc  Here the ice― sheet plays the role of the

crust and杯″ater that of the lllagma The over‐

thrust of ice‐ sheet in Dalai nor often attains

some 15rn or more  Gradual development of

such a large thrust cannot be explained by the

thermal expansion only J

中沢 (1968)に よれば古文書に記載 された「御

神渡 りJの発現時間帯は極寒の日の夜間から明け

方である.田中 (1917)も 「半宵湖畔住民の夢を

破る事あり」 と述べ夜中に大音響を伴 って発生す

る突発現象であることを示唆 している。日出の後

の日中に発生するものと想定 した成因論は,夜間

の発生時間に関する事項を充分に説明できていな

い.

観測データの示す意外な事実

厳冬の氷上で起きている現象を「観察Jす るこ

とはさほど困難はないが,氷厚が数 10cm内外の

薄氷の内部で起きている現象を連続して「観測J

することは想像以上に困難が付きまとう 我々が

諏訪湖でフィールドヮークを実施 した 1975～ 1978

年の観浪1データは今日の計浜1技術に照らせば不十

分な所が少なくない。しかし,現存する観測デー

タが多くはない現状のもとではやや古いデータを

再吟味することも止むを得ない。当時の観測デー

タに基づいて 3つ の事例を取り上げ通説となって

いる成因論を再検討する出発点としたい。
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(1)夜間に氷板は収縮 しているか

前述の成因論の中に「夜間の厳しい冷却に伴う

氷板の収縮Jと いう表現がある.夜間にマイナス

10℃ 以下に気温が低下することはまれではない

氷の体熱膨張率 (05× 104/。c)を考慮すれば氷

板中の温度が 10℃ 低下すれば湖面全体で lmほ

どの収縮が起きるはずである そしてこの収縮に

伴って氷板に割れ目ができることが通説では期待

される.し かし観測データはこれらの期待に反し

た挙動を示す 図 3に示すように氷板上に設置し
たベンチマークの変位測定の結果からは夜間の冷

却時に場所による差異はあるが湖の中心から陸側

に向けて数 cmか ら40cmほ どの膨張傾向を読み

取ることが出来る (Hamaguchi et al,1977)。 こ

れは気温変化から予浪1さ れる傾向とは全く逆セン

スの動きである.

一方, 日中の気温上昇に伴う基準点の変位は湖

面中心から湖岸に向けた 50 cm程 の膨張を示 し

成因論の予測内容と調和 したものである.日 中の

午後の気温低下時には収縮過程が認められるのも

予測と違わない.

夜間に氷板全体が収縮しているとの通説に述べ

られている事柄は日中の気温変化に伴う変動を単

純に外挿した「観察」結果ではないだろうか 「観

測Jデータはこの結果を支持しない.

(2)夜間に氷板は冷却されているか

日中の午後か翌日の最低気温の出現する明け方

までの気温低下に伴って氷板は表面から徐々に冷

却される しかし現実の氷板では熱伝導から予想
される応答をしない場所があることが「観測」で

明らかになった。氷厚が 27 cmに達 した 1977年

2月 7～ 9日 の気温,氷温,水温の観測データを図

4に示す (浜口・後藤,1981).氷板上面から6,11

cmの深さ (B,C点 )の氷温は気温変化 (D点 )に

忠実に応答し冷却されている。しかし,上面から

22 cmの 下面に近い C点の氷温は冷却されずゆっ

くりとプラス側に僅かに加熱されている。これは

気温変化から予測されることは逆位相の変化であ

り,熱伝導から予想されることと異なった事象が

氷板の下部付近で起きていることを示唆する。ま

た,C点 の日中の変化は気温上昇時にもかかわら



図 3 諏訪湖の南東側に出現した「御神渡りJの近傍の 350× 300m2の水板上に設
置した 17個のベンチマークの変位ベクトル.黒点がベクトルの開始点.(A)
の実線は「午後」の時間帯,(B)の点線は夕方から翌日の明け方にかけての
夜間の時間帯,(C)の破線は日の出から正午の朝方の時間帯の変位を示す.
Xと Y点 は陸上の測量基準点,S点は地震計設置点,F点 は食い違い量の測
量点を示す 夜間のベクトルは場所により大きさと方向はばらついているが
全体としては湖の中心から陸に向かって変位している.諏訪湖の中心は地図
の左上角の方角にある
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ずゆっくりした冷却傾向を示している これも予
想と異なる動きである.

氷板の下層部の温度を上昇させる要因は2つ考
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図 4.気温と氷厚 27cmの 氷板中の温度変化 (1977年 2月 7～ 9日 )A,B,Cは 氷板上面からそれぞ
れ 22 cm,1l cm,6cmの深さの氷温 Dは上面から3cm上方の気温 下面に近い深さ22 cm
(A)の 日変化は氷板が冷却時に昇温,加熱時に降温を示し,いずれも気温変化と負の相関を持
つ.上面に近いC点の変化熱伝導による応答しているが,下面近傍の A点の応答は熱伝導以外
のメカニズムに支配されている.

えられる。 1つ は,下面境界の水と接する場所で

は水から氷への相転移が起き,それに伴う潜熱は

伝導で上方の氷を暖める効果がある もう1つ
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は,氷板の周囲が湖岸に固定された場合には夜間

冷却されると深さにより異なる熱応力場 (圧縮と

伸張)が氷板中誘引される.温度データをもとに

計算すると夜間の冷却時に下面近傍には 4～ 8 bar

程の伸張場が出現することが推定される (Goto,

et al,1980).こ の張力によって下面近傍に微小

な開口割れ目が発生 し,そ こに微量の湖水が浸入

すれば氷板下部の温度場を乱すことが十分期待さ

れる。この割れ目中の水が凍る時に発生する潜熱

は割れ目の先端部直上の水を融解する熱源とな

る。このようにして夜間に氷板下部では水と熱の

流れは上方に進む これは地質学でストーピング
(Stoping)と 呼ばれている一種の貫入機構に似

た現象が氷板中で起きていることを示唆してい

る.下部近傍の開口割れ目に向けて境界面下方か

ら効率的に水と熱を水板中に取り込み夜間に氷板

を暖めるプロセスは「観察」に欠落している.

(3)氷板下層部の横方向への成長

気温の低下に伴う冷却により湖水は表面から氷

へと相転移する。そして時間の経過ととともに

徐々に層厚を増しつつ全面結氷にいたる.計算で

は 0°Cの水がマイナス 10°Cの外気に 10日 間晒さ

れれば 33cmの氷板が形成される.こ の時に何事

もなければ氷板の変化はもっぱら深さ方向に限ら

れていると考えるのが常識である.し かし, この

常識に反することが実際の氷板の中で起きている

データが得られている (浜口・後藤,1981)図 5

はリッジ型開口割れ目の走行に直交して氷を切り

出した断面のスケッチである 図中の丸印は大小
の気泡を,小 さな縦線は氷で満たされた微小ク

ラックを,そ して層の境界を横線と縦線で模式的

に示す。この図で注目すべき点は 2つ ある.(1)微

小クラックを含む層は上面より約 10 cm下の下

部層に限られている点。(2)リ ッジの中軸谷の下方

に見られる割れ目群を中心にして氷板の上面から

10cmほ どの所までは左右対称なパターンをして

いるが,それより下部の微小なクラックを多く含

む下部 2層には対称性が欠け (A― A′)面に沿って

下層部が左側から右方向に張り出している姿が明

瞭に認められる これらはリッジ型割れ目発生後
に下層部分の増厚が進行するとともに水平方向に

も変位 しつつ成長 していることを物語っている.

荒川 (1954)は「御神渡りJの起こる必要条件

として「氷厚が 10 cm前後となり,そ の後 2～ 3

日目に最低気温がマイナス 10℃ 以下の快晴で冷

却の大きい日に,空気に接する上面と水に接する

下面の間の温度勾配の大きい時Jであると述べて

いる。これは氷板中に誘引される熱応力場の出現
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図 5 リッジ型割れ目の走行に直交して切り出した氷板の断面図のスケッチ (1975年 2月 15日 )
上層部の丸印は気泡, 下層の小さな縦線は微小クラック中で凍結した氷, リッジ直下の長
い縦線は大きなテンサイル・クラックを示す 下部の微小クラックを多数含む 2層はリッ
ジ型割れ目の後に形成され A―A′面に沿って図中左から右ヘスリップしている これは下
層部分が横方向に成長したものであることを示唆する。
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が「御神渡り」発生に不可欠の要素であるととも

に,有効な温度勾配を生 じるためには臨界氷厚

(例えば 10cm)が存在することを示唆している

観測データから推論される新しい成因論

上記の 3つ のデータは観潰1し た時期や場所は異

なる。それらを恰も同期して起きている現象と看

倣すことはやや飛躍があるかも知れないが,関連

付けて解釈すると氷と水の接触する氷板の下面近

傍で水―氷の相転移を媒介 したダイナミックな変

動現象作用が進行 している姿が浮かび上 ってく

る。その過程を簡潔に述べると次のようにまとめ

られる。

全面結氷 し厚さが 10 cm程度に成長 した臨界

氷厚の氷板が夜間に表面から冷却されると氷板中

の温度勾配が増大 し下面近 くに伸張場が出現す

る.そ れに伴って微小なテンサイル・クラックが

下面近傍に形成され,下方から0℃ 近くの水がク

ラックに浸透 して氷板をわずかに暖める しか
し,やがて上方からの冷却効果が優勢となり浸透

した水は氷へと相転移を起こす。この時クラック

の体積は約 10%増加する 下面近傍に多数のク

ラックが存在すれば相転移に伴う体積増は選択的

に下層部分を横方向に拡大させ夜間の氷板膨張に

寄与する 相転移はPT条件を満たせば瞬時に起
きる現象であるから放射冷却の厳 しい夜間には氷

板は急激に膨張し,そ の倶1圧は巨視的な破壊を突

発的に引き起こす要因となり得る.すなわち「御

神渡りJの発生である.

ここで述べた新しい成因論は「水が凍って氷に

なれば膨張するJと の H20の相転移が基本にあ

る 通説となっている成因論は「氷は暖められると

膨張する」という熱膨張の物理を根拠にしている.

氷板の膨張という過程はどちらも同じであるがそ

の背景の物理過程はまったく異なっている.そ し

てこの時重要な条件は夜間の冷却時の下面近傍の

伸張場の出現である.そ の大きさは気温の低下に

比例し最低気温の出る明け方に最高になる.下面

の伸張場の重要性については Weertman(1971)

に詳 しく論 じられている.

新 しい成因論では,「小さな破壊は漸次冷却傾

向にある午後から夜間に,大きな破壊は夜間の冷

却が厳 しい深夜に大音響を伴って発生するJと の

田中 (1917)や中沢 (1968)の 観察結果と調和す

る また氷の塑性変形による応力緩和は夜間の冷
却時に相対的に小さくなることからも音響を伴う

脆性破壊の発生に好都合である。

日中の気温上昇の効果は氷板を膨張させ,夜間

に形成された「御神渡り」のエッジ部分の変形の

増幅,すなわち鞍状隆起量や氷板の食い違い量を

増大させることに寄与 している 図 3に 示 した
1976年 2月 1日 午前中の実測では食い違い量は

43cmであった。また,食い違い量の速度は微小

氷震の発生頻度と正の相関を示す (Hamaguchi

and Goto,1978).気温上昇は塑性変形の促進に

寄与するが,「御神渡りJのような脆性破壊の真の

発生要因にはならない.

終 わ りに

直感的にわかり易く通説となっている気温の上

昇に伴う熱膨張説に代わり,い くつかの「観測」

事実をもとに「御神渡りJ発生は氷板下部の微小

割れ目に浸透した水が氷へと相転移しそれに伴う

体積増が主な要因であるとの成因論を提案した.

氷は透明であるが夜間に氷板下面近傍で起きてい

る相転移は「観察Jか らは確認ができない現象で

ある.

地震の前兆現象のメカニズムとして「ダイレタ

ンシー・水拡散モデル」 (Scholz et al,1973)が

多 くの地震学者の間で一時もて囃された時期が

あった.今回提案した「御神渡りJの新しい成因

論はこのダイレタンシーモデルと類似したところ

があり,「 ダイレタンシー・水拡散 。本目転移Jモデ

ルと呼ぶことが出来るかも知れない。

Matuzawa(1964)は その著書の第 10章「地震

の熱力学」で地震発生の場を定量的に議論 してい

る.地震発生の理論には歪みエネルギーの蓄積を

どう想定するかによって大きく2つ の考え方,す

なわち,「Magma cratic theoryJと「 Elastic re‐

bound theory」 があるとした上で,前者の立場に
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立って議論を展開している.前述の引用文の冒頭
に 「If magna is intruded in cracks… J という場長

現が使われているのはこのためである。

地殻底でのマグマ貫入を想定 した議論の中で展

開されている「周囲をクランプしたプレートを一

方から加熱 した時の歪み場の問題」や「固体と液

体の相変化J等の検討内容は驚くほど「御神渡りJ

のケースと類似点が多い。「御神渡りJの起きる水―

氷の媒質は一成分 2相の単純な媒質である.しか

し地震の起きる地殻は多成分系の複雑な媒質であ

り固体―液体の相転移は単純でない.Matuzawa

(1953)が「地震の熱力学Jの理論を構築する際に

はいつも「地震Jと「御神渡りJの アナロジーが

背景的に存在 したのではないかと筆者には思えて

ならない.

短期間しか存在しない氷プレートの破壊現象で

ある「御神渡りJは,学問の細分化によりその実

体が必ず しも明らかにされないまま今日に至っ

た その機構は水―氷の相転移というミクロの世
界の相互作用とそれに随伴する体積変化が引き起

こしたマクロな世界の破壊現象であり地震学でい

う「松澤過程Jに他ならない.
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地震予知連絡会の歴史小論

植田 動
い

1.は じめ に

地震予知連絡会は,2008年度をもって設立 40周

年を迎えた。この 40年の間に,それぞれの時代を

代表する地震学をはじめとする多様な学問の専門

家が委員として参加 し, 180回以上に及ぶ全体会

議と,特定地域部会等数々の部会が開催され,膨

大な時間をかけて地震現象の理解と予知の実現を

目指して,様々な検討と熱い議論が行われてきた.

これらの議論の結果は,地震に関する専門的な立

場からの情報として発信され,社会に大きく貢献

してきた。毎回の議論の結果は,地震予知連絡会

会報としてまとめられ,公開されている (http://

cais gsi go jp/KAIHOU/index html).他 方,地

震予知連絡会は 10年 ごとに「地震予知連絡会の

あゆみ」を刊行し,その歴史を記録してきた.40年

を迎えた現在,「地震予知連絡会 40年のあゆみ」

の作成が行われている.40年のあゆみは,昨年 8

月ごろから第 20期 (2007～ 2008年度)の委員を

中心として関係者が執筆し,現在は最終稿の編集

を行っている.刊行は 2009年 8月 ごろとなる予

定で,地震予知連絡会のホームページにも掲載さ

れることとなっている.

筆者は, この 3月 まで地震予知連絡会の事務局

員の一人として地震予知連絡会の会議に参加 し,

「40年のあゆみJの編集作業にも携わってきた。
この間,編集作業を行う以外にも地震予知連絡会

の歴史についても調べる機会を持ったので, ここ

で改めて地震予知連絡会の歴史を簡単に振り返っ

てみたい。なお,本稿に記す以下の内容は,筆者

の私見であることをお断りしておく.

2.ブ ループリントから地震予知連絡会発足まで

地震予知を目的とした観測の種類や方法を具体

的に検討 し,実際的な計画を立てることにより,

その第一歩を踏み出すことを目的として,昭和 37

年 1月 に地震学会の有志により「地震予知 現状
とその推進計画」 (ブループリント)が作成され
た.ブループリントの完成により,地震予知にむ

けての第一歩が踏み出された.次にこれを実施の

段階に移行するため,文部省測地学審議会に地震

予知部会が設置され,計画が具体化された。そし

て,昭和 39年 7月 18日 に「地震予知研究計画の

実施についてJ(第 1次計画)が関係大臣に建議さ

れた (図 1).

その後,昭和 40年 8月 頃から昭和 42年 9月 頃

にかけて発生 した松代群発地震や昭和 43年 5月

16日 に発生 した十勝沖地震を契機に地震予知へ

の社会的要請が高まり,10年間を目処とした「地

震予知研究計画の実施について」を追加改訂する

形で,昭和 43年 7月 16日 に「地震予知の推進に

関する計画の実施についてJ(第 2次計画)が建議

された.こ の計画は,地震予知に役立てる基礎

データの収集という第 1次計画の立場を変えて,

予知の実用化を志向したものとなっており,前述

の松代群発地震の際に関係機関や大学が集まり検

討会を設置し,情報の一元化を図った経験をもと

に,第 6条 (計画の総合的な推進体制)において

以下のように述べている.「以上の諸計画の円滑

かつ効率的な実施をはかり,総合的かつすみやか

な成果を期するためには,各分担機関の密接な協

力および各種観測資料の能率的な解析と総合判断

が不可欠である.こ のため, とりあえず次の措置

により,計画の総合的推進体制を確立する必要が

ある.(1)各分担機関の情報交換を常時行うととも

地震予知連絡会の歴史小論―-65
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図 1 地震予知連絡会発足までの流れ

に,そ れらの情報の総合判断を行うため,地震予

知に関する連絡会を設ける。(以下省略)J.こ の考

え方に基づき,昭和 44年 4月 地震予知連絡会が

発足した このようにして設置された地震予知連
絡会は,計画の総合的推進体制のいわばヘッド・

クォーターにも相当する重要な任務を担うことに

なった。

3 地 域 指 定

第 2次計画は,限りのある観測機器や人的資源

を有効に活用するために,地殻変動等の異常な現

象の起こった地域や科学的知見から地域を指定

し,集中的に観浸1研究を行うという,いわゆる「 3

段階エスカレート方式」の地震予知戦略が採用さ

れた。この戦略に基づき,地震予知連絡会は,4つ

の基準 (① 歴史時代に大地震が起こった記録のあ

る地域,②活構造地域,③地震多発地域,④ 東京

など重要地域)を設定した上で,測地測量データ

を参考に,昭和 45年 2月 20日 に観沢1強化地域と

特定観浜1地域を指定した (図 2左図).

その後,昭和 49年 2月 28日 には,漫1地沢1量デー

タから駿河湾内で大きな歪みエネルギーが蓄積さ

れていることが明らかになったことから,東海地

域は特定観浪1地域から観測強化地域に格上げされ

た.

66-地震ジャーナル 47号 (2009年 6月 )

※ 3段階エスカレート方式

第 0段 全国にわたる基本的測地,験潮および大,
中,小地震観測

第 1段 4つ の基準→特定観測地域 (平時から研究観
測を強化)

第 2段  (第 0段, 第 1段の観測により)異常な現象
が発見された地域
→観測強化地域 ((地震予知連絡会の協議に

基づき)移動観測班等による観測強化)
第 3段  (第 2段の観測資料を地震予知連絡会におい

て検討の結果)異常な現象が地震に関連するも

のと認められた地域→観測集中地域 (移動観測

班等を必要数集中と高密度での従来の研究観

測実施)
→地震予知の実用化に努める

また,昭和 53年 8月 21日 には,地域の選定方

針を明文化するとともに,地域指定の見直しが行

われた (図 2右図)

4.東海地震への対応 (図 3)

昭和 40年代半ばになると,測地測量から得ら

れた日本全国の水平変動ベクトルから,地震エネ

ルギーの未解放地区として東海地方が着目される

ようになった。さらに,昭和 51年には,駿河湾で

1854年安政東海地震以来の巨大地震が差 し迫っ
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図 2 地震予知連絡会指定地域の変遷

図 3 東海地震への対応に関する流れ

ているという「駿河湾地震説Jが発表された.

これに対 して地震予知連絡会は,「現在までの

観測結果によれば,発生時期を推測できる前兆現

象と思われるものは見いだされていないJと の総

合判断を行う一方で,東海地域においてはさらに

観浪1を強化する必要があるとした。

このような背景もあって地震予知への社会的要

望は次第に大きくなり,昭和 51年 12月 17日 に

第 3次地震予知計画Jが再度見直され,東海地域

の観浪1強化,監視体制の充実,判定組織の整備等

について建議された

この建議に基づき,地震予知推進本部は「東海

鐵鞠1鉾毎
1宣饉趣鷲縦定褒麟
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霧麗…懸鷺鷹い。つしヽて
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地域の地震予知体制の整備について」を決定し,

地震予知連絡会の内部組織として東海地域判定会

が設置され,そ の庶務は気象庁の担当となった

各機関による観沢1データは,気象庁にテレメータ

され,データに異常が発見された場合は, これが

大地震に結びつくものかどうかを判断する体制が

整った.

観測体制の強化や東海地域判定会の設置によ

り,東海地域での大規模地震において予知情報が

出される可育旨生がでてきた。このような予知情報

を防災対応に結びつけるための措置が求められる

ようになり, また,昭和 53年 1月 14日 に伊豆大

島近海地震が発生 し, この地震で多くの被害が出

たことが契機になって,昭和 53年 6月 15日 大規

模地震対策特別措置法が制定された。

大規模地震対策特別措置法に基づき,東海地域

は地震防災対策強化地域に指定された また,判
定体制も,気象庁に地震防災対策強化地域判定会
が設置され再編された。これに伴い,地震予知連

絡会東海地域判定会は廃止された

5.地震防災対策特別措置法制定と
地震予知連絡会の役割 (図 4)

平成 7年 1月 17日 兵庫県南部地震が発生 し,

神戸市や淡路島北部を中心とする地域に壊滅的な

被害をもたらした この地震は, これまでの地震
予知の体制を大きく変えるきっかけとなった。

測地学審議会は,平成 7年 4月 20日 に「第 7次

地震予知計画の見直しについてJを建議し, これ

まで地震予知観測研究の蓄積によって得られた情

報の社会への適切な提供や利用の一層の推進,地

震発生のポテンシャル評価のための観測研究の強

化の必要性を提示した その後,平成 9年の「地
震予知計画の実施状況等のレビューについて (報

告)」 や研究者有志による平成 10年の「新地震予

知研究計画 -21世紀に向けたサイエンスプラ
ンーJに示されている活発な議論がなされた。そ

して,平成 10年 8月 5日 には「地震予知のための

新たな観漫1研究計画の推進についてJを建議 し,

それまでの地震予知計画の方針が大きく変更され

ることとなった。つまり,それまでは,地震の発

生を予知するために,前兆現象を提えることに重

きが置かれてきたが,「地震も含めて地震にいた

る過程そのものを予測することが地震予知であ

る Jと考えられるようになった。

また, この地震を契機に,地震防災施設および

設備の整備を図るとともに,地震に関する調査研

究の推進のための体制整備を図ることを目的とし

て,平成 7年 6月 16日 に地震防災対策特別措置

災害
出来事

建議

平成7年 兵庫県南部地震

平成7年 地震防災対策特別措置法

平成7年
地震調査研究推進本部設置

・総合的推進体制のヘッド・クォーター的機能
・調査観測結果の総合的評価機能
・社会 (防災関係)への情報提供機能

平成10年

地震予知のための新たな観
韻1研究計画の推進について

平成7年

第7次地震予知計画
の見直しについて
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図 4 兵庫県南部地震後の流れ



法が制定された。この法律に基づき,政府の特別

の機関として地震調査研究推進本部 (以下「地震

本部」という。)が設置された.地震本部はその役

割として,1)総合的かつ基本的な施策の立案,2)

関係行政機関の予算等の調整,3)総合的な調査観

測計画の策定,4)関係行政機関,大学等の調査観

測結果等の収集,整理,分析および総合的な評価,

5)上記の評価に基づく広報を行うこととなった.

4)の役割については,そ の下部組織である地震調

査委員会が担うこととなった。

地震予知連絡会は,発足以来それまで一貫して

地震予知計画の総合的推進体制のいわばへ ンヽド・

クォーター的な役割や調査観測結果の総合評価を

行ってきた。兵庫県南部地震を契機とした「第 7

次地震予知計画の見直しについて」においても,

地震予知連絡会は,観測データ流通の高度化や日

常的な情報交換の推進,調査観測結果の総合的評

価機能の強化,社会 (防災関係)への情報提供機

能の強化を図るべきであるとされた。しかし,そ

の後制定された地震防災対策特別措置法により新

たに設置された地震本部において地震に関する評

価が行われることとなり,地震予知連絡会の機能

の一部が引き継がれることとなった

6.地域指定の解消と「重点検討課題」の導入

3で述べたとおり,限られた/ig源を最大限に活
用するために地域を指定し,集中的に観測研究を

行うという地震予知戦略がとられてきたが,平成

15年 7月 24日 に建議された「地震予知のための

新たな観測研究計画 (第 2次)の推進についてJ

において「これまでの特定観測地域等の在り方を

抜本的に見直す必要がある」との指摘がなされ

た.その後,平成 17年の地震本部による「全国を

予知連絡会におけるこれまでの検討の方法

地殻変動等の異常な現象の起こった地域や科学的な知見から地l・Aを指定し

各種の観波J研究を集中自うに行うことにより得られる情報についての検討や情

報交換を実施

一

地震予矢[躍絡会

地震予知連絡会における今後の検討図 5

地震予知捜絡会t特定観灘地域'畿濃

'強

ギヒ地域縮才憾定囀ヨ抒]鋪年,

地震予知を取り巻く環境の変化

○全国自ヽミ 根1網の整備(GEONET、 H卜 net等|の推進
○科学の進歩による多様な地震像の発見
〇全国どこでも起こり得る地震

→ 地域の枠組みを超えた検討が求められている。

0固定した地域にとらわれず全国を対象とした検討ヘ
0従来の地域指定を解消
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平成15年

罐穫予無働ための続たな鸞癬研究
難麒 驚2次 )の機饉14ついて

`                          ,

嚢“‖量鵞警薔‡‡1融曇溝卜◎1 平薩 0年 11潟「量慮機 9・l轟饉1の導入

図 6 会議運営方法の変更に関する流れ

概観した地震動予測地図Jの作成を契機として,

地震予知連絡会は,平成 19年度に地震予知連絡

会の地域指定を抜本的に見直すための検討を行っ

た。その結果,全国的な観測網の整備,新たな地

震像の発見等の背景から従来の地域指定を解消

し,全国横断的かつ機動的に注目すべき現象・課
題についての検討や情報交換を実施することと

なった (図 5, 図 6).

さらに,平成 20年 11月 17日 には,「地震及び

火山噴火予知のための観測研究計画 (建議)J(平

成 20年 7月 17日 )に示された地震予知連絡会の

役割,「地震・火山現象予浪1の ための観測研究の

推進を図るために,地震活動 。地殻変動等に関す
るモニタリング結果を中心とした情報交換を行

い,モニタリング手法の高度化を検討するJを達

成するため,地震予知研究にとって興味深い現象
や問題等を「重点検討課題」として選定し, これ

について集中的に検討する会議運営方式に移行し

た (図 6).

7.お わ りに

これまでの地震予知連絡会を振 り返ってみる

と,建議に基づいた自由な発想で新たな仕組みや

体制を生み出すことで地震予知に貢献 してきたと

いえる.ま た, これらはその後の法令に基づく新

たな機関へと引き継がれていき,そ れぞれ発展 し

ていったことも忘れてはならない.

今後は,「重点検討課題Jを中心とした新 しい会

議運営方式で充実した内容の活発な討議を行うこ

とにより,地震コミュニティーにおける共通理解
を深めること,地震予知の実現に向けてのさらな

る貢献が期待される.

最後に,筆者にとって,地震予知連絡会の事務

局の一員として会議の議論や 40年のあゆみの編

集作業に携わることで,地震観測および予知研究
の最前線の状況に触れ,ま たわが国の地震予知の

歴史について学ぶことができたことは,非常に貴

重な体験であった。現在では事務局として直接関

わることはないが,事務局を担当する機関の一員
として今後も地震予知連絡会の発展に少しでも貢

献していければと考えている.
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■地震本部 トピックス■地震調査研究推進本部事務局

(文部科学省研究開発局地震・防災研究課)

新たな地震調査研究の推進について

一地震に関する観測,測量,調査及び研究の推進についての

総合的かつ基本的な施策一 (概要 )

日開催の中央防災会議の議を経て地震調査研究推進本部決定―-4月 21

はじめに

平成 7年 1月 に発生 した阪神 。淡路大震災を契

機に,地震に関する調査研究を一元的に推進する

地震本部が設立されました。平成 11年 4月 には

「地震調査研究の推進について一地震に関する観

測,潰1量,調査及び研究の推進についての総合的

かつ基本的な施策一 (以下,「総合基本施策」)Jが

策定され,そ の下で,我が国の地震調査研究は一

定の成果を上げてきました

一方,そ れから 10年程度が経過 し,地震調査研

究を取 り巻 く状況は変化 しつつあります 例え
ば,東海・東南海 。南海地震や首都直下地震等の

甚大な被害を生 じさせる地震が今後 30年程度の

間に高い確率で発生すると予想されるようになり

ました。こうした地震災害から国民の生命・財産

を守り,豊かで安全・安心な社会を実現するとい

う国の基本的な責務を果たすため, この 10年間

の環境の変化や地震調査研究の進展を踏まえつ

つ,将来を展望した新たな地震調査研究の方針を

示す「新たな地震調査研究の推進について一地震

に関する観測,測量,調査及び研究の推進につい

ての総合的かつ基本的な施策― (以下,「新総合基

本施策J)Jを地震本部において策定することとし

ました.本施策は,今後の地震調査研究の基本と

なるとともに,地震本部の活動等の指針となるも

のであります.

第 1章 我が国の地震調査研究をめぐる諸情勢
1.こ れまでの主な成果

平成 11年 4月 に策定 した総合基本施策におい

て,当面推進すべき地震調査研究等として示した

課題は,こ の 10年間,国,関係研究機関,国立大

学法人等が連携 。協力した体制の中で,いずれも

一定の成果が上げられたと言えます。

(基盤観測網の整備)

高感度地震観測網や GPS観測網等,世界的

にも類を見ない全国棚密かつ均質な基盤観浪l網

が整備されるとともに,そ の観浪1データの幅広

い流通・公開が実現しました

(基礎研究の推進による知見の獲得)

科学技術・学術審議会の建議等の下,基盤観

測網等で得られる観測データを基に,低周波微

動やスロースリップ現象の発見, アスペリティ

モデルの構築等,地震発生メカニズムの解明に

繋がる新たな知見の獲得が進みました。

(全国を概観 した地震動予測地図の作成)

全国 110の主要活断層帯及び主要な海溝型地

震を対象とした調査観浪1・ 研究をもとに,地震

の発生場所,規模,将来的な発生確率について

の評価を行い,順次公表しています。さらに,平

成 17年 3月 に長期評価や強震動評価等の結果

を統合した「全国を概観 した地震動予測地図J

を作成 。公表するとともに,最新の成果に基づ

いて毎年更新を行っています.

(緊急地震速報の開始 )

地震発生直後に震源に近い観測点で観潰1さ れ

た地震波を解析して,震源や地震規模を即時推

定する技術が開発され,強い揺れが発生する直

前にその予測結果を知らせる緊急地震速報につ

いて,気象庁が平成 19年 10月 よリー般への提
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供を開始しています .

2.地震調査研究を取り巻く環境の変化
総合基本施策の策定から約 10年間が経過 し,

我が国の地震調査研究を取り巻く環境は変化 して

きています.例えば,こ の 10年間でも大きな被害

を伴った地震が幾つか発生 し,長周期地震動によ

る構造物等への影響や,ひずみ集中帯や海底活断

層で発生する地震の存在が強く国民に認知される

ようになりました.ま た, インドネシアのスマト

ラ島沖で発生した地震・津波災害や中国四川省で

発生 した地震災害によって,地震多発国である我
が国においても甚大な被害が発生する危険性があ

ることを改めて認識させられました。

3 今後に向けた課題
これまでに地震本部が実施 してきた長期評価や

現状評価は,例えば,東南海地震のみが発生 した

後に南海地震がどのように発生するかというよう

な,地震の詳細な切迫度についての情報を提供で

きる水準に至っていません.我が国の将来を見通

したとき,国難となり得る東海 。東南海・南海地

震やそれらと前後 して発生する可能性の高い地震

を対象とした調査観測研究を強力に推進すること

は,最 も重要な課題であります。

また,活断層のごく近傍では,強震動のほかに

断層のずれによる被害が生 じることが考えられる

ため,活断層の位置形状の把握が重要ですが,現

行の評価で用いられている活断層図の精度は必ず

しも十分ではありません.

地震による被害を軽減するためには,理学,工

学,社会科学分野の連携の下,具体的な調査観潰1

研究,防災・減災対策に向けた取組を推進する必

要があります

第 2章 基本理念と「新たな地震調査研究の推
進について」の位置づけ

1.地震調査研究の基本理念
地震災害から国民の生命 。財産を守り,安全・

安心な社会を実現するため,将来発生 し得る大規

模な地震に関して,過去及び現在の地殻活動等を
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把握 し,よ り精度の高い地震発生予浪1及び地震

動・津波予測を実現 します

当面は,今後 30年間の発生確率が高いだけで

なく,発生した場合に我が国の社会・経済活動に

深刻な影響を及ぼす東海 。東南海・南海地震や,

それらと前後して発生する可育旨生の高い地震, さ

らに首都直下地震等に関する調査研究を総合的か

つ戦略的に推進します

こうした調査研究の成果を確実かつ迅速に国民

に発信することにより,国難というべき地震災害

を生 じさせるこれらの地震に対して,被害を最小

限に抑えることの出来る社会の構築に積極的に寄

与 します.

2.「新たな地震調査研究の推進について」の位

置づけ

(1)本施策の位置づけ

新総合基本施策は, これからの 30年間程度の

長期を見通 しつつ,当面 10年間に取り組むべき

地震調査研究に関する基本目標を示すとともに,

その達成に向けた具体的手法, さらに研究推進の

ために横断的に取り組むべき重要事項等を提示す

る計画として位置づけます。

(2)「地震及び火山噴火予知のための観測研究計

画の推進について」 (建議)と の関係

新総合基本施策は,地震防災・減災の実現に資

するため,政府として推進すべき地震調査研究の

基本を定めた戦略的な計画であり, ここで示す基

本目標の達成に向けては,科学技術・学術審議会
の建議に基づく基礎的研究の成果を取り入れて推

進 していくことが必要であります

第 3章 今後推進すべき地震調査研究
1 当面 10年間に取り組むべき地震調査研究に
関する基本目標

(1)海溝型地震を対象とした調査観測研究による

地震発生予測及び地震動・津波予測の高精度

化

① 総合的な調査観測研究
現在の長期評価は,過去の地震発生履歴のみに



基づいているため,地震の時空間的な連動発生の

可能性等を評価できるものではありません。この

状況を打破するためには,基盤観測網で得られた

観測データ等を用いて,プ レート境界の応力やす
べり速度等の現状評価を高度化し,それらの成果

を数値シミュレーションに取り込むこと等によっ

て,地震発生の予測精度を向上させる必要があり

ます.

このため,基本目標として,

○海溝型地震の連動発生の可能性評価を含めた地

震発生予測の精度向上

を設定し,そ の達成に向けて,「海域における重点

的なリアルタイム地震観測網の整備」,「プレー ト

境界の応力等の把握のための地震・地殻変動観

潰lJ,「海陸統合の地殻構造調査J,「海溝型地震の

物理モデル構築のための調査研究」,「海溝型地震

の発生予漫1手法の開発J等を,科学技術・学術審

議会の建議による基礎的観浜1研究の成果も活用し

つつ,総合的に推進します.

② 戦略的な防災・減災対策に資する取組
(a)地震動予測技術の高度化

緊急地震速報は,大規模な海溝型地震が発生 し

た場合の震源域近傍における大きな予測誤差が技

術的問題として残されており, これを解決する一

つの方法として,海域での地震観測網の強化が挙

げられます.

また,直接被害に結びつく地震動の諸特性の解

明については,全国を概観 した地震動予測地図の

作成等を通じて,あ る程度の成果があったと言え

ますが,詳細については未解明の課題も多く,長

周期地震動に関する調査研究や,軟弱地盤の挙動

把握,人口棚密地域における強震動予潰1の高精

度・高解像度化等を実施 していく必要がありま

す.

このため,基本目標として,

○震源破壊過程の即時推定技術及び各地域の特性

に応じた強震動予没1の高精度・高解像度化,並

びにそれらの適用による緊急地震速報の高度化

を設定し,そ の達成に向けて,「海域を中心とした

地震観浪1網の強化J,「各地域の特性に応じた地盤

データの収集J,「海溝型地震により発生する強震

動に関する調査研究J,「地震動の即時予測技術の

高度化J,「海溝型地震を対象とした強震動シミュ

レーションの高度化」等を総合的に推進します

なお,緊急地震速報の高度化については,沿岸

部や内陸の活断層で発生する地震に対する減災効

果も図るべく,現行システムの技術的困難の克服

を目指 した研究開発等を推進します.

(b)津波予測技術の高度化

津波災害軽減のために必要な津波予漫1に は,地

震発生直後に出される津波即時予没1(津波予報警

報)と ,地震が発生する前に提供する津波予潰1が

あります 前者については,現在は地震発生後数
分程度で津波予報警報が気象庁から発表されます

が,そ の精度は必ずしも良いとは言えません。発

生直後に震源に近い海域で観測された津波データ

を即時に利用することが出来れば,津波即時予沢1
の精度は格段に向上 します.ま た,後者について

は,将来発生するであろう津波を,津波波源モデ

ルの精緻化や浅海域の詳細な地形データの取得に

より高度化することで,地域住民や地方公共団体
の防災・減災対策や実際に津波が発生した場合の

避難行動や安全な土地利用を促す効果がありま

す。

このため,基本目標として,

○海域で観測された津波データの即時利用や津波

波源モデルの精緻化による津波予測技術の高度

化

を設定し,そ の達成に向けて,「海域における津波

観測網の整備」,「海底地形・沿岸地質調査J,「海

溝型地震により発生する津波に関する調査研究」,

「津波の即時予演1技術の高度化J等を総合的に推

進します.

(2)活断層等に関連する調査研究による情報の体

系的収集・整備及び評価の高度化

活断層等に関連する基礎的情報は未だ十分に整

備されておらず,そ こで発生する地震については

未知な部分も多く,一層の調査研究が必要とされ

ています.
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例えば,首都圏では,地下構造が複雑で,多種
の震源断層の存在が想定されているにもかかわら

ず,十分な情報が得られていません。今後はこう

した地域に分布する活断層の詳細位置や地下の震

源断層の形状を把握 し,当該地域で発生し得る地

震動の特性を明らかにする必要があります この
ため,平成 17年 8月 に策定された「今後の重点的

調査観測についてJにおいて調査観測の対象とし

た活断層に加え,現行の評価結果において大規模

地震の将来発生確率が高いとされた地域や大規模

地震が発生した場合の社会的影響が大きいと予想

される地域等を対象とした更なる調査及び評価を

実施 し,そ の結果を広 く社会に提供することが重

要となります。また,こ の 10年間に被害地震が多

く発生 した沿岸海域及びひずみ集中帯を対象とし

た調査を実施 し,発生 し得る地震の規模と地震発

生の可能性を評価 していく必要があります さら
に,「地震に関する基盤的調査観沢1計画」におい

て,調査対象に位置付けられていない短い活断層

で発生する地震については,主に既存のデータを

活用し,必要に応じ調査を行い,評価を高度化す

る必要があり,地表面に現れていない断層につい

ては,活断層が途切れる場所や活櫂曲が分布する

地域を中′Ёヽに調査 し,評価を実施する必要があり

ます.

このため,基本目標として,

○発生確率が高いあるいは発生 した際に社会的影

響が大きい活断層等が分布する地域を対象とし

た評価の高度化

○沿岸海域の活断層及びひずみ集中帯を中心とし

た未調査活断層の評価の高度化

○短い活断層や地表に現れていない断層で発生す

る地震の評価の高度化

〇上記の 3つ の基本目標の実現による「全国を概

観 した地震動予測地図Jの高度化及び活断層の

詳細位置図に各種調査・評価結果を記 した「活

断層基本図 (仮称)Jの作成

を設定し,そ の達成に向けて,「活断層の詳細位置

把握のための調査J,「地下の断層面の詳細かつ三

次元的な位置形状の調査」,「断層活動履歴に関す

る調査J,「地震発生の危険度評価の高度化J,「地
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域特性を反映した強震動予測評価に関する研究J

等を総合的かつ効率的に推進 します

(3)防災・減災に向けた工学及び社会科学研究を

促進するための橋渡し機能の強化

防災・減災対策を進めていく上で,地震調査研

究と地震防災研究は車の両輪であり,そ の一方が

欠けては社会に還元できる成果とは成り得ませ

ん。したがって,地震調査研究の成果を地震防

災・減災対策に役立てるため,地震ハザード研究

をリスク評価に効果的・戦略的に結びつける等 ,

その成果を工学的・社会科学的な研究へ強力に橋

渡しすることが必要となります

これら両者の研究を繋ぐためには,地震調査研

究の成果をただ公表するだけでなく,成果を工

学 。社会科学研究の側が有効に活用できなければ

なりません.

このため,基本目標として,

O工学・社会科学研究の観点での地震調査研究の

成果情報の整理・提供

○地震被害軽減に繋げるために必要となるデータ

の体系的収集 。公開及びこれらを活用 した工

学・社会科学研究の促進

を設定 し,そ の達成に向けて,「工学・社会科学的

な研究のニーズの把握」,「工学 。社会科学的な研

究に活用可能な各種ハザード情報の整理」を推進

します.

また,地震調査研究の成果を地震被害の軽減に

繋げるために必要となる,「強震観潰1に よる地表

及び構造物等の地震動波形データの取得」,「実大

三次元震動破壊実験施設 (E―ディフェンス)等を

用いた地震動による構造物等の応答に関する研

究J,「構造物等の被害を高精度で推定するための

研究J,「 リスク情報を提供するシステムの構築」

等を地震本部として促進 します.

2.横断的に取り組むべき重要事項
(1)基盤観測等の維持 。整備

これまで整備された基盤観測網は,世界的にも

類を見ない桐密かつ高精度な観浪1ネ ットワークで

あり,地震調査研究を推進する上で,最も基盤的



かつ重要な観測設備でありますが,他方,強震観

測網のリアルタイム化や広帯域地震観測網の展開

等,残された課題も存在します。このため,

○海域のリアルタイム地震・津波観漫1網の整備

○陸域の棚密基盤観測網の維持管理・強化

を横断的に取り組むべき重要事項として位置づけ

ます。

これまで,基盤観測網の整備は,国立大学が既

に保有していた観沢1設備を除き,地震本部の方針

等の下で国が計画的に実施してきましたが,国立

大学の観測設備については法人化に伴う経費節減

により,そ の維持管理が困難になっているので,

大学等の観浪1網が全体として維持できるように努

めます.

一方,機動的観測は,今後,運用時における研

究機関の連携を一層強化するとともに,特定の研

究機関の支援等により,観測機器の維持管理・更

新がより合理的に実施できるような体制の整備を

推進 します.

衛星観浪1技術や海底地殻変動観沢1技術は,今後
の地震調査研究の進展に大きく貢献すると期待さ

れるため,解析技術の普及と向上のための取組を

推進します.

なお, これらの基盤観測等から得 られる観浪1

データについては,地震調査研究をよリー層発展

させるために,円滑なデータの流通・公開を一層

促進します。

また,地震活動と火山活動は同じ海洋プレート

の沈み込みに起因する自然現象であり,地震現象
を総合的に理解するために,火山に関する研究を

考慮した効率的な観潰1点配置とすることにも留意

します.

(2)人材の育成 。確保

地震は社会生活と関連した自然現象であり,地

震調査研究を実施する上では,単に地震現象の理

学的な理解のみならず,工学,社会科学的な理解

も必要となります。 このため,「大学における理

学・工学・社会科学の複合的教育の実施J,「若手

研究者向けの研究資金制度の活用J等の推進によ

り,地震調査研究を軸に他の分野にも造詣のある

新 しいタイプの研究者を,関連する学協会等と連

携しながら,育成・確保します.

また,地震調査研究に携わる優秀な人材確保の

ためには,地震調査研究が知的好奇心を刺激する

研究であるとともに,そ の研究成果は地震による

被害の軽減に役立つということを,関係機関が協

力 して確実に社会に広めていく必要があります.

このため,「研究者による積極的なアウトリーチ

活動」等を促進します.さ らに,児童・生徒の理

科離れが進んでいることも懸念されていることか

ら,理数教育の充実に努めます.

国民が地震調査研究の成果を十分に理解し,防

災・減災対策の具体的な取組に結び付けていくに

は,研究成果を分かり易く伝えられる人材が必要
となります.こ のため,学校や地域の防災教育の

担い手として,「橋渡 し的な役害Jを担う専門家の

育成」,「大学の学部学生や大学院生,若手研究者

等が活躍できるような環境を確保・整備J等を促

進します。

(3)国民への研究成果の普及発信

地震調査研究の成果を着実に国民や地方公共団

体等の防災・減災対策に繋げていくためには,地

震調査研究の目標や成果を分かり易 く国民に示

し,地震に関する正 しい理解を得られるようにす

るとともに,地震の発生に伴う被害の認識や,それ

に備えるための防災・減災対策の必要性等に関す

る意識向上に繋げ,具体的な取組に結びつけてい

くことが重要であります.こ のため,「国や地方公

共団体等の防災関係者,民間企業,NPO等 に対す
る研究成果の説明会やその利活用に関する研修の

実施」等により,地震調査研究の成果の情報提供・

成果発信の多様化・充実を図るとともに,「地震

調査研究の成果の利活用や社会への普及啓発を効

果的に行う手法の研究J,「研究者による成果普及

啓発活動やサイエンスコミュニケーション等の多

様な活動の強化J等を推進 します

さらに,普及発信と並行して,研究成果の国民

や防災機関への浸透度及び防災対策促進への寄与

度に関する調査や,国民や地方公共団体等のニー

ズの把握を行い,今後の地震調査研究計画に反映
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させていくことが重要であります。

(0 国際的な発信力の強化

我が国はこれまでに地震災害に関する様々な知

見を蓄積 しており,世界各国で発生する地震災害

に対 して,地震発生予測や緊急地震速報等に関す

る知見や技術を積極的に提供し,地震防災・減災

分野での国際貢献に努めていくことにより,国際

的な発信力を高めることが極めて重要でありま

す。その一環として地震本部も地震・津波に関す

る研究成果を,人的交流等を通 して広く発信して

いきます。このため,「二国間及び多国間での新た

な枠組みによる地震・津波に関する共同の調査観

潰1・ 研究」,「地震・津波観測データ等の相互の流

通・提供」等を推進します.

(5)予算の確保及び評価の実施

新総合基本施策で設定した基本目標を確実に達

成するため,国,関係研究機関,国立大学法人等

は,本施策に基づく地震調査研究の推進に必要な

予算の確保に向けて,最大限努力します 地震本
部は,関係機関の地震調査研究関係予算の事務の

調整を適切に行うとともに,新総合基本施策に基

づき,地震調査研究の着実な推進が図 られるよ

う,我が国全体の地震調査研究関係予算の確保に

努めます.

第 4章 地震調査研究推進本部の役割
1.地震調査研究推進本部の役割の強化
地震本部は,関係機関の協力の下,新総合基本

施策に掲げられた基本目標等が確実に達成される

よう,「新総合基本施策に基づき各省庁で実施さ

れる事業の定期的なフォローアップ及び評価の実

施J,「評価と予算との連動を意識した地震調査研

究関係予算の事務の調整」等により,そ の役割を

強化することを検討します.

2.地震調査研究推進本部と関係機関との連携・

協力体制の強化

地震調査研究で得られた成果については,中央

防災会議が策定する防災基本計画や各種地震に関

する被害想定, さらには地方公共団体が策定する

防災計画に適切に反映されるよう, これまで以上

に関係機関等で成果が活用される体制の構築が必

要であるため,「中央防災会議や地方公共団体等

と密接に連携・協力を図ることができる連携体制

の整備J,「地震調査研究の成果を活用する側から

の要請を,地震調査研究に積極的に反映し,確実

に成果が活用されるようにするための仕組みの構

築J等を行います。
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・地震予知連 トピックス・野口伸一・ ■

重点検討課題

「プレー ト境界深部すべりに係る諸現象」

第 182回予知連絡会が 2009/5/15に開催され,

大竹前会長の後任に選出された島崎新会長の基 ,

「重点検討課題」が議題に取り上げられた 重点検

討課題は,浸1地学分科会の建議「地震および火山

噴火予知のための観没1研究計画の推進について」

(平成 20年 7月 17日 )に基づいて,連絡会の今後

の活動展開の検討の中で,従来の「 トピックスJ

を統合し地震予知研究に興味深い現象や問題等を

集中的に討議する場として打ち出された。今回の

重点検討課題のコンビーナ小原委員 (防災科研)

から,プ レート境界地震の予測精度の向上に貢献

することを目的に「プレート境界深部すべりに係

る諸現象」のモニタリングの現状,検知能力の向

上,諸現象の相互関係, トリガリングに関する検

討を行うとの趣旨説明があった。その後,関係機

関 (防災科研,気象庁,産総研,地理院,名大・

東濃地科研)の資料説明と,海洋機構の中田氏と

東大地震研の宮澤氏の深部低周波微動の トリガリ

ングに関する研究が紹介され,予定の時間枠を超

えて討議された。

1 関係機関の報告
1-1 すべり現象の分類

四国西部～東海地域のプレート沈み込み境界の

巨大地震発生域の深部側領域 (遷移領域)で は

種々のすべり現象が進行中で,現象の継続期間,

発生間隔,空間的広がり,変動の速さ等から5種

類に分類される (表 1,図 1:防災科研).深部低

周波微動 (Tremor)は,15～ 5 Hzの 連続的微弱

震動として最も多く観潰1さ れ,震源決定はエンベ

ローブ相関法 (ECM)で行われる。深部低周波地

震 (LFE)は ,微動の中で位相が比較的明瞭な孤

立的波形について通常の震源決定法で震源が決め

られ,気象庁一元化カタログに記載されている.

空間分布は比較的明瞭であるが,数の上から深部

低周波微動よリー桁程少ない.超低周波地震

(VLF)は ,周期約 20秒 の長周期微弱振動として

[182回 :防災科研記者レク資料]

各現象の特徴

表 1 すべりに関わる5種類の現象の特徴

「プレー ト境界深部すべ りに係る諸現象」

現 象 特徴 観測計器

深 部 低 周 波 微 動

(Tremor)

1 5 5Hzに卓越し、長期間継

続する微弱振動

速度地震計の他、高感度加速度計

(傾斜計 )、 広帯域地震計でも観測

可能

深部低周波地震 (LFE) 微動波形に含まれるやや孤立

的な振動

同 上

深 部 超 低 周 波 地 震

(VLF)

20秒に卓越する長周期微弱

振動

高感度加速度計 (傾斜計)、 広帯域

地震計にて検出可能

短期的スロースリッ

プイベント (S― SSE)

数日間かけて変化する地殻変

動 (～ 0 1 μ radian)

傾斜計、ひずみ計で検出可能

(CascadiaではGPSで 検出可能)

長期的スロースリッ

プイベント (L― SSE)

数ヶ月～数年間かけて変化す

る地殻変動

GPSで 検出可能 (傾斜計、ひずみ計

では一部を除いて検出不可能)
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巨大地震

ど

短織的スロ=スリッ
with微動、超低周波地震

薔L…仁

観浪1さ れ,グ リッドMT法の解析から深部低周波
微動の活動域に発生する逆断層型スロー地震であ

る 一方,短期的スロースリップ (S SSE)は ,深
部低周波微動と同期 して数日間～1週間にわたり

傾斜計や歪計で観浜1さ れる地殻変動で,イ ンバー

ジョンによる断層運動パラメータの推定から,移

動を伴うプレート境界深部の逆断層型スリップイ

ベントである。なお短期的スロースリップは,房

総半島では GEONETの GPS観測点で検出され

るが,西南日本では推定変動量が房総半島よリー

桁小さく,GEONETデ ータから変動を識別する
ことは現時点で難しい (地理院).

これらのプレート境界深部で発生する低周波地

震群・短期的スロースリップは,プ レート境界を

震源として,沈み込みと調和する低角逆断層型の

メカニズムを示すことから,時定数の異なるプ

レート境界深部のすべり現象と考えられる (防災

科研)一 方,長期的スロース リップイベ ント

(L SSE)は ,数力月～数年間に渡って継続する地

殻変動で,主に GEONETの GPS連続観測デー

タで検出される。発生域は上記低周波地震群・短

期的スロースリップより浅部に隣接 している (図

1)最 近では 2000年後半～2005年に東海地方の

浜名湖を中心とした顕著な長期的スローイベン

ト,2003年後半から数力月間継続した豊後水道の
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図 1 ブレート境界における様々なすべり現象のまとめ [182回 :防災科研記者レク資料]

長期的スローイベントが発生 した.

1-2.空間分布

深部低周波微動と低周波地震は,全体にブレー

ト形状走向方向に帯状分布するが, セグメント毎

にクラスター域への集中とその間のギャップ構造

がみられる (図 2:気象庁).エ ンベローブ相関法

と振幅の距離減衰情報を取り入れたハイブリッド

法で震源決定した深部低周波微動は,四国西部～

豊後水道や二重県～愛知県にかけて,前弧側と背

弧側に 2条に幅広く分布する特徴が報告され注目

された (坊災科研)こ の幅広い分布域で深部超低

周波地震 (VLF)と 短期的スロースリップイベン

ト (S‐SSE)が集中的に数多く発生している

1-3.発生間隔,移動性,連動性

一連の顕著な深部低周波微動と低周波地震の活

動 (エ ピソード)に は,地域毎に固有の周期性が

みられる。その発生間隔が長期的スロースリップ

イベントや顕著な地震によって揺 らいだり変化す

ることが報告された。四国西部では,豊後水道の

2002～ 2003年 の長期的スロースリップイベント

に起因 してこの間の発生間隔に揺 らぎがみられ

(防災科研),紀伊半島南部では,2004年 9月 紀伊

半島南東沖地震の影響で 2004年半ば～2005年半

ば低周波地震活動が低下したと推定される (気象

庁).



各地域の深部低周波地震の震央分布図   |
(1999年9月 以降、Mすべて、深さ100km以 浅 )|
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図 2 深部低周波地震 (LFE)の震央分布 [182回 :気象庁資料]

これらのエピソードは,各セグメント内で時間

的にある方向に移動性を持つこと,深部低周波微

動は連続的に移動し,移動速度は平均的に 1日約

10kmで あるが,深部低周波地震はその中の特定

場所に位置すること,微動の移動に伴って深部超

低周波地震や短周期スロースリップが発生するこ

とが報告された (防災科研,気象庁)さ らに,微
動分布のギャップに隣接する地域からバイラテラ

ルに移動する傾向,セ グメントを超えて移動が継

続する連動型の例 (2006年 1月 の紀伊半島→伊勢

湾→東海地域)等,移動パターンの地域的特徴が

まとめられた (図 3:防災科研).こ れら深部低周

波微動の移動のフロントはシャープで,短期ス

ロースリップによる破壊のすべリフロントの伝播

を反映したものと考えられる (防災科研).

1-4.総合観測およびボアホール観測点における

モニタリング

産総研から,2006年度から観測点整備を開始し

た地下水等総合観浪1による成果が報告された 深
さ号1の 3つ の井戸の地震計の鉛直アレイによるセ

ンブランス解析で, ノイズを識別 して観測点付近

下の深部低周波微動の信号が検知される また
2009年 2月 の愛知県での地殻歪み変化の検出と

短期的スロースリップのモデル推定,2009年 3月

の紀伊半島南部のすべり残 り領域での短期的ス

ロースリップの検出例等,総合観浪1の重要性が紹

介された

名大 。東濃地科研は,和歌山県新宮市の深度

500mの ボアホール観測点で, 深部低周波微動の

活動を伴う歪み変化と微動の活動を伴わない歪み

変化の 2種類を検出,前者は微動のクラスター域

に対応する領域の短期的スロースリップイベント,

後者はそれに隣接する微動空白域に発生 した短期

的スロースリップイベントと推定された また微
動活動の静穏期に,歪み変化が最も顕著なスロー

イベントが観測された。これはスロースリップが
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図 3 深部低周波微動の移動方向パターンのまとめ [182回 :防災科研資料]

主体となって連続的に伝播する過程で微動が特定

の場所で誘発されることを示すものとしている。

15.微 動の検出数と地震モーメントおよびすべ

り量

低周波微動がスロースリップによって誘発され

るとの仮定の基に,両者が共通 して出現するエピ

ソードを調査すると,微動検出数の対数と短期的
スロースリップイベントのモーメントの対数は比

伊1関係にある (防災科研)すべての微動エピソー
ドが短期的スロースリップイベントによるとし

て,微動エピソードの検知数から地震モーメント

に換算 し, さらに微動発生域の面積と換算モーメ

ントからすべり量に換算 した。これにより換算す

べり量の空間分布が得られ,地域毎のすべり量の

時間変化はプレート相対速度にはば等 しいことが

示された (防災科研).

東海地域では,最近約 9年間の低周波地震回数
の積算と,短期的スロースリップのモーメント積

算,および長期的スロースリップの推定モーメン

トが比較検討された (気象庁).短期的スロース

リップによるモーメント解放は長期的スロース
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リップ停止後に減少傾向を示すが,長野県南部で

は 2003年以降短期的スロースリップによるモー

メント解放が増加傾向にある。

2 発生メカニズムに関する研究の現状の紹介
21.地 球潮汐 トリガリング

中田氏 (海洋開発機構)は,四国における深部

低周波微動の活動期における顕著な 12時間と 24

時間の周期性を,地球潮汐によるトリガリングか

ら解析,深部低周波微動が応力変化を敏感に反映

することを示した。地球潮汐によるクーロン破壊

応力と,速度・状態依存摩擦構成則に基づく地震

発生率の理論を応用して,観浪1データ (1時間毎
の微動継続時間)を説明するシミュレーションを

行った.短期的スロースリップイベントに伴って

剪断破壊する微動源のモデルの応力変化要因を設

定し,観測データと計算された地震発生率との相

互相関係数が最大になるように諸パラメータを求

めた.そ の結果スロースリップイベントによる過

渡的応力変化は,地球潮汐による応力変化と同程

度の値となった また摩擦構成則の重要なパラ



メータ Aσ (構成パラメータ×実効法線応力)は ,

通常の地震活動より 1～ 2桁小さい値が見積 もら

れた。このことから,遷移領域の応力解放過程を

反映するセンサーとして低周波微動のモニタリン

グが重要であること,今後より詳細な解析が必要

であることが述べられた。

22.深 部低周波微動の遠地地震 トリガリング

宮澤氏 (東大地震研)は,遠地地震による西南

日本の深部低周波微動の誘発事例を示し,微動源

を伝播する表面波による微動の動的 トリガリング

のメカニズムを解析,プ レート境界に沿う流体の

分布状態の重要性を述べられた。2004年 スマトラ

沖地震, 2003年十勝沖地震等, 最近の Mw7～ 9

クラスの遠地地震による深部低周波微動の誘発事

″1は ,表面波のうちレイリー波の通過時に微動が

誘発されることを示している.ラ ディアル方向と

鉛直方向のレイリー波エンベロープの振幅と周期

に深部低周波微動のピークと発生間隔が対応す

る このことから, レイリー波動から微動源の歪
みを計算,さ らに剪断応力と鉛直応力を推定 し

た。震動源では法線応力が減少して,鉛直伸長・

水平圧縮を伴う体積膨張でプレート境界の地震と

同じ剪断破壊の微動が発生する.さ らにスラブか

らプレート境界に供給される流体の量が低周波微

動の活動の要因となる.カ スケードの沈み込み帯

では,主としてラブ波による剪断応力変化で微動

が誘発されることから,カ スケードのプレート境

界では摩擦係数が小さく流体が広く均一に分布 ,

一方,西南日本のプレート境界では摩擦係数が大

きく流体は不均一小規模に分布して,体積歪み変

化の影響が大きいと解釈される.し たがって深部

低周波微動の活動度と動的 トリガリングのメカニ

ズム解明に,プ レート境界の流体の挙動,分布状

態を知ることが重要である.

今回報告された調査資料 と最新の成果につい

て,総合討論では活発な興味深い議論が展開され

た.その中で今後検討調査すべき課題等も浮かび

上がってきた。「プレー ト境界深部すべりに係る

諸現象」について, さらに的を絞って情報交換を

行い共通の理解を深めモニタリングに反映される

ことが望まれる.

野口伸一

[の ぐち しんいち]

現職 (独)防災科学技術研究所総括主

任研究員

理学博士

竃冨η 海

…

報 理輌 彩湘 博 111咎 11
士後期課程修了,科学技術庁国立防災科学技術センター

研究員,(独)防災科学技術研究所海溝型地震研究室長を

経て現職

研究分野 サイスモテクトニクス,地震活動のフラクタ
ル性など
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茂木清夫 著

蝙 写輩撃:
るようになった経緯が記されている.手作りの簡単な装

置を用いた岩石破壊実験から,基本的な地震活動タイプ

(本震・余震型,前震・本震・余震型,群発型)は地殻の

不均質性の程度によるものと推定し,実際の震源カタロ

グから,わが国の地震活動タイプの地域性を明らかにし

た初期の一連の研究は,地震予知の可能性を論ずる場合
に,現在でもよく引用される.三軸岩石破壊実験装置を
工夫して,中間主応力の効果を立証し,指導教授の結論
を覆すに至った,渡米留学中の研究の流れも興味深い

その後,著者が, 日本を代表する研究者として実に多く
の国際学会・会議に参加し,招かれて中国の研究者の育
成,イ ンドヘの専門家派遣などに携わった様子もよく分

かる

これらの回顧の中で,研究成果は英文で書いて国際的
に発信し,英会話が不得手でも国際交流に積極的に参加
することの大切さ,査読制度の問題点など,研究者を志

す者への著者の体験からのアドバイスも伝えられてい

る.

地震活動の時空間分布に関する研究は,著者が長年追
い続けてきたテーマである 大地震発生の移動性,活動
期と静穏期,大地震相互の関連性,地震空白域,大地震
に先行する静穏化など,独特の着眼点で「規則性Jを浮
かび上がらせてきた 本書ではいくつかの章に分かれて
その結果が,分かりやすい図として示されている ただ
し,著者が提唱する「規則性」が本当かどうかを検証す

るには,長期間の観測データの蓄積に待たなければなら
ないことに注意する必要がある.本書には,最近の地震
で自ら追証された例がいくつか示されている

阪神・淡路大震災を契機に,従来の地震予知計画や地

震予知連絡会の活動に対して,理解を欠いた批判が寄せ

られた時期があった これらの推進に努力して来られた
著者がそれに対する反論を「地震予知を考える」(岩波新

書)で世に問うたのは10年前であった その後,地震や
地殻変動の観漬1網が画期的に整備され,さ らに,い ろ

いろなタイプの大地震が相次いで発生したことと相まっ

て,地震研究に新たな展望が開けつつあるが,短期・直

前予知に直接つながるような確実な前兆現象は依然検出

されていない。しかし,本書に引用されている1930年 の

北伊豆地震直後の新聞記事は,80年近く前に直前予知成

功にあと一歩という事例があったことを伝えている こ
の実例などからも,著者も評者も予知できる地震もある

とらわれずに考えよう

地震・火山・着石破壊

評者 津村建 四朗 ■
=■
Ⅲ
==|==■

■●
=|:■=■

|■ |

本書は「まえがき」にあるように,(財 )震災予防協会
の会誌「震災予防」に「私の研究人生Jと して連載され

たものに,新 しい項目や多くの写真,図面を加えて,一

般の読者にも理解できるように書き直されたものであ

る。前稿になかった著者の生い立ちから大学入学までの

思い出からはじまり,「とらわれないで考えよう」を基本

に,地震・火山・岩石破壊の多分野で世界的に高く評価
される研究成果を次々に挙げ,ま た,地震予知連絡会や

判定会の委員・会長として,社会との接点をもつ役割な

どでも長年活躍してこられた著者の「研究人生Jが,平

易な言葉で語られる それぞれの時期の写真を眺めなが
ら読み進むうちに,著者が交わり,そ の長い研究人生の

成長に直接,間接に関わった多くの人々の人物像や訪れ

た国々の研究環境や国情までもが自然に浮かんでくるよ

うに書かれている。

評者は,著者とは共に地震研究所に勤めていた 1970

年代以来の長いお付き合いであるが, これまで伺ったこ

とのない興味深い話も多い.ま ず,小学生時代から54歳

の若さで亡くなられるまで,著者を研究者に導き,成長
させた兄昭夫氏の思い出が語られている このような兄
弟間の一種の英才教育の機会は,少子化によって激減し

ているのではないかと思われる.学徒動員で空襲下九死
に一生を得られたことも,た った 1年間の会社勤めがそ

の後の研究人生に大きく影響しているわけも初めて知っ

た

地震研究所に入り,プ ロの研究者としての最初の論文
で提唱された「茂木モデルJは ,現在でもよく利用され
ている.山川宜男氏が導かれた理論式を,桜島大正大噴

火の水準演1量データなどに適用して,マ グマだまりの位

置,深さ,圧力変化の推定が行なえることを立証し,国

内よりもまず国際的に評価され,「茂木モデルJと称され
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と確信して,研究を進めるべきだとの考えで一致してい 早川正士 著
る                        地球環境とノイズの意外な関係

東海地震予知の「注意報Jの問題や,「地震と原子力発  技術評論社,2009年 1月 ,B6判,199頁,1,659円 (税込み)
電所Jの問題は,著者が地震学者の社会的責任として,

長年主張してこられたものである 読者一人ひとりが認  江戸遺跡研究会 編
識を深め,「とらわれずに考えてほしヽヽJと いうのが,著   災害と江戸時代
者の希望であろう                   吉川弘文館,2009年 1月 ,A5判,232頁 ,5,880円 (税

本書からは,学生,若手の研究者,それらを指導する  込み)
立場の研究者・教育者など,それぞれにとって多くの示

唆が得られると思われるが,「とらわれずに考えようJと  都司嘉宣 著
いう書名だけからこれだけの内容を思い浮かべる者は少  図解 。なぜ起こる ?いつ起こる ?地震のメカニ
ないのではなかろうか 本書が,できるだけ多くの人  々  ズム
の目に触れて読まれ,次世代の研究者が育つことを願う  永岡書店,2009年 2月 ,A6判,255頁 ,630円 (税込み)
ものである

なお,本書は,著者が長年かかわってきた地震研究の  新潟日報社特別取材班 著
一側面の回顧が主体であって,最近 10年 あまりの地震  原発と地震―柏崎刈羽「震度 7」 の警告
研究の革新的な進展にはほとんど触れられていない 本  講談社,2009年 1月 ,B6判 ,278頁,1,575円 (税込み)
書で地震研究に関心をもった学生などには,そのような

現状を紹介した最近の本も併せて読むことをすすめた  中村孝明・宇賀田健 著
ぃ                        地震 リスクマネジメン ト

<古今書院,2009年 1月 ,A5判,204頁,3,150円 (税込み)>  技報堂出版,2009年 1月 ,A5判,290頁,3,360円 (税
込み)

●新刊紹介 Ⅲ… mⅢ¨ ⅢmⅢ旧口ⅢⅢ旧mmmmmmmⅢⅢⅢШⅢ… Ⅲロ

飯尾能久 著

タイム編集部・鈴木南日子 著             内陸地震はなぜ起こるのか ?

自然災害の恐怖 〈第 1巻〉一地球温暖化・地震 。 近未来社,2009年 2月 ,A5判,174頁 ,2,800円 (税込み)
火山

ゆまに書房,2008年 11月 ,A4判,34頁 ,2,625円 (税  星谷勝・山本欣弥 著
込み)                      演習で学ぶ リスクマネジメン ト

鹿島出版会,2009年 3月 ,A5判,143頁,2,835円 (税

鳥山英雄 著                      込み)

樹木・大地・地震一植物生理学と地球物理学の

学際序説                    大木聖子・綴績一起 著

丸善プラネット (丸善),2008年 11月 ,A5判 ,226頁,  地震の大研究一恐ろしい自然現象
3,150円 (税込み)                  PHP研 究所,2009年 5月 ,A4判,79頁,2,940円 (税込

み)

吉友嘉久子 著

地震 。地すべ り・大崩落一立山カルデラ物語

ダイナミックセラーズ出版, 2008年 12月 , B6判 , 302

頁,1,470円 (税込み)
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ADEP情報

財団法人 地震予知総合研究振興会 (ADEP)の人事異動について
専務理事委嘱    (新)   (旧 )

仲嶺 信英  専務理事  常務理事        21 4 1
採用

吉水 正義
佐々木俊二

岩楯 敵広

大保 直人

退職

中村  誠
池田 潤一
吉田 敏雄

所長

次長

地震調査研究センター企画部長

本部 地震防災調査研究部参事
地震調査研究センター次長

阿部 勝征
(兼) 仲嶺 信英

佐藤  勇
吉水 正義
山口日出男

地震調査研究センター参事・企画部長 21 1 1
本部 地震防災調査研究部主任研究員 21 4 1
本部 地震防災調査研究部
副首席主任研究員 (非常勤)    21 4 1
本部 地震防災調査研究部
副首席主任研究員         21 4 1

20 12 26

21 331
21  3 31

地震調査研究センターの組織変更

平成 21年 4月 1日 から地震調査研究センターの組織が「事業推進管理部J

と「解析部」の 2部体制となりました

地震調査研究センター (平成 21年 4月 1日 現在 主任研究員以上 )

副首席主任研究員  松田 時彦
事業推進管理部

解析部

部長     松浦 律子
主任研究員  鈴木 保典
主任研究員  古村美津子
主任研究員  関根 真弓
主任研究員  岩佐 幸治

部長

参事

課長代理

編集後記
地震ジャーナ

ル 50号 は来年

末出版が予定される 年 2号の出版
であるから,25年間事業が継続した

ことになる。目次を拾ってみると,

創刊当時は主に地震予知に焦点を当

てていたことが判る 時の経過とと
もに工学サイドや社会・心理学サイ

ドの論文も散見され始め,現在では

理学・工学およそ半々の比率を目標

に編集するようになった

本誌出版の重要な目標の一つは

「地震に関する知識の普及Jである

しかし実際には一般向け知識普及の

成果は上がっていない 内容が専門
的で理解できないとの声を聞く.こ

れに対して多くの研究者からは「面

白い,役に立つJと の評価を受けて
いる 隣接する研究分野の成果や問
題点を垣間見る機会を研究者に提供

するためとも考えられる

つまり「知識の普及Jと いう目標

に関して本誌は, これ迄一般向け縦

の流れではなく,研究者間の横の流
れに貢献して来たことになる.51号

から継続出版が可能となれば,本誌
は横の流れに止まることなく,縦の

流れの実現にも尽力する必要があろ

う.そ こではインターネットの活用

等,従来にない新しい編集方式が浮
上するかも知れない
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